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要旨

１． 機関リポジトリは、大学や研究機関とその構成員が創造したデジタル資料の管理、保存、発
信を行うために、大学がそのコミュニティに提供する一連のサービスである。学術情報流通に
おけるオープンアクセスの一翼を担うものとして世界的に発展しつつある。

２． 日本においては、平成１５（２００３）年に最初の機関リポジトリが千葉大学で構築されて以来、
量的質的な拡大を続けてきた。平成１９年度までの機関リポジトリの構築については、平成２０年
１２月刊行の『学術コミュニケーションの新たな地平：学術機関リポジトリ構築連携支援事業第
１期報告書』にまとめられている。

３． 本報告書は学術機関リポジトリ構築連携支援事業第２期（平成２０－２１年度）をまとめたもの
である。

４． 第２期連携支援事業は公募方式により、「領域１：機関リポジトリの普及とコンテンツの拡
充」、「領域２：研究教育活動を活性化するための機関リポジトリの相互連携による新たなサー
ビス構築及び機関リポジトリの利便性向上に資するための調査・研究・開発支援事業」を行っ
た。

５． 領域１においては、平成２０年度に６８機関（国立大学５４、公立２、私立１２）、平成２１年度に７４機
関（国立５４、公立５、私立１３、共同利用機関２）に委託事業を実施した。これらの支援の成果も
含め、平成２２年３月時点で、日本には共同リポジトリを含めて１７５の学術機関リポジトリが存在
することになった。この数は世界第３位を占めるものである。またコンテンツ数においても累
積８７万件となっており、なおこの数は増加を続けている。

６． 領域２においては１０のテーマについて２１プロジェクトに支援を行った。そのプロジェクトは、
主題リポジトリ研究開発、システム開発による機能強化、電子出版支援、人材育成を含むコ
ミュニティ形成、リポジトリ評価、リポジトリ広報戦略、e-Science と多岐にわたっている。

７． 国立大学の機関リポジトリ設置率は約９割に達した。しかし公私立大学においては１０－２０％
にとどまっている。今後の機関リポジトリ構築推進のために、共用リポジトリの構築を推進す
ることが一策として考えられる。

８． 機関リポジトリ構築数、コンテンツ登録数、アクセス数はこの第２期の間に大きく伸長した。
学術情報流通の世界にも機関リポジトリは浸透しつつある。これには学術機関リポジトリ構築
連携支援事業が大きく寄与したと言える。この事業は、大学図書館界と大学共同利用機関とし
ての国立情報学研究所との連携事例の一つといえる。今後、いっそうの発展を期するために
は、先端的なデジタル技術の導入、国際連携、研究者・学協会また SPARC Japan 事業との協
働、そしてこれらの新しい機能を支える人材育成が重要であるが、そのために解決すべき問題
は多くある。これらの問題を把握・解決し、今後の発展を期し、本報告書が活用されることを
望むものである。
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Ⅰ．第２期CSI 委託事業

１．第２期の成果

機関リポジトリ（Institutional Repository、
以下 IR）とは、「大学（研究機関を含む）と
その構成員が創造したデジタル資料の管理、
保存、発信を行うために、大学がそのコミュ
ニティに提供する一連のサービス」と定義さ
れる。

IR は、デジタル書庫として欧米を中心と
したオープンアーカイブ運動の流れを背景
に、学術情報への障壁のないアクセスを目指
し世界の大学や学術機関等で導入が進んでい
る。日本においては平成１６（２００４）年度に始
まった学術機関リポジトリ構築ソフトウェア
実装実験プロジェクト（IRP）、そして委託
事業形式による国立情報学研究所（National
Institute of Informatics、以下 NII）による
支援等を受け、IR を設置する機関数と各 IR
で提供されるコンテンツ数が増大し続けてき
た。第１期（平成１７年度から平成１９年度）終
了時点においては機関数１０２、コンテンツ数
は２７８，５１１であった。第２期（平成２０年度から
平成２１年度）終了時点においては、機関数は
１７５、コンテンツ数は８７４，５８７になった。

量的な拡充は着実に進んでいる。しかし、
現在の機関リポジトリに登載されているコン
テンツ数は、日本の大学全体で生産される学
術コンテンツのごく一部にすぎない。今後一
層の進展が望まれるところである。

１．１ 学術機関リポジトリ構築連携支援事業
CSI 委託事業

学術コンテンツ基盤の整備にあたっては、
これまでのコンテンツ関連事業の成果を継
承、拡充させるために、次世代学術コンテン
ツ基盤の整備の一環として、新たな学術情報
発信基盤として世界中で整備が進んでいる機
関リポジトリを不可欠な要素と位置づけ、機

関リポジトリの構築と各大学間における連携
を支援している。

本事業は、平成１６（２００４）年度の学術機関
リポジトリ構築ソフトウェア実装実験プロ
ジェクト（IRP）に端を発する。その成果を
踏まえ、平成１７（２００５）年度は委託事業の形
で１９大学に事業を委託し、機関リポジトリの
構築を行うと同時に、システム構築・運用に
関する経験を蓄積した。平成１８（２００６）年度
からは事業を拡大し、日本国内の国公私立大
学から公募により参画機関を募集した。この
事業では、支援の枠組みとして、機関リポジ
トリの立ち上げ構築を支援する「領域１：機
関リポジトリの構築・運用事業」と、それを
発展させ、さらにいっそう国内機関リポジト
リを発展させるための具体的成果を得ること
を目的とする「領域２：先駆的な研究開発事
業」の２種類を設けた。

平成１９（２００７）年度までの第１期について
は、報告書『学術コミュニケーションの新た
な地平』を作成した。平成２０（２００８）年度と
２１（２００９）年度を第２期としている。以下に
その結果を記す。

（１）領域１：機関リポジトリの構築・運用事
業の公募とその結果

領域１は、大学からの情報発信力を強化し、
大学における教育・研究活動の可視性を高め
ることによって、大学の社会的説明責任を果
たすことを目的として、大学の独自性を生か
した機関リポジトリの構築・運用を推進する
事業である。第１期に引き続き、国公私立大
学に公募を行い、平成２０（２００８）年度は６８大
学、２１（２００９）年度は７４大学を委託機関とし
た。この詳細は第 II 章に記されている。

（２）領域２：先駆的な研究開発事業の公募と
その結果

領域２も第１期と同様に、機関リポジトリ構
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築・運用に係る技術的あるいは制度的諸問題
に実証的に取り組み、問題解決のため具体的
な成果を得ることを目的とした事業である。
領域２については継続１０プロジェクト、新規
１１プロジェクトを選定し、委託した。この詳
細は第 III 章に記されている。

（３）提案書の審査方法
提案書の審査にあたっては、領域１、領域２

とも複数の委員（図書館連携作業部会）が審
査にあたり、複数の審査評価項目に基づき、
５点法で採点し、合議を行い、決定した。

１．２ ILL の改善
機関リポジトリにコンテンツを登載するこ

とによって、従来、大学図書館間で行われた
ILL（Inter Library Loan：図書館相互貸借）
の件数が減少し、また入手に際して時間短縮
が図られることは明らかであろう。

Koyama et al（２０１１）による平成６年から
平成２０年のNACSIS-ILLの件数の変化は劇
的なものがある１）。電子ジャーナルのビッグ
ディール契約による普及は ILL における外
国雑誌の利用件数を激減させた。洋雑誌文献
複写は平成１１年度の約６７万件が平成２２年度に
は約２９万件まで減少している。個別の出版社
の動向を見ても Elsevier 社の１４９誌に対する
文献複写件数は平成１０年度の約６５，０００件を
ピークに減少を続け、平成２０年度には約３分
の１の約２２，０００件に減少した。これに対し、
日本語文献の複写件数は平成１１年度以降も漸
増を続けていた。しかしその件数は平成１８年
度の約５３万件をピークに減少に転じた。平成
２２年度には約４４万件に減少している。この現
象の理由としては、日本において機関リポジ
トリが普及し、利用できるコンテンツが増加
したことがその要因と考えられる。詳細につ
いて今後の調査が期待される。

一方、ILL は情報源利用の一部にすぎな
い。機関リポジトリのコンテンツそのものへ
のアクセスについては、領域２のプロジェク

ト「機関リポジトリへの登録が学術文献流通
に対して及ぼす効果についての定量的解析の
ための文献蓄積及びデータ整理（北海道大
学・京都大学・筑波大学）」の成果の一部と
して佐藤翔（２０１０）による報告がある２）。そ
れによると、規模の異なる北海道大学、九州
大学、金沢大学、福井大学、どの機関リポジ
トリにおいてもコンテンツへの平均アクセス
数は５を越えている。これらは大学機関所属
以外の利用者が多く含まれていると想定され
るが、この利用の一定分は従来、ILL に流れ
ていたものと推測される。

領域２のプロジェクト「学術情報資源共有
のための図書館間文献デリバリーサービスを
機関リポジトリ構築によって代替するための
教員・図書館連携方式の開発（小樽商科大
学・北海道大学・千葉大学・金沢大学・大阪
大学・広島大学）」では、大量の ILL リクエ
ストが集中する人気文献の調査を行い、また
関連して機関リポジトリと ILL 担当者の意
識の乖離問題への提起がなされた。この問題
は大学図書館及び学術情報流通のあり方にお
いて IR をどう位置付けるか、という点にお
いて重要である。

２．IRの浸透

『大学ランキング』にみる機関リポジトリ
朝日新聞社が平成７年以降、毎年刊行して

いる『大学ランキング』に、平成２２年版から
「機関リポジトリ」の項目が新設された。

『大学ランキング』は「受験偏差値以外に
よる大学の特長を示す」としてランキング項
目が平成２４年版では８２項目、挙げられてい
る。その内訳は「巻頭に２項目」、「情報公開
４」、「総合７」、「教育２７」、「就職９」、「研究
１１」、「財政２」、「社会１４」、「入試６」であり、
『機関リポジトリ』は『大学図書館』と並ん
で、「教育」の項目とされている。

この「機関リポジトリ」は〈論文搭載件数〉」
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と〈ダウンロード件数（４～９月）〉ランキン
グされている。

このこと自体、大学関係者が注目せざるを
えない大手メディアの『大学ランキング』に
機関リポジトリが掲載されたことは、「機関
リポジトリ」が社会的にも、認知されたもの
といえよう。

しかし、〈論文搭載件数〉、〈ダウンロード
件数〉の数値は年によって大きく変動してい
る。『大学ランキング』掲載のデータは各大
学からの自己申請、とのことである。この数
値にバラつきが多いということは論文搭載件
数、ダウンロード件数共に標準化が進んでい
ないことの現れでもある。

データ集計や標準化に関わる問題の詳細に
ついては「Ⅲ．３．５ 機関リポジトリ評価のた
めの基盤構築」に譲ることにするが、大手メ
ディアに継続的に取り上げられていることは
機関リポジトリの認知に貢献することであ
り、ここから「大学の情報発信」を強く打ち
出すことも可能であろう。但し、安易な数の
多少による評価は機関リポジトリの本来の役
割を歪めることであり、その点は注意が肝要
である。

３．機関リポジトリに関する政策レベ
ルの言及

３．１ 科学技術基本計画
政策レベルの言及としては、第４期科学技

術基本計画の議論の中で、機関リポジトリが
取り上げられたことを第一にあげなければな
らない。機関リポジトリは、国際水準の研究
環境及び基盤を形成するための推進方策とし
て示された。すなわち、「国は、大学や公的
研究機関における機関リポジトリの構築を推
進し、論文、観測、実験データ等の教育研究
成果の電子化による体系的収集、保存やオー
プンアクセスを促進する」と言及されること
となった。

この政策に機関リポジトリが取り上げられ
ることとなった経緯には、なかなか興味深い
ものがある。まず、総合科学技術会議基本政
策専門調査会において機関リポジトリが登場
したのは、第３回の調査会（平成２１年１２月１６
日開催）であった。研究成果を国民・社会に
見える化する議論の中で、専門委員である東
北大学の大隅典子教授が、近年非常に整備が
進んでいる図書館を中心とした機関リポジト
リのような仕掛けを活用してはという趣旨の
発言をしたのである。

そして、この発言を受けて次回の第４回調
査会では、機関リポジトリに関するフォロー
アップ資料として、機関リポジトリに関する
説明文章と、JAIRO（後述）等に蓄積され
た学術論文数及び登録大学数のグラフが示さ
れたのである。口頭でも、機関リポジトリの
取組みが国立情報学研究所を中心として進
み、多くの大学が参加して、ここ数年で急激
に伸びてきている旨の説明がなされている。
こうして冒頭に述べたような記述が、この答
申に盛り込まれるようになったのである。

これは、第１期・第２期の CSI 委託事業に
よる大学図書館での成果が、政策立案に携わ
るクラスの大学研究者に評価され、国の政策
決定に影響を与えたものと言えるのではない
だろうか。

また、ここで見逃 し て な ら な い の は
JAIRO 及び IRDB コンテンツ分析機能の存
在である。JAIRO でメタデータを集約し、
このコンテンツ分析機能で我が国の機関リポ
ジトリの状況を容易に視覚的に把握できたこ
とは、政策決定においても非常に有効であっ
たのではないかと推測する。プロジェクトの
進捗をリアルタイムで可視化していたこと
が、政策策定側により強くインパクトを与え
たのではないだろうか。

３．２ 科学技術・学術審議会
科学技術基本計画の策定に先行して、第５

期科学技術・学術審議会の学術分科会研究環
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境基盤部会に設置された学術情報基盤作業部
会においても、学術情報発信・流通を推進す
る政策としての機関リポジトリの在り方が審
議された。『大学図書館の整備及び学術情報
流通の在り方について（審議のまとめ）』（平
成２１年７月）では、「学術情報の流通について
は、電子化が進展する中で、近年、大学にお
ける機関リポジトリの整備が進むなど、自ら
の学術情報発信力の強化が進められている」
との評価を行っている。

また機関リポジトリの現状については、
「国別の機関数では、世界のトップクラスに
ある」と評価しながら、「登載論文の内容は、
学術雑誌論文だけでなく、学位論文、研究成
果報告書、教材など多岐にわたっているが、
全体の約５割が、大学紀要論文という点が我
が国の機関リポジトリの大きな特徴となって
いる」ことを指摘している。

そして、このように機関リポジトリを推進
するための施策としては、国立情報学研究所
が大学等との連携により実施してきた CSI
委託事業があり、この委託事業により機関リ
ポジトリの普及と展開が実現したものとまと
めている。

そしてさらに、機関リポジトリの構築につ
いて、さらに充実し推進していく必要性があ
り、「個別の大学等によっては、事務体制や
技術的な問題等により、独自でリポジトリの
構築・運用を行うことが難しい機関もある」
ことから、各機関が共通利用できる共用リポ
ジトリのシステム構築を提言している。

なお、この提言に沿った形で、国立情報学
研究所に平成２２年度補正予算が組まれ、共用
リポジトリ運用のためのシステム資源の導入
が決定している。

続く『大学図書館の整備について（審議の
まとめ）』（平成２２年１２月）では、大学図書館
職員の育成の観点から機関リポジトリが論じ
られている。すなわち、「機関リポジトリは
一からコンテンツを収集し、組織化、提供す

るという点において、大学図書館本来の力が
試されているといえる」というのである。つ
まり「教員と交渉したり、大学への働きかけ
を行ったりするなど、様々な工夫を凝らして
能動的に資料を入手しなければならないこの
新しい業務は、本来的な意味での収集能力を
発揮する必要」があるという。そして、大学
図書館職員は機関リポジトリの活動を通じ
て、他大学との連携や専門知識、経験を活か
して、その能力を発揮してきたと評価してい
る。CSI 委託事業を通じた大学図書館職員の
機関リポジトリ活動が、研究支援における専
門性を高める新たな図書館業務として位置づ
けられたのである。

４．NII の事業進展

４．１ 第２期の事業概要
CSI 委託事業と同時に、以下の３つの機関

リポジトリ構築連携支援策を展開した。
（１）コンテンツ拡充

・研究紀要のコンテンツ提供（メタデータ
＋本文 PDF）

・国内学会誌コンテンツの機関リポジトリ
による包括的利用許諾

・SPARC パートナー誌への働きかけ
（２）システム連携

・メタデータフォーマット：junii２PDF の
公開

・学術機関リポジトリポータル：JAIRO
の開発・提供

（３）コミュニティ形成
・学術ポータル担当者研修、報告交流会、

オープンハウスワークショップの開催
・DRF（機関リポジトリコミュニティ活

性化活動）への支援

４．２ 第２期の進展
第２期における進展について特に触れてお

くべき事項としては、JAIRO の公開等が挙
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げられる。
（１）JAIRO の公開

第１期においては、IRDB に蓄積された各
機関リポジトリのメタデータを一括して検索
できる機関リポジトリポータルとして、
JuNii＋を提供していたが、いくつかの課題
があった。たとえば、利用するためにプラグ
インソフトウェアのインストールが必要であ
ること、検索対象項目が限定されているこ
と、日本語インタフェイスのみで海外への情
報発信が不十分であること、などが挙げられ
る。

そこで、これらの問題点を解決するための
後継サービスとして、JAIRO（呼称：ジャ
イロ、Japanese Institutional Repositories
Online）を開発し、平成２０年１０月に試験公開、
平成２１年４月１日に正式公開した。JuNii＋の
サービスは、JAIRO の正式公開にともない
平成２１年３月で終了している。

各機関の機関リポジトリ運営責任者からの
申込に基づき、機関リポジトリのメタデータ
を収集しているが、平成２２年３月末時点で収
集対象の機関リポジトリ数は１４８、コンテン
ツ数は８７４，５８７件となっている。

サービス利用状況については、平成２２年３
月現在、一日の詳細表示回数が約６，４００回と
なっている。コンテンツ種別で見ると、もっ
ともアクセス数が多いものが、紀要論文（累
計アクセス数：約１２８万回）、次に多いのが学
術雑誌論文（累計アクセス数：約４９万回）で
あった。

また、他のサービスとのデータ・システム
連携も進めた。たとえば、次が挙げられる。

・CiNIii、KAKEN とデータ連携を開始し
た（平成２０年１０月）。

・Google から JAIRO のコンテンツが検索
できるようになった（平成２１年６月）。

・PORTA（国立国会図書館デジタルアー
カイブポータル）の統合検索対象アーカ
イブに、JAIRO が追加された（平成２１
年６月）。

・外部インタフェイス（OpenURL 及び
OpenSearch）に対応した（平成２１年１２
月）。

なお、多言語検索を可能とするため、機械
翻訳の機能も追加した（平成２１年５月）。

（２）図書館連携作業部会 WG
平成２１年度から図書館連携作業部会委員と

大学図書館の実務担当者による WG を設置
し、大学図書館と NII が協力して様々な課題
に取り組むこととした。

４．３ 今後の展開
（１）第３期 CSI 委託事業

第２期の成果を踏まえたうえで、次の３点を
基本方針として、第３期 CSI 委託事業を実施
することとした。

①平成２２－２４年度からの３年間を第３期と位
置付け、委託事業を継続する。

②領域１、領域２に加え、新たに「学術情報
流通コミュニティ活動支援（領域３）」を
新設する。

③新たに機関リポジトリの構築を検討して
いる大学向けに、リポジトリシステム基
盤（共用リポジトリ）を第３期中に整備
し、システム構築の選択肢として提供す
る。

（２）共用リポジトリ（仮称）
国立大学の機関リポジトリ設置率は、ほぼ

９割に達した。他方、私立・公立大学は未だ
１０－２０％程度というのが現状である。「平成
２１年度学術情報基盤実態調査結果報告」によ
れば、機関リポジトリを構築する予定がない
と回答した機関の理由は、「運営資金の確保
が困難」なためが３９％、「専門知識のある人
材が不足」しているためが４２．２％となってい
る。中小規模大学の中には、作りたくても作
れない機関が多数あることを示す。

このような状況を受け、大学等の教育研究
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成果を発信する機関リポジトリの構築を推進
し、オープンアクセスの進展を図るため、
「独自でリポジトリの構築・運用が難しい機
関に対して、各機関が共通利用できる共用リ
ポジトリのシステムを構築することが必要」
であることが、平成２１年７月「大学図書館の
整備及び学術情報流通の在り方について（審
議のまとめ）」（科学技術・学術審議会 学術
分科会 研究環境基盤部会 学術情報基盤作
業部会）で示された。

NII では、この共用リポジトリについて、
平成２２年度内に実証実験等を行い、本格的な
事業化へ向けた検討を進める予定である。

参照
１）Kenji Koyama, Yoshinori Sato, Syun Tu-

tiya and Hiroya Takeuchi. How the digital
era has transformed ILL services in Japa-
nese university libraries: a comprehensive
analysis of NACSIS-ILL transaction re-
cords from １９９４ to ２００８．Interlending and
Document Supply ．２０１１．vol.３９，no.１．
p．３２－３９．

２）佐藤翔。リポジトリログ分析による学術
情報流通の諸側面。大学図書館のミッショ
ンと機関リポジトリ：環日本海域からの情
報発信。金沢、金沢大学附属図書館、金沢
大学創基１５０年記念「講演・シンポジウム」
シリーズ（特別回）
２０１０．２．１７．http ://hdl. handle. net/２２４１/
１０４５１３
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Ⅱ．領域１：機関リポジトリの構築・運用事業

１．導入（セットアップ）

１．１ 委託機関数：IR数、機関数ともに順調
な伸び 国立大の自立、公立大の新規
参入

領域１の委託機関数は、本委託事業の開始
以来これまで年々増加し続けてきた。第２期
においては、平成２０年度が６８機関となり上げ
どまりの傾向をしめしたものの平成２１年度に
は７４機関となってふたたび増加に転じ、順調
に伸びていると言える。

下の表Ⅱ－１は領域１の委託機関数の年度ご
との変遷をしめしたものである。平成２１年度
について見ると、委託された７４機関の内訳
は、国立大学が５４、公立大学が５、私立大学
が１３、共同利用機関が２となり、第１期の最終
年度である平成１９年度と比較すると、国立大
学が３機関減って、公立大学が５機関、共同利
用機関が２機関新たに加わっている。これは、
国立大学では本委託事業によって立ち上げた
機関リポジトリが大学の独自予算と人員で運
営できるようになってきたことの現れであ
り、公立大学と共同利用機関の新規参加は、
機関リポジトリがこれまで以上に大学図書館
界をはじめとする学術情報基盤を支える機関
のあいだで普及してきたことをしめすものと

言えよう。
また、本委託事業の成果があがるにつれ

て、大学図書館界における機関リポジトリの
認知度が高まり、それと同時に構築の必要性
についての認識も広まっている。実際に、機
関リポジトリの数は順調に増加しており、平
成２２年３月現在で１２４を数え、今後も増えてい
くことが見込まれる（図Ⅱ－１）。また、地域
型共同リポジトリの構築が進み、大学をはじ
めとする多くの機関（短期大学や研究機関な
ど）が参加している。そういった機関も含め
ると、リポジトリを構築している機関の数は
平成２１年度末で１７５にも達している（図Ⅱ－
２）。

さらに、委託機関だけでなく日本の大学図
書館全体における機関リポジトリの普及状況
を見ると、次の表Ⅱ－２のようになる。日本
における大学７７３校（平成２１年度）の１８．６％
が機関リポジトリを運営しており、国公私立
大学について比較すると、国立大学での普及
率が突出して高いことがわかる。今後の委託
事業を公立・私立大学の図書館での機関リポ
ジトリ構築を促すように展開していけば、さ
らなる普及が見込まれるのではないかと思わ
れる。

委託機関数
内訳

国立 公立 私立 共同利用機関

平成１７年度委託 １９ １７ － ２ －

平成１８年度委託 ５７ ４７ － １０ －

平成１９年度委託 ７０ ５７ － １３ －

平成２０年度委託 ６８ ５４ ２ １２ －

平成２１年度委託 ７４ ５４ ５ １３ ２

表Ⅱ－１ 委託機関数の変遷
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１．２ システムの種類：DSpace がこれまで
どおり大きなシェア 多様化の兆し

機関リポジトリの立ち上げにあたってどの
システム（ソフトウェア）を選択するかは重
要な要素のひとつである。平成２１年度の委託
機関における導入ソフトウェアの現在の状況
は次の表Ⅱ－３のとおりで、DSpace の比率
が圧倒的に高いのは従来どおりであるが、そ
の比率は第１期とくらべるとやや低くなり、
多様化する傾向がわずかながらもうかがえ
る。

１．３ 公開までの日数：短縮の傾向が継続
委託を受けてから試験公開までに要した日

数は、平成１７年度２７６日、平成１８年度２５５日、

平成１９年度２４７日、平成２０年度１７４日と年々短
くなっている。これは、システム構築や制度
化について先行大学におけるノウハウが蓄積
され、共有されていることが一因となってい
ると考えられる。

また、一般公開までの日数も、平成１７年度
３７９日、平成１８年度４１０日、平成１９年度２５８日、
平成２０年度２２７日と短くなっている。平成１８
年度が長いのは、委託期間が基本的に翌年度
までの２年度にわたる予定だったため一般公
開までじっくりと試験公開期間がとれたから
だと思われる。

なお、平成２１年度に委託を開始した機関に
ついては、機関数が少ない上に委託開始前に
すでに本公開していた機関が大半を占めてい

計
内訳

国立 公立 私立

機関リポジトリ数 １４４ ７３ １４ ５７

大学数 ７７３ ８６ ９２ ５９５

機関リポジトリ運営率 １８．６％ ８４．９％ １５．２％ ９．６％

ソフト、製品名 使用大学数 主な大学

１ DSpace ４７ 北海道大学、東京大学、名古屋大学、京都
大学、九州大学等

２ NALIS-R ８ 山形大学、東京学芸大学、岐阜大学、名古
屋工業大学、琉球大学等

３ eRepository ５ 千葉大学、山梨大学、大阪大学、広島大
学、島根大学

４ XooNIps ５ 旭川医科大学、埼玉大学、慶應義塾大学、
青森県立保健大学、聖学院大学

５ InfoLib-DBR ３ 神戸大学、山口大学

６ iLisSurf e-Lib ３ 関東学院大学、同志社大学

７ ePrints ２ 岡山大学、中国学園大学

８ T２R２システム １ 東京工業大学

９ Digital Commons １ 岡山大学

合計 ７５ （岡山大学が２つ運用しているため合計は
７５になる）

表Ⅱ－２ 機関リポジトリの普及状況

※大学数は、文部科学省の平成２１年度学校基本調査報告書による

表Ⅱ－３ 導入ソフトウェアの状況
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るため、分析の対象外とした。

２．運営

運営に関しては、第１期から第２期にかけて
の変化を見るために、平成１９年度と平成２０年
度のデータを比較して考察したい。

２．１ 制度化：順調に進展
機関リポジトリを運営するにあたっては、

組織内部（学内）での承認や運営にかかわる
方針、規則類の文書化作業などの制度化が必
要となる。各委託機関における学内トップレ
ベルの承認状況やリポジトリ構築方針及び運
用規則の文書化の整備状況を概観すると、本
委託事業がはじまっておよそ１年を経た平成
１８年度に多くの機関で制度化が大きく進展
し、その後は新規に運用開始する機関ごとに
順調に制度化が進んだ。全体として、機関リ
ポジトリ構築にあたっての制度化のノウハウ

は定着したと言える。

２．２ 組織：機関ごとに運営組織の違い 担
当職員の平均は低い人数で安定

機関リポジトリを運営する組織の在り方
は、各大学の事情によってさまざまである。
機関リポジトリの運営業務は、大きく分けて
コンテンツ構築、システム運用、広報活動に
分けられるが、これらの業務を一つの係で兼
務している大学もあれば、図書館組織全体で
取り組んでいる大学やワーキンググループを
もうけて組織横断的に行っている大学もあ
る。この状況については、委託事業開始以来
変化は見られない。

また、運営に携わる投入人員（FTE 換算）
を見ると、平成１９年度に１．４９人であったの
が、平成２０年度には２．２５人とかなり増加して
おり、大学図書館の業務における機関リポジ
トリの運用の位置づけが高くなったと想像さ
れる。

試験公開までの日数 一般公開日までの日数

平成１７年度委託 ２７６ ３７９

平成１８年度委託 ２５５ ４１０

平成１９年度委託 ２４７ ２５８

平成２０年度委託 １７４ ２２７

平成２１年度委託 ２５５ ３４９

平成１９年度

コンテンツ システム 広報 その他 計

平均値 ０．７０ ０．３１ ０．１６ ０．３２ １．４９

中央値 ０．５ ０．２ ０ ０．２ １．１

最大値 ３．２ ２ １．８ ２ ６

最小値 ０ ０ ０ ０ ０

標準偏差 ０．７３ ０．４１ ０．３３ ０．４１ １．２６

表Ⅱ－４ 公開までの日数

表Ⅱ－５ 投入人員の内訳
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２．３ コスト：コンテンツ作成経費は減、人
件費は増

コンテンツ作成経費の平均は全体では
１，４６１千円と平成１９年度の２，２０９千円と比べて
下がっている。一方で、その他の人件費につ
いては５２７千円で前年度の３９２千円よりも増加
している。

コンテンツ作成経費の平均値が下がってい
るのは、中央値に大きな差がないことから実
質的にはかかる作成に必要な費用に大きな変
化はなく、CSI 経費のうちコンテンツ作成に
かける割合が小さくなったことが減少の要因
かと思われる。人件費の平均値上昇について
は、前節で述べたように、大学図書館の業務
中での機関リポジトリの重要性が高まり、投
入する人的資源が充実してきたことのあらわ
れと考えたい。

以上のほか、機関リポジトリのコスト分析
に関しては、東北学院大学の佐藤義則教授に
よる現状分析と課題についての発表があるの
で、参照していただきたい。本章のデータも

下記 URL のスライドから引用したものであ
る。

http://www.nii.ac.jp/irp/event/２００９/de
brief/pdf/４-５_CostStudy２００８．pdf

３．コンテンツ

コンテンツについては、委託機関だけでな
く全国的な機関リポジトリのコンテンツ作成
状況や傾向を見るために、IRDB コンテンツ
分析システムから得られるデータを参照し
た。

３．１ コンテンツの作成状況：安定的な伸び
IRDB コンテンツ分析システムによると、

作成コンテンツ数は、平成２０年度に３２７，３９０
件、平成２１年度に２６８，６８６件それぞれ増加し、
累積コンテンツ数は８７４，５８７件で８５万件を突
破している。やや伸び率が低くなる傾向がう
かがえるが、機関リポジトリの数が増えるに

平成２０年度

コンテンツ システム 広報 その他 計

平均値 １．１８ ０．４０ ０．４７ ０．２０ ２．２５

中央値 １ ０．３ ０．３ ０ １．８

最大値 ７ ２ ５ １．８ １４

最小値 ０ ０ ０ ０ ０．０５

標準偏差 １．０４ ０．４２ ０．７０ ０．３６ １．９９

コンテンツ作成経費
（CSI 経費分のみ）（千円） その他人件費（千円）

平成１９年度 平成２０年度 平成１９年度 平成２０年度

平均値 ２，２０９ １，４６１ ３９２ ５２７

中央値 １，２３５ １，４１４ ０ ０

最大値 １８，７４９ ３，３００ ５，２０９ ９，２４７

最小値 ０ ０ ０ ０

標準偏差 ２，９００ ９５６ ８４３ １，５１４

表Ⅱ－６ 経費の内訳

※本表の人件費には、非常勤職員、パート職員を含む。
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増加 累積

平成１９年度 － ２７８，５１１

平成２０年度 ３２７，３９０ ６０５，９０１

平成２１年度 ２６８，６８６ ８７４，５８７

表Ⅱ－７ コンテンツの作成状況

本文あり 全体

学術雑誌論文 ８７，７４８３ ２０９，８３３

学位論文 ３２，５８８ ４４，２５２

紀要論文 ３４３，５４３ ３８４，４４９

会議発表論文 ９，８８８ ５４，２３２

会議発表用資料 ２，２６５ ２，２７０

図書 ７，８０９ １７，２２８

テクニカルレポート ４，２６６ ４，４１４

研究報告書 １２，１８８ １４，２９６

一般雑誌論文 ２９，２９６ ３５，７８０

プレプリント ２７９ ３０９

教材 １，７９１ ４，２６１

データ・データベース ３，２３９ ３，３７８

ソフトウェア ２ ８

その他 ９４，４９７ ９９，８７７

合計 ６２９，３９９ ８７４，５８７

表Ⅱ－８ 資源タイプ別コンテンツ数内訳
（平成２２年３月末現在）

つれてコンテンツ数も順調に増加していると
言うことができる。

今後の見通しとして、もうしばらくして機
関リポジトリの新規構築数が減ってくれば、
コンテンツ作成数の伸び率がさらに低くなっ
てくることが予想される。なぜなら、リポジ
トリを立ち上げる際に大量にまとめて行うコ
ンテンツ一括登録がひととおり終了し、日常
的・定型的なコンテンツ登録が主流になって
くるとコンテンツ作成件数はどうしても減少
してしまうことが予想されるからである。

３．２ コンテンツのターゲット：紀要論文が
増、雑誌論文やや減など傾向の変化

資源タイプ別にコンテンツ作成状況を概観
すると、紀要論文が順調に伸びており、本文
ありのコンテンツ６２９，３９９件中の３４３，５４３件で
５４．６％と半数を越えている一方で、学術雑誌
論文や学位論文は登載件数は増えてはいるも
ののそれぞれ１４．０％、５．２％と全体に占める
割合はまだまだ低い。こういった傾向を踏ま
えた上で、今後どのようなコンテンツに重点
をおいていくのか検討していく必要があるだ
ろう。特に学位論文の電子化と登録について
は、大学と国立国会図書館、国立情報学研究
所との間で具体的な計画が進んでいることを
考慮に入れて、各機関においてコンテンツ充
実のための戦術を構築していくことが大切で
ある。

４．今後の展望

４．１ 統計と評価：IRDBシステムの意義と
評価システムの進展

機関リポジトリの構築・運用に関しては、
第２期において統計と評価をめぐる環境整備
が大きく進んだことをまず挙げておくべきで
あろう。統計については、国立情報学研究所
が構築・運用している IRDB（Institutional
Repositories DataBase：学術機関リポジト
リデータベース）コンテンツ分析システム
（http://irdb.nii.ac.jp/）が日本国内の学術機
関リポジトリについてリポジトリ数やコンテ
ンツ増減をはじめとする統計分析情報を提供
している。また、評価については、機関リポ
ジトリ評価のための基盤構築事業が、本委託
事業の領域２で順調に進捗しており、機関リ
ポジトリの現状や今後の方向性について分析
する手立てが整いつつある。
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図Ⅱ－１ 機関リポジトリ数：１２４（２０１０年３月末）

図Ⅱ－２ 機関リポジトリを持つ機関数：１７５（２０１０年３月末）

４．２ 共同リポジトリの進展：地域型共同リ
ポジトリの立ち上げ

また、ここ数年の共同リポジトリの立ち上
げと運用開始も特筆に価する。平成１９年度か
ら平成２０年度にかけて全国で８つもの地域型
の共同リポジトリが立ち上がっており、参加
機関数も６０機関に達している。その中には、
国公私立の大学はもちろん、短期大学や高等

専門学校、さらには公立図書館や文書館も参
加しており、機関リポジトリが広く国内に普
及しつつあることを象徴的にしめしている。

このような動きをふまえて、今後はクラウ
ド型の共同リポジトリといった、より広範囲
の機関が参加できるような仕組みを構築して
いく必要があるだろう。
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５．事例紹介
次に、領域１から、特色のある機関リポジ

トリをいくつか紹介しておく。全委託機関の
URL 等については、附録１を参照されたい。
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№ テーマ 継・新 プロジェクト名 担当・分担・連携大学（略称）

１ 付加価値（システム） 継続 機関リポジトリ上の情報資源の発見及び
アクセス性向上のための調査研究開発

北大、九州大、筑波大、千葉大、名
大、金沢大、京都大、阪大

２ 継続
研究者情報システム連携プログラム 金沢大、早稲田大、九州大、信州

大、千葉大、長崎大、帯広畜産大、
静岡大、北大、阪大

３ 継続 研究者コミュニティが機関リポジトリに
深く関わるための入出力

九州大、佐賀大、千葉大

４ 継続 学術機関リポジトリのためのシステム連
携用ツールの開発

名古屋大、岐阜大

５ 新規 つくばサイエンスリポジトリにおける構
造化と利用価値の向上

筑波大、筑波技術大

６ IR 評価指標 継続 機関リポジトリ評価のための基盤構築 千葉大、東北大、金沢大、北大、阪大

７ 新規 機関リポジトリ推進のための視認度評価
分析システムの開発

信州大、埼玉大、慶應大

８ 新規
機関リポジトリへの登録が学術文献流通
に対して及ぼす効果についての定量的解
析のための文献蓄積及びデータ整理

北大、京都大

９ 許諾 DB 継続
オープンアクセスとセルフ・アーカイビ
ングに関する著作権マネジメント・プロ
ジェクト

筑波大、北大、千葉大、東工大、金
沢大、阪大、神戸大

１０ コミュニティ形成 継続 機関リポジトリコミュニティの活性化 北大、千葉大、金沢大、阪大、筑波
大、早稲田大、広島大、小樽商科大

１１
新規

ユーザ・コミュニティ構築による持続可
能なシステム改善の枠組みの形成

千葉大、阪大、広島大、島根大、香
川大

１２ 持続可能な進化構造のためのリポジトリ
進化構造

九大、佐賀大、長崎大、熊本大、別
府大、宮崎大

１３ オープンソース 継続 XooNIps を基盤とした新しいリポジト
リシステムへの取り組み

慶応大、別府大、近畿大、札幌医科
大

１４ 電子出版支援 継続 リポジトリと電子出版の連携モデルを確
立するための実験開発

早稲田大、京都大、広島大、長崎
大、佐賀大

１５ 新規 学術機関リポジトリをプラットフォーム
とする電子出版システムの開発

名古屋大、九州大

表Ⅲ－１ 第２期 CSI 事業（領域２）プロジェクト一覧

Ⅲ．領域２：研究教育活動を活性化するための機関リポジトリの相互連
携による新たなサービス構築及び機関リポジトリの利便性向上に資
するための調査・研究・開発

１．概要

平成２０年度、学術機関リポジトリ構築連携
支援事業は第２期に入った。領域２について
は、第１期には延べ３７大学、２２のプロジェク
トが採択され、事業が委託された。これらの
うち、内容的に領域１にふさわしいと判断さ

れた数プロジェクトを除いて、おおむね初期
の目的を達成し、第１期の事業を終了した。

第２期には、これらのうち多くのプロジェ
クトが第１期の成果を踏まえて、後継プロ
ジェクトに発展的に継承された。第２期の領
域２プロジェクト一覧を表Ⅲ－１で示す。
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№ テーマ 継・新 プロジェクト名 担当・分担・連携大学（略称）

１６ 主題リポジトリ 新規 教育系サブジェクトリポジトリとしての
展開

東京学芸大

１７ 新規 遺跡資料リポジトリの構築：中国５県域
から広域連携へ

島根大、鳥取大、岡山大、広島大、
山口大

１８ 新規 双方向型医学系サブジェクトリポジトリ
技術基盤の形成

札幌医科大

１９ IR 広報戦略 新規

学術情報資源共有のための図書館間文献
デリバリーサービスを機関リポジトリ構
築によって代替するための教員・図書館
連携方式の開発

小樽商大、北大、千葉大、金沢大、
阪大

２０ 地域共同リポジトリ 継続
共同リポジトリ：モデルの構築と普及 広島大、岡山大、広島工業大、山形

大、埼玉大、長崎国際大、北大、千
葉大、金沢大、阪大

２１ e-Science 新規 e-Science 基盤構築のためのデータ・
キュレーション機能拡充の実証実験

千葉大学、金沢大学、九州大学、北
海道大学、大阪大学

第２期プロジェクトのうち、第１期からの継
続は１０プロジェクト、新規は１１プロジェクト
で、ちょうど半々になっている。また、第１
期（平成１９年度）は１４プロジェクト、第２期
は２１プロジェクトと７プロジェクト増加と
なった。

各プロジェクトをテーマ別に見てみると、
主題リポジトリが３件、付加価値（システム
開発によるリポジトリ機能の強化）が５件、
電子出版支援（オーバーレイジャーナルを含
む）が２件、コミュニティ（人材育成含む）
形成が３件、地域共同リポジトリが１件、リポ
ジトリ評価指標が３件、許諾 DB、オープン
ソース、人材養成、リポジトリの広報戦略、
e-Science がそれぞれ１件であった。

全体的な傾向としては、
（１）継続プロジェクトによる代表的テーマ

の定着
（２）新規プロジェクトによる（１）のテーマ

の深化
（３）テーマ自体の多様化（テーマ数の増加）
の３点が指摘できる。

（１）については、北大の AIRway や慶応
大の XooNIps、筑波大の SCPJ、千葉大によ
る ROAT、広島大による ShaRe（共同リポ
ジトリ）などが挙げられよう。これらは領域

２の基幹的なプロジェクトとして CSI 事業に
よるリポジトリ振興のために欠かせない事業
となりつつある。

（２）については、まず特にリポジトリ評
価の試みが、ROAT の１件から３件に増加し
たことが指摘できよう。多数のコンテンツが
JAIRO を通して公開されていることからも、
利用実態を踏まえたリポジトリの意義付けと
分析が可能になっており、リポジトリ事業の
成熟を図る指標の一つとして評価プログラム
と評価指標自体の多様化・成熟が望まれる。
また、電子出版支援というテーマでは、名古
屋大学が OJS をリポジトリと連携させるプ
ロジェクト（オーバーレイジャーナル）を実
施しており、第１期では不可能な先進的な試
みとして興味深い。

（３）に関しては、小樽商科大学の文献複
写と機関リポジトリの２つの学術コミュニ
ケーションの手法を比較し、リポジトリによ
る文献デリバリーを ILL の代替手段として
教員や ILL 担当職員に広報するプロジェク
トが斬新な発想で活動を行っている。機関リ
ポジトリはどのような技術であっても、論文
生産者である研究者の理解促進とコンテンツ
の増加に結び付くことが最優先であって、流
通手法としてのリポジトリの広報活動や広報
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手法の確立（モデル化）はきわめて重要であ
る。

継続プロジェクトの分担・連携機関は、第
１期の平均２機関から、第２期は平均４．５機関に
増えている。また、そのうち、８プロジェク
トは北大等による「機関リポジトリコミュニ
ティの活性化」（DRF＝Digital Repository
Federation）が連携・協力しており、第１期
に比較してコミュニティ形成を基礎とする連
携が進捗していることが背景にあると考えら
れる。

表Ⅲ－２に CSI 事業において、１以上のプ
ロジェクトを、担当・分担・連携で持つ大学
を列挙する。

分担・連携として大学名を連ねることは、
必ずしも当該大学の全般的な活動性の高さを
示すとは限らないが、連携活動においては一
応の目安となる。その意味で、分担・連携先
の多寡に応じて、これらの大学が CSI 事業
におけるコミュニティ形成や領域２のプロ
ジェクト協力において主導的な役割を果たし
つつあるとも評価できよう。

CSI 事業の今後の方向性として、領域１の
みの参加機関もこうした分担・連携の枠組み
の中に参加して、コミュニティ形成や汎用性
のあるプロジェクト協力の実施を通して、活
動の活性化を図ることも望まれる。多くの大
学が個別に研究・開発プロジェクトを実施す
る余裕のない状況下で、共同活動を通して個

別大学のプロジェクトを活性化することがで
きれば、領域２のプロジェクト群の効果はよ
り大きいものになるからである。

２．今後の展望

第２期の領域２のプロジェクトは、ある程度
成熟しつつあり基盤として継続が必要なテー
マと、新規に発想されて今後の展開が期待さ
れるテーマとに大きく分類できる。

また、リポジトリ関連のワークショップや
NII のポータル研修の実施状況をみると、リ
ポジトリ実施大学の要員の厚みを増すための
参加と、これから新規にリポジトリ事業を開
始するための参加に分かれており、継続と拡
大のためのスキーマが必要とされていること
が分かる。

領域２はその中で、リポジトリによる多様
な人的・システム的なネットワークの基盤形
成のために必須の役割を担うものが多く、
テーマごとに CSI 事業の後継事業による積
極的な支援が必要なプロジェクトも多い。ま
た、領域２で申請のないテーマであっても、
リポジトリの基盤整備として必要な課題も少
なくなく、既存のプロジェクトを支援する予
算枠の在り方と新たなテーマを引き出す同じ
く予算枠のインセンティブが期待される。

また、今後拡大と洗練が必要なテーマは、
付加価値サービスの開発による研究者支援の
強化であり、「技術のための技術」ではなく、

担当・分担・連携数 大学名（略称）

９ 北大 千葉大

８ 阪大

７ 金沢大

５ 筑波大 広島大 九州大

３ 京都大 岡山大 名古屋大 早稲田大 佐賀大 長崎大

２ 信州大 埼玉大 慶応大 島根大 札幌医科大 小樽商科大 別府大

１ 長崎国際 香川大 近畿大 神戸大 東工大 静岡大 帯広畜産大 岐阜大 筑波技術大
東北大 東京学芸大 鳥取大 山形大 広島工業大 宮崎大 熊本大

表Ⅲ－２ 第２期 CSI 事業（領域２）分担・連携数
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「コンテンツ増加」「研究者（利用者・発信
者）支援のための技術やサービス」の開発が
必要である。この付加価値サービスには多様
なプロジェクト、小テーマが包含される可能
性がある。リポジトリの電子図書館的な展開
や主題リポジトリへの応用も大きくはこの付
加価値サービスに分類してよい。

また、DRF の項でも述べたが、（１）国際
連携によるリポジトリの国際基盤形成と（２）
それを通した国際的なリポジトリコミュニ
ティへの参加、も新たな重要な課題であり、
NII とリポジトリコミュニティや大学図書館
界との協力・連携で実現していくことが期待
される。

３．事例紹介

次に、領域２から、特色のあるプロジェク
トをいくつか紹介しておく。全プロジェクト
の概要については、附録２を参照されたい。
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３．１ 機関リポジトリコミュニティの活性化（DRF）
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３．２ オープン・アクセスとセルフ・アーカ
イビングに関する著作権マネジメン
ト・プロジェクト（SCPJプロジェク
ト２）（SCPJ project ２）

学術雑誌に掲載された論文は、多くの場
合、その著作権が著者から雑誌の発行元（出
版社、学協会等）に譲渡されているため、著
者自身の Web サイトや機関リポジトリなど
から公開するには、発行元のオープンアクセ
ス方針（以下「OA 方針」）を確認する必要
がある。しかし、論文を公開したいと考える
著者や、著者から依頼を受けた機関リポジト
リ担当者が、その都度、学協会に OA 方針
を照会することは、照会する著者や機関リポ
ジトリ担当者にとっても、回答する機関リポ
ジトリ担当者にとっても、煩雑な作業となり
負担が大きい。本プロジェクトは、各学協会
に OA 方針を事前に意思表示してもらい、
それをデータベース化して公開することで、
著者及び機関リポジトリ担当者が各学協会の
OA 方針を簡単に確認できるようにするとと
もに学協会の負担も減らすことを目指すもの
である。平成１８年７月に、CSI 委託事業第１期
（領域２）のプロジェクトの一つとして筑波
大学・千葉大学・神戸大学の３大学により発
足し、第２期（平成２０年度）からは東京工業
大学が加わった。

本プロジェクトの活動は大きく３つに分類
される。第一に、学協会に対する OA 方針
に関する調査の実施及び SCPJ データベース
への調査結果の反映、第二に、SCPJ データ
ベースの機能の充実、第三に、学協会をはじ
め国内外への本プロジェクトのプロモーショ
ン活動及び活動成果情報の発信である。以下
に、それぞれの活動内容について詳述する。

まず、学協会に対する調査であるが、平成
２０年度は、これまでのアンケート調査票の質
問項目を見直し、学協会・出版社等の OA
に対する意識の浸透に関する項目を加えた新
しい調査票を作成した。その上で、特に検索

頻度の高い学協会や機関リポジトリの関係者
から要望の多い学会を中心としてメール及び
郵送によるアンケート調査を実施した（調査
対象２６０学協会、送信したメール２１４件、郵送
４６件）。加えて、「NII-ELS コンテンツの機
関リポジトリへの提供許諾条件一覧」及び学
協会の HP（対象学協会１，８１８）を確認し、
SCPJ データベースで公開している OA 方針
との差異がある学協会に対しメールによる調
査を実施した（調査対象１７９学協会：送信し
たメール２１６件、郵送２１件）。

平成２１年度には、SCPJ データベースに掲
載済みの学協会等１，９５５団体及び日本学術会
議協力学術研究団体で本データベースに未掲
載の学協会等２５６団体を対象として、メール
及び郵送によるアンケート調査を実施した
（送信したメール１，７０２件、郵送２８９件）。ア
ンケートでは、学協会等の方針に加え、発行
雑誌タイトル単位の方針や条件を指定できる
よう設問内容を検討・工夫した。

上記アンケート調査の結果に基づく最新の
OA 方針情報は、SCPJ データベースに迅速
に反映された。平成２０年４月と平成２２年３月を
比較すると、Green の学協会は３６から７１に、
Blue の学協会は１８７から４１８に増加しており、
機関リポジトリの今後のコンテンツ拡充につ
ながることが予測される。

２つ目の SCPJ データベースの機能を充実
させるための活動として、平成２０年度は、図
書館関係者だけでなく、学協会関係者にとっ
ても有益な情報を発信できるよう、SCPJ の
Web サイトの構成を検討し、リニューアル
させた（図Ⅲ－１参照）。トップページのヘッ
ダーには、学協会関係者または図書館職員を
対象とした、著作権マネジメントに関する情
報ページへのリンクを用意した。また、OA
方針を新たに掲載した学協会の情報等機関リ
ポジトリへのコンテンツ登録に役立つ「新着
情報」を掲載できるようにした。
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図Ⅲ－１ リニューアル後の SCPJ Web サイ
ト画面

平成２１年度には、学協会単位に加え、雑誌
単位の OA 方針を検索できるようにした（図
Ⅲ－２参照）ほか、OA 方針データを本学以
外からも更新可能にする入力インターフェー
スを実装した（図Ⅲ－３参照）。これにより、
SCPJ データベースのサーバを有する筑波大
学以外の機関リポジトリ担当者からの情報を
当該担当者自身が SCPJ データベースに反映
することが可能となった。本プロジェクトの
担当４大学以外の機関からの協力を得ること
で、本データベースを持続的に運用するため
の枠組みが整ったと同時に、学協会関係者自
身が OA 方針をはじめ自らの情報を発信し
たり、関連分野の学協会の OA への対応を
俯瞰したりすることが容易になり、学協会と
大学図書館の接点としての役割を担うことが
できるようになった。新たな機能としては、
その他、ポリシー別グラフ表示等の統計機

能、外部情報提供用 API 等を開発・実装し
た。

３つ目のプロモーション活動及び活動成果
情報の発信としては、以下の活動が挙げられ
よう。まず、平成２０年８月７日に、学術著作権
協会と SCPJ プロジェクト関係者との間で懇
談会を実施し、意見交換を行ったほか、継続
的に情報共有の場を設けることとなった。平
成２０年１１月１０日及び１２月５日に開催された「学
術雑誌電子化関連事業の連携・協力について
の合同説明会」においては、参加学協会に対
し本プロジェクトの活動の説明と協力依頼を
行った。また、平成２０年１１月２７日に開催され
た第４回 DRF ワークショップでは、学術著
作権協会、出版社関係者等著作権マネジメン
トに係るステークホルダーをパネリストとし
た討議を実施し、今後も意見交換・情報共有
を行うことで合意がなされた。さらに、
平成２１年９月１０日に開催されたDRF地域ワー
クショップ（関東地区）（DRF-Ookayama）
では、本プロジェクトの活動等について発表
を行った。平成２２年２月１９日には、NII で開
催された「SPARC Japan パートナー誌と大
学図書館関係者との懇談会」に出席し、本プ
ロジェクトの活動及び SCPJ データベースの
新たな機能を紹介するとともに、SPARC Ja-
pan パートナー誌の学協会関係者と意見交換
を行い、今後も継続的に情報共有の場を設け

図Ⅲ－３ OA 方針入力・編集画面

図Ⅲ－２ 雑誌単位の OA 方針検索結果画面
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ることで合意した。このほか、DRF 参加機
関を対象としたメーリングリストを活用し、
出版社版 PDF ファイルの公開を認めている
学会のリストの提供、学術著作権協会からの
意見を踏まえた機関リポジトリのコンテンツ
の利用に関する文面の提案等も行っている。

国外への成果発信としては、平成２０年１１月
１１日～１３日にドイツのデュッセルドルフで開
催された Berlin ６ Open Access Conference
においてポスター発表を、平成２０年１１月１７
日～１８日に米国ボルチモアで開催された
SPARC Digital Repositories Meeting ２００８の
Innovation Fair において発表を行った。ま
た、ゲッチンゲン大学図書館（ドイツ）、
CARL、オタワ大学、国際開発研究センター
及びカナダ国立科学技術情報機関（以上カナ
ダ）を訪問し、OA に関する著作権マネジメ
ントについて意見交換・情報共有を行った。
さらに、平成２１年１２月３～４日に開催された
DRF 国際会議２００９ではポスター発表を、平
成２２年２月５日の第６回 DRF ワークショップ
においても本プロジェクトの活動等について
発表を行った。

第二期 CSI 委託事業により、「学協会著作
権ポリシーデータベース」としてのシステム
開発はほぼ完了した。今後は、学協会等の
OA への理解の促進及び各学協会の OA 方針
策定支援のため、学協会関係者との対面のコ
ミュニケーションに重点を置き、学協会関係
者の視点を得ることにより、「図書館職員の
ための学協会著作権ポリシーデータベース」
から「日本の学術情報流通基盤を定量的に見
せるデータベース」への転換を図っていく必
要があるだろう。SCPJ データベースは、機
能や表示項目等を拡張することによって、学
協会の正確かつ最新の OA 方針に関する情
報を発信して機関リポジトリのコンテンツ拡
充に貢献するだけでなく、日本の学術情報流
通に携わる人々に、その在り方を検討・分析
する上で有用な基礎データを提供するデータ
ベースとなり得るものである。そのために

は、SPARC Japan との連携を中心的基盤と
して、学術著作権協会その他の関連団体や個
別の学協会との対話の機会を積極的に創出し
情報共有・意見交換を行うことにより、学協
会にとっての有用な情報を特定する必要があ
る。一方で、国立大学図書館協会、公立大学
協会図書館協議会、私立大学図書館協会、
DRF 等の参加機関に対して、学協会への調
査及び SCPJ データベースへの反映への協力
を呼びかけていくことも重要である。また、
学協会に対しても OA 方針の表明の場とし
て自身での編集を呼び掛けることに加え、
OA 方針情報の更新に漏れがないよう、学協
会への定期的な調査も必要であろう。

なお、本プロジェクトについてはプロジェ
クトサイトの下記 URL に講演資料・文献等
を掲載しているので参照されたい。

http : / / scpj. tulips. tsukuba. ac. jp / info /
aboutscpj.html#materials
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３．３ 遺跡資料リポジトリの構築：中国５県域から広域連携へ（RAR）
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３．４ 共同リポジトリ：モデルの構築と普及（ShaRe）
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３．５ 機関リポジトリ評価のための基盤構築
機関リポジトリのダウンロード数をい
かに数えるか－機関リポジトリの利用
統計生成とその標準化に向けた取り組
み

３．５．１ はじめに
朝日新聞出版が刊行している『大学ランキ

ング』の２０１０年版１）から、機関リポジトリの
収録コンテンツ数とダウンロード数によるラ
ンキングが掲載されるようになった。機関リ
ポジトリの収録コンテンツ数は比較的理解し
やすい指標であるが、ダウンロード数を大学
のランク付けのために用いるという考えは、
従来機関リポジトリにあまり関心がなかった
大学関係者に対して意外感を与えたのではな
いかと思われる。しかしながら、佐藤２）が指
摘しているように、このようなアウトプット
の評価は、実際の利用量の明確化が、機関や
学術コミュニティ、さらには社会全般に対す
る機関リポジトリの貢献を示唆し、現在およ
び今後の成功に強く関連するという点できわ
めて重要であり、また、具体的な利用状況
は、機関リポジトリの担当者や管理者にとっ
て、機関の構成員や上位組織その他に対する
理解の涵養（アドヴォカシー）の手段として
活用することが期待できるのである。

ただし、この指標を使って大学間比較をす
るのであれば、その前提としてダウンロード
数の数え方についての共通理解（標準化）が
不可欠である。『大学ランキング』の順位を
見て、「納得できない」と思った関係者も多
いのではないだろうか。

３．５．２ ROATの開発と運用
千葉大学を代表機関とする「機関リポジト

リ評価のための基盤構築」（CSI 委託事業領
域２、平成２０～２１年度）では、各機関リポジ
トリのアクセスログをアップロードすれば相
互比較可能な利用統計を生成する ROAT
（Repository Output Assessment Tool）β

版を開発した。ROAT は使いやすいインタ
フェースを備えた、共同利用可能なアクセス
統計処理システムであり、これによって以下
が実現した。
１）標準的なカウント方式（COUNTER）に
準拠した利用統計の生成
ROAT では、ユニークな IP アドレスを１

利用者と想定し、JAIRO にメタデータが登
録され、「本文フルテキスト」として登録さ
れているファイルのアクセス（ダウンロード）
回数を数える。その際、『COUNTER 実務指
針』が定めるように、①特定の HTTP Status
Code を持つもの以外はカウント対象としな
い、②image、 gifs、 style sheets 等の単に
Web ページを構成するためだけのファイル
によって生じるログは削除する、③同一利用
者からの同一全文ファイル（PDF 形式）に
対しては、３０秒以内に何度リクエストされて
もダブルクリックによって生じた重複カウン
トとして利用統計から排除する。
２）統計から排除すべきクローラ等の情報の
維持管理
統計において「アクセス」と解すべきでは

ないクローラ等によるアクセスを排除するた
めに、それらの情報を蓄積したロボットデー
タベースを維持管理する。ログファイルとこ
のデータベースのマッチングにより、不必要
なログデータを削除する。
３）一般的な web サーバログに基づく利用統
計処理
わが国の機関リポジトリ構築に用いられて

いるプラットフォームは多様であり、それぞ
れに対応したダウンロード統計処理を行うの
は煩雑となるため、一般的な web サーバロ
グに基づく利用統計処理を行うものとする。
なお、ROAT が正式な対象とするログファ
イルの形式は、Apache のコンバインド形式
である。
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図Ⅲ－４ ROAT の概念図

図Ⅲ－５ 利用統計の出力
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４）ログデータとメタデータのマッチング
JAIRO から JuNii２形式で出力されたメタ

データをもとにデータベースを構築し、それ
とログデータとマッチングすることにより、
AWStats を用いた利用統計の出力において、
書誌情報の表示を可能にする。
５）機関横断的な分析の保証

機関ごとに AWStats を用いた結果を表示
するとともに、機関別・機関横断別の統計結
果のダウンロードを可能にする。

当初の計画では、検索ロボットやクローラ
によるアクセス、機関リポジトリ事業に固有
のハーベスタによるアクセスなど、アクセス
カウントからは排除する IP アドレスの管理
は ROAT ワーキンググループに参加する機
関が協力して行うこととしていたが、これが
機能しなかったため、アクセスログを分析
し、１機関リポジトリに対して一定回数以上
のアクセスを行った IP アドレスをアクセス
カウントから排除する候補として自動的に抽
出する処理系を構築した。

３．５．３ さらなる発展にむけて
このプロジェクトの成果として、『アウト

プット評価のための機関リポジトリガイドラ
イン』３）が公表されている。これは、ROAT
を用いて利用統計情報を得ようとする機関リ
ポジトリ設置機関に対して、機関リポジトリ
側で考慮しなければならない諸点を明示する
とともに、ROAT によらず独自に利用統計
情報の収集、分析を行おうとする機関に対し
ては、ROAT によって得られる結果との相
互比較を可能にするために満たすべき基準を
示すものである。少なくとも日本国内の機関
リポジトリについては、すべての機関がこの
ガイドラインに従って利用統計の生成を行
い、相互比較可能な統計データを生成するこ
とが強く望まれる。

さらなる統計の精緻化のために必要な課題
としては、国際的な標準化の動向も押さえつ

つ、１）IP アドレスを「利用者」と捉えるこ
とによって生じる問題の具体的把握、および
それらがクッキーや他の方法によって解決可
能かどうかといった、利用者の特定に係る問
題の検討、２）異なるファイル形式による同
一著作など、同一著作であってもシステム上
は別のファイルとして扱われているものや、
機関リポジトリにある著者版と電子ジャーナ
ルの１論文として出版される出版者版へのア
クセス数の統計処理など、著作の特定に係る
問題があげられる。とりわけ後者の問題を解
決するためには、従来の記述用メタデータに
加えて何らかの管理用メタデータの付与が必
要であり、その実現のためには、アクセス環
境の改善と歩調を合わせた、DOI などの永
続性のある固有識別子の付与や、個々のファ
イルと著作の関係を示す情報の共有化が望ま
れるところである。

参照
１）『大学ランキング２０１０年版』（週刊朝日進
学 Mook）東京、朝日新聞出版、２００９、９４９
p。

２）佐藤義則。機関リポジトリの利用統計の
ゆくえ。カレントアウエアネス、No．２９６
（http://current.ndl.go.jp/ca１６６６、最終確
認日２０１１年２月１３日）。

３）http://www.ll.chiba-u.ac.jp/̃joho/CSI/
AGL.pdf（最終確認日２０１１年２月１５日）

３．６ ZS Project
３．６．１ はじめに

学術論文をオープンアクセス（OA）にす
ると、多くの研究者の目に触れることから、
引用される機会が増す、という仮説がある。
これは「OA による被引用増効果」と呼ばれ
る。研究者が論文を OA 化する動機形成に
関わる仮説であり、これまで OA による被
引用増効果の調査は様々な形でなされてきて
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いる。しかしながら、それらの多くは主題別
リポジトリや電子ジャーナルサイト上での
OA 化による効果を検証するものである。機
関リポジトリは OA の中で大きな位置付け
を占めるにも関わらず、これまで機関リポジ
トリでの論文公開による被引用増効果につい
ての十分な検討はなされてきていない。

また、OA による被引用増効果は上述のよ
うに「予約購読ジャーナルによる有料のみの
公開よりも多くの研究者の目に触れる」こと、
すなわち有料電子ジャーナル版とは異なる読
者層の獲得を前提としている。そのため、
OA による被引用増効果を真に検証するため
には、被引用数のみならず、有料版・OA 版
それぞれの論文の利用状況のデータも取得
し、そもそも OA 化によって有料版とは異
なる読者を獲得しえているのか否かを明らか
にする必要がある。

本プロジェクトでは、日本動物学会発行の
英文査読誌『Zoological Science』（ZS 誌）
掲載論文を、学会および著者の協力のもとで
複数の機関リポジトリに登録し、登録前後の
被引用数の変化、電子ジャーナルプラット
フォームでの利用数、リポジトリ上での利用

数の精緻な分析から、機関リポジトリを通じ
た OA による被引用増効果について明らか
にすることを試みている。以下、プロジェク
トの概要とこれまでに得られた結果について
述べる。

３．６．２ プロジェクトの概要
図Ⅲ－６は本プロジェクトの流れを図示し

たものである。北海道大学・京都大学（平成
２１年度から加えて筑波大学）に所属する研究
者が ZS 誌で発表した論文のうち、著者の同
意が得られたものについて各大学の機関リポ
ジトリに登録・公開した。これらの論文のア
クセスログデータを各機関リポジトリから収
集し、ROAT にならいクローラーや重複カ
ウント等の排除を行った上で各論文の利用数
を集計した。

被引用数についてはトムソン・ロイター社
の Web of Science を用い、機関リポジトリ
登録論文だけではなく、ZS 誌で発表された
全論文のデータを取得した。これは登録論文
と未登録論文の比較を行うためである。

さらに、ZS 誌を電子ジャーナルとして公
開 し て い る２つ の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

図Ⅲ－６ ZS プロジェクトの流れ
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（BioOne．２および J-STAGE。前者は２００８年
から利用開始。後者は２００９年末で利用終了）
から利用統計データを取得した。こちらも機
関リポジトリ未登録のものまで含めてデータ
を得た。

これら３種類のデータ（機関リポジトリで
の利用数、電子ジャーナルプラットフォーム
での利用数、被引用数）を論文ごとに集計し、
結果を比較した。また、機関リポジトリでの
利用についてはさらにアクセス方法や利用者
の所属機関についても合わせて分析した。

３．６．３ これまでの結果
これまでに２００８年末までに北海道大学・京

都大学それぞれのリポジトリに登録した１７１
論文について、２００８－２００９年の機関リポジト
リでの利用状況の詳細を分析するとともに、
未登録論文と比較した場合の電子ジャーナル
プラットフォームでの利用状況、被引用数の
差について明らかにしている。分析の結果は
２０１０年８月にギリシアで開催された IFLA
Satellite Pre-Conference：Open Access to
Science Information で発表した。

分析から明らかになったこととして、機関
リポジトリで登録・公開した論文は２００８－
２００９年の２年間で平均５９回以上、リポジトリ
上で利用されていた。これは J-STAGE での
同期間の利用規模とほぼ同等である。さらに
これらのリポジトリ登録論文と、リポジトリ
に登録していない論文の間で、電子ジャーナ
ルプラットフォーム上でのアクセス数に有意
な 差 は 存 在 し な か っ た。BioOne．２、J-
STAGE いずれも同様の結果であった。ここ
から、機関リポジトリでの公開によって電子
ジャーナル版の利用者が機関リポジトリへ
移ったのではなく、電子ジャーナル版の利用
者はそのままに、機関リポジトリ版は機関リ
ポジトリ版で新たな読者を獲得したものと考
えられる。よって、OA による被引用増効果
の前提である「従来と異なる読者の獲得」は
機関リポジトリによって実現されていると言

える。
一方、機関リポジトリでの公開の有無と被

引用数の間にも有意な関係は存在しなかっ
た。リポジトリへの登録によって得られた新
たな読者層が、少なくとも現段階では被引用
数の増加には結びついていないと言える。こ
の理由はいくつか考えられるが、一つには機
関リポジトリ版利用者の多くが研究者ではな
い可能性が挙げられる。IP アドレスに基づ
き機関リポジトリ利用者の所属機関を分析す
ると、高等教育機関および研究機関からの利
用は約１７％であり、利用の大多数はインター
ネットサービスプロバイダ（ISP）からのも
のであった。ISP からのアクセスは実際には
契約する個人宅等からのものであり、中には
研究者の自宅からのアクセスも含まれうるも
のの、多くは研究者以外のアクセスと考えら
れる。研究者以外の利用者は論文を読むこと
はあってもそれを引用して新たに論文を書く
とは考えにくく、それが Web of Science の
被引用数に反映される査読誌に掲載されるこ
とはさらに考えにくい。これが機関リポジト
リによって新たな読者を獲得しても、被引用
数に反映されない理由の１つと考えられる。

以上が本プロジェクトによって現在までに
得られた知見である。ただし、現在はまだ機
関リポジトリへの登録後２年分のデータのみ
分析している段階であり、期間を拡げて分析
することで異なる結果が出る可能性もある。
この点については今後の課題としたい。
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３．７ 学術情報資源共有のための図書館間文献デリバリーサービスを機関リポジトリ構築によっ
て代替するための教員・図書館連携方式の開発（IR cures ILL）
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３．８ XooNIps を基盤とした新しいリポジトリシステムへの取組
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３．９ 学術機関リポジトリをプラットフォームとする電子出版システムの開発（EPSIR）
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３．１０ 研究者情報システム連携プログラム（Maiidentity）
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Ⅳ．トピックス：インタビュー
学術機関リポジトリの普及は、研究者コ

ミュニティ等にも浸透を見せている。ここで
は、機関リポジトリソフトウェアの開発者又
は機関リポジトリの利用者としての研究者の
方々、また、大学の業績データベース管理者
の方へのインタビュー記録を掲載しておく。

なお、一部の記事については、各機関リポ
ジトリのニュースレター等からの転載であ
る。転載をこころよく許可していただいた関
係者の方々に深く感謝したい。

１．独立行政法人 理化学研究所 脳
科学総合研究センター 神経情報
基盤センター 臼井 支朗 先生

XooNIps を開発された理化学研究所の臼
井先生に開発までの経緯や機関リポジトリに
おける利用、今後のXooNIps 展開について
お話を伺いました。

（インタビュー実施：２０１０年２月３日）

先生の研究内容とXooNIps 開発までの経緯
について教えて頂けますか。

米国は２０世紀最後の１０年を「脳の世紀」と
位置づけ、大規模な脳研究を推進しました。
その一つにニューロインフォマティクス、す
なわち、脳・神経科学（neuroscience）と情
報学（informatics）を融合した新しい分野と
して、関連情報を共有する情報基盤を国際協
力によって構築・推進すべきであると
OECD（経済協力開発機構）に提言し、ワー
キンググループの下で議論が始まりました。
これを契機に日本でもニューロインフォマ
ティクスを立ち上げようということになりま
した。私はこれを始めるとき、国立情報学研
究所（以下、NII）の知人に、これはインフォ
マティクスの一つだから NII がやるべきでは
ないかと話したのですが、NII には脳科学の

専門家がいないので、臼井さんのところで
やってくださいよと言われてしまいました
（笑）。その後、OECD の勧告に従って、
２００５年、カロリンスカ研究所にニューロイン
フォマティクス国際統合機構（INCF）が発
足し、参加国はそれぞれ自国のノードを立ち
上げることになりました。それを受けて我が
国も２００５年に文部科学省の委託を受けて理研
に日本ノードを立ち上げ・運用が始まりまし
た。INCF のこれまでの５年間の活動状況な
ど関連する資料やレポート等は http://www.
incf.org/から入手できます。

実は私たちはそれ以前からニューロイン
フォマティクスに取り組んできました。文部
科学省（当時は科学技術庁）の科学技術振興
調整費に応募し、１９９９年から５年間、「視覚系
のニューロインフォマティクスに関する研
究」プロジェクトをやらせていただきました。
同プロジェクトで構築された視覚系のニュー
ロインフォマティクス基盤：Visiome Plat-
form は、日本のニューロインフォマティク
ス展開のパイロットスタディでした。従来、
大型プロジェクトでは、研究者は論文を書い
て自分の業績とし、プロジェクトとしては報
告書をまとめて終わるというのが一般的でし
たので、私たちも成果報告として『視覚系の
ニューロインフォマティクス』（オーム社、
２００６）を出版しました。しかし、プロジェク
トを始めるにあたり、コンセプトとしてデジ
タルコンテンツのデータベースが一番大事で
あると考えました。というのは、通常、研究
は実験をして、解析したり、モデルを作った
りして得られた知見を論文に書き、投稿して
査読を受けて、採択されれば業績が増え、め
でたしめでたしということです。しかし、そ
の人が定年退官された後、それらの成果はど
うなりますか。今日では、論文は PubMed
などにデータベース化され簡単に手に入りま
すが、一番大事なデジタルコンテンツ、つま
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り実験データや苦労して作ったプログラムや
ソースコード等は、どうなるのでしょう？私
はこうしたコンテンツこそが財産だと思って
います。企業ではこうした知財は企業秘密で
外部には出しませんよね。本当は大学も、こ
うしたコンテンツを集めてデータベース化
し、広く再利用できるような仕組みを作らな
ければいけないと思っています。それがイン
フォマティクスなのです。そういう意味で、
このプロジェクトで Oracle などをベースに
作ったプラットフォームのプロトタイプにつ
いて、費用や汎用性の面から再検討を行い、
CMS（Contents Management System）の一
つとして知られる Xoops をベースに Vi-
siome Platform の機能や仕様を継承発展さ
せた基盤プラットフォーム XooNIps を作り
ました。つまり Xoops にニューロインフォ
マティクスの NI を挟んでこういう名前を付
け、現在、オープンソースとして公開してい
ます（http://xoonips.sourceforge.jp/）。これ
を使って、現在の日本ノードのプラット
フォーム群が、理研の神経情報基盤センター
に立ち上がってきた次第です（http://www.
neuroinf.jp/）。

そのような経緯でXooNIps が生まれたわけ
ですね。では、これを大学図書館で機関リポ
ジトリに使うに至る経緯を教えて頂けます
か。

XooNIps を立ち上げしばらくした頃、慶
應義塾大学メディアセンターの皆さんが来ら
れ、図書館が機関リポジトリを立ち上げよう
としていることを伺いました。その際、図書
館関係でポピュラーだった DSpace など他の
システムと比較された結果を基に XooNIps
を高く評価していただきました。当時、正直
言って XooNIps が機関リポジトリとして利
用されることは想定外でしたが、皆さんの話
を聞いていると、似たようなことをいろいろ
おっしゃるし、コンテンツの中身が違うだけ

で考え方は全く同じだったわけです。まさ
に、XooNIps こそインフォマティクスの典
型的なツール、ベースプラットフォームだと
理解できた次第です。それなら私どもも全面
的に協力しましょうということで、まずは機
関リポジトリに対応したライブラリー版を開
発しましょうと始まった次第です。その後、
慶應が使っているならということで、他の大
学も興味をもたれてきたので、それでは研究
会を立ち上げて本格的に支援しようと
XooNIps 研究会を発足した次第です。そん
な経緯から、お役に立てることがあればと研
究会やワークショップを企画し、議論やお話
をしています。こうして XooNIps をベース
にした機関リポジトリのコミュニティが広
がっていくことは大歓迎です。図書館の皆さ
んは本当に熱心だということが、最近よく分
かってきました。これからも、しっかり協
力・支援していきたいと思っています。

コミュニティが広がったXooNIps の今後の
予定を教えて頂けますか。

次世代 XooNIps を開発するため、今年度
から新しい体制を立ち上げました。そもそも
Xoops がバージョンアップされたので、それ
を入れ替えることが目的の一つですが、これ
まで５年間関わってきて、皆さんのいろいろ
な要望や依頼があり、その対応、改良を進め
てきました。ライブラリー版も同様ですが、
やはりいろいろな要望を実現しようとする
と、システムの根幹に関わるところに手を加
える必要も出てきます。簡単に言えばプログ
ラムがスパゲティ状態になってきたわけで
す。そこで今一度、仕様、機能をきちんと整
理し直すことを始めました。これに伴い
OAI-PMH、ハンドルシステム、ライブラ
リー機構、Shibboleth による学術認証システ
ム（学認：GakuNin）などの対応を含め、よ
り使い易くしたいと思っています。学認に関
しては、NII の UPKI をユーザ承認の仕組み
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として利用すべく NII のプロジェクトへの参
加を進めております。現在、ファーストバー
ジョンが大体でき評価を進めているところで
す。来年１年かけて完成しようと取り組んで
います。しかし、基本的な XooNIps のコン
セプトは同じです。次世代と言うのは、取り
あえずの究極版を作ろうということです。私
は理研へ来て今年で９年目、４月から１０年目に
入ります。１０年一区切りということで頑張っ
ているところです。

それと、来年度中に XooNIps の解説本を
出版しようと時間をみて少しずつ準備してき
ましたので、原稿はほとんどできています。
読んでいただければ XooNIps とは何かから、
具体的な利用形態、作り方、使い方など必要
なことは最低限分かっていただけるような内
容です。全国の大学図書館に１冊ずつ買って
いただければ、多分、数百冊は売れますよ
ね？年内には刊行したいと思っていますの
で、よろしくお願いします（笑）。

大学で取り組んでいます機関リポジトリにつ
いて、ご要望はありますか。

機関リポジトリであろうと、ニューロイン
フォマティクスであろうと、やっていること
は同じです。機関リポジトリは、目下、図書
館中心の話になっていますが、仕組み的には
基本的にはどの分野でも同じだと思います。
例えば大学全体の教員の業績から、その成果
物であるデジタルコンテンツまで管理できる
仕組みです。先生方が発明、発見、開発され
たものは知的財産ですので、そういう知財管
理をしっかりして、もうけていただければと
思います。しかし、現在、知財データは機関
リポジトリとは別に管理されているのではな
いでしょうか。私が言いたいのはそこです。
先生方が開発されたソフトウェアや実験デー
タなど、デジタルコンテンツをインフォマ
ティクスとして一元的に管理すべきであると
考えています。それは企業、大学、機関、学

会などあらゆる組織で必要であり、推進すべ
きであると思っています。皆さんの今後の展
開を期待しています。

先生、お忙しいところ本当にありがとうござ
いました。

（インタビュー・まとめ：慶應義塾大学湘南
藤沢メディアセンター事務長 村上篤太郎、
五十嵐健一（慶應義塾大学メディアセンター
本部）、小林廉直（国立情報学研究所係長））

２．北海道大学 観光学高等研究セン
ター准教授 山村 高淑 先生

本インタビューは、次からの転載となりま
す。
HUSCAP レター 第１４号 ２００９年１０月発行
http://eprints.lib.hokudai.ac.jp

「世代の継承」と「地域間交流」という二つ
の軸

私はツーリズムを、より人間らしく心豊か
に生きられる社会をつくっていくための交流
の手段であり仕組みであると位置づけたい。
そしてツーリズムを二つの軸で捉えるべきだ
と考えている。ひとつ目は時間軸。すなわち
世代間の交流。文化の継承と創造、生と死、
教育というテーマと深く関連する。二つ目は
空間軸。すなわち地域間の交流。寛容性と相
互理解をどう生むか、文化的安全保障論にま
で展開可能なテーマである。そしてこれらを
縦軸と横軸にとり、その接点に交流の場とし
ての地域を設定してみる。こうした仕組みを
どのように作り出していったら良いのか？具
体的な事例を取り上げ、現場から解明してい
きたい、それが私のテーマである。
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鷲宮町商工会との共同研究

２００７年、埼玉県鷲宮町がロケ地のひとつと
なったアニメ「らき☆すた」の放映以降、地
元商工会が中心になり、アニメファンと地元
商店街が協力する形で、様々な商品開発やイ
ベントが開催されてきた。

そんな中、私も一アニメファンとして何度
か現地を訪れ、商工会の皆さんのノリの良
さ、ファン心理をくすぐる手作り感覚のイベ
ントや、商店街の個人事業主さんのアニメへ
の理解に、深い感銘を覚えた。それと同時
に、上述したようなツーリズムの考え方、
「二つの軸の接点」として鷲宮町を見てみる
と、かなり先駆的な取り組みなのではない
か、と感じるようになった。

こうした次第で、商工会の皆さんにいろい
ろとご教示を頂くようになり、であれば、是
非、これまでの取り組みを成功・失敗含めて
しっかり記録に留めて客観的に整理し、地元
の方々はじめ、まちおこしに関わる全ての皆
さんに還元して今後に役立てていただくこと
はできないだろうか、ということで共同研究
が始まった。これが昨年から始まった、鷲宮
町商工会さんと観光学高等研究センターとの
共同研究「メディアコンテンツとツーリズム
に関する研究」であり、その成果の一部が、
今回取り上げて頂いた拙稿である。

HUSCAPの可能性

こうした経緯を踏まえ、この共同研究で
は、調査・研究成果を以下の三つの方針で公
開することを試みた。すなわち――①いち早
く速報性をもって、②専門家や一部の人だけ
でなく、関心のある全ての人々に、③自由に
使ってもらえるように――公開することであ
る。しかし、いざそうした仕組みを作ろうと
思うと、既存の学会や学術雑誌は専門家によ
る専門家のためのものであり、ほとんど役に
立たない。

そこでお世話になったのが HUSCAP であ
る。HUSCAP の利点のひとつは、学術論文
だけでなく、調査報告や講義資料、プレゼン
テーションまで幅広くアップでき、それを世
界中の誰もがアクセスできる点にある。これ
が上述した公開方針にぴったりと合った。さ
らに画像等で重くなってしまう報告書データ
も HUSCAP で保存してくれるので、あとは
登録された URL を必要なホームページにリ
ンクすれば良い。

こうして情報を公開することによって、現
場の方や関係者の方々から次々と情報を頂け
るようになった。こうした交流のおかげで、
東京国際アニメフェアにて開催されたシンポ
ジウムに登壇させていただいたり、埼玉県庁
のアニメ・ツーリズム検討委員会に参加させ
ていただいたりと、様々な業種の素晴らしい
皆さんと一緒にお仕事をさせて頂く機会を頂
戴し、本当に光栄に感じている。

研究で得た知見は学会のみならず、広く世
の中に還元し、人々の幸福のために役立てて
いかなければと思う。そしてそうしたことを
気付かせてくれるのが、大学や研究室や学会
ではなく、現場なのである。今回の研究を通
して得た出会いを大切にしていきたいと思
う。

最後に、この一連の研究は、鷲宮町と幸手
市の両商工会の皆さん、地元の皆さん、アニ
メファンの皆さんのご協力がなければ到底進
めることができなかったものである。この場
を借りて心から御礼申し上げたい。

山村高淑（やまむらたかよし）
アニメ聖地の成立とその展開に関する研究：
アニメ作品「らき☆すた」による埼玉県鷲宮
町の旅客誘致に関する一考察『国際広報メ
ディア・観光学ジャーナル＝The Journal of
International Media, Communication, and
TourismStudies』第７巻２００８年１１月：１４５－
１６４
HUSCAP で本文を読むことができます。
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３．小樽商科大学 商学科准教授
加賀田 和弘 先生

本インタビューは、小樽商科大学機関リポ
ジトリBarrel インタビューからの転載です。
http://barrel. ih.otaru-uc.ac. jp/ library/３１００
thInterview.jsp

Barrel は、小樽商科大学研究者の皆さまか
らご寄贈いただいたご著作論文など研究成果
を、図書館資料として大切に保存するととも
に、Webで本文を無料公開して可視性を高
めるお手伝いをするものです。
Barrel の収録文献が平成２１年１１月１６日に

３１００件を超えました！

３１００件目の文献は、商学科の加賀田和弘先
生による、加賀田、和弘（２００８）CSR と経
営戦略：CSR と企業業績に関する実証分析
から．総合政策研究、３０：３７－５８でした。加
賀田先生にお話を伺いました。

Ｑ：登録３１００件目の論文「CSRと経営戦略：
CSRと企業業績に関する実証分析から」
は、どのような内容ですか？

大まかに二つのパートに分かれています。
前半では、近年、実際のビジネスの現場・学
術研究分野を問わず大いに注目されているも
のの、曖昧でよくわからない CSR の概念を
自分なりに整理した上で、CSR を経営戦略
の観点から捉えるためのフレームワークの一
つを提示しています。経営戦略とは、極簡単
に言えば「企業が経営を行う上での目的の決
定とそれを実現するためのシナリオ・方針・
設計図」のことなんですが、戦略が成功する
ためには、大きく分けて企業の外部環境に向
けての条件と内部環境に向けての条件の二つ
が必要になります。一般に、前者を市場にお
ける企業の位置づけという意味で「ポジショ

ニング」、後者を企業内の資源や能力を活用
するという意味で「リソース」と呼びます。
論文では、この「リソース」概念に注目して、
経営戦略論の観点から、CSR への取り組み
を「コーポレート・レピュテーション」（評
判・信頼・名声）という無形の経営資源を顧
客の心の中に、あるいは企業内の組織資源と
して獲得・蓄積する活動と捉えることで競争
優位を実現していくという考え方の提示を行
いました。

また、論文の後半では、CSR の取り組み
状況と企業業績との関係について、東洋経済
新報社 CSR 企業総覧のデータを用いて、企
業の売上高経常利益率に関する実証研究を
行っています。

Ｑ：この研究をはじめられたきっかけは何で
すか？

もともと、山や自然が大好きで、環境問題
に興味を持ちました。環境経営について色々
と研究してきましたが、企業の環境対策は企
業の社会的責任（CSR）論とも関連が深く、
CSR こちらについても自然と研究するよう
になりました。その際、環境経営と比べて
CSR は多様な概念が含まれていて、論者に
よってその主張は様々でした。これは自分な
りに定義をする必要があるなと思い、研究を
始めました。後半の実証研究は、日本で
CSR が言われ始めたのが２００３年ごろからで、
当時は企業の取り組み状況を開示したデータ
がなかったのでそもそも分析が難しいという
状況でした。その後 CSR のブームが来て、
東洋経済新報社が２００５年に主要７５０社の企業
ごとの CSR データをまとめた「CSR 企業総
覧２００６」を出版して、各社の CSR への取り
組みについてデータを入手することができま
したので、直近の２００６年３月期末時点の財務
データと関係を見てみようということで分析
を行いました。
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Ｑ：現在の研究について教えてください。

基本的には、環境経営やこの論文で取り上
げたようなテーマの理論研究を継続していま
す。実証分析では、最後に分析を行ってから
少し時間が経ってしまいましたから、同じよ
うな実証分析の再検討や２００７年１２月までの好
況期とそれ以降の不況期に分けた分析などを
おこなっていきたいと思います。また、学内
の地域研究会のメンバーとして、環境経営の
面から見た、北海道の企業の活性化に取り組
んでいます。経済学科の江頭先生と一緒に、
道内の企業に、環境についての取り組みや
CSR についてのインタビューを行ったりし
ているんですよ。

Ｑ：Barrel に掲載された文献をどのような
人に読んでもらいたいですか。

CSR に興味を持つ多くの人に読んでもら
いたいと思います。まだまだ理論的な詰めが
甘いところがありますので、批評いただけれ
ば幸いです。

Ｑ：Barrel についてご意見、感想をお願い
します。

インターネットで誰でも手軽に論文が読め
るのは筆者・読者双方にとってありがたいこ
とだと思います。来年から私を指導教員とし
て、中国の留学生の方から研究生の申し込み
がありましたが、Barrel で私の論文を読ん
で申し込みをしてきたとのことです。Barrel
がなければこういうことも起こらなかったか
もしれません。人と人をつなげるという意味
でもよいシステムだと思います。

ただ、古い文献については、インターネッ
トで手に入らないものも多いと思いますし、
ご自分の興味のある本から、発見する喜びを
得ることもあるのではないでしょうか。図書
館に行く楽しみも、なくなってほしくないと

思います。

４．小樽商科大学 アントレプレナー
シップ専攻教員 松尾 睦 先生

本インタビューは、小樽商科大学機関リポ
ジトリBarrel インタビューからの転載です。
http : //barrel. ih. otaru-uc. ac. jp / library /６００
thInterview.jsp

Barrel は、小樽商科大学研究者の皆さまか
らご寄贈いただいたご著作論文など研究成果
を、図書館資料として大切に保存するととも
に、Webで本文を無料公開して可視性を高
めるお手伝いをするものです。
Barrel の収録文献が平成２０年５月１日に６００
件を超えました！

６００件目の文献は、アントレナーシップ専攻
の松尾睦先生による、松尾、睦（２００２）組織
内部の競争と協調がイノベーションに及ぼす
影響：営業部門の実証研究．『日本経営学会
誌』８号、pp５４－６５でした。

松尾先生にお話を伺いました。

Ｑ：登録６００件目の論文「組織内部の競争と
協調がイノベーションに及ぼす影響：営
業部門の実証研究」は、どのような内容
ですか？

もともと競争、切磋琢磨という言葉が好き
なんです。ぬるま湯につかりたくない。でも
組織内で足の引っ張り合いをしてもしょうが
ない。どうしたら前向きでイノベーティブな
競争をデザインできるかといったことに関心
があります。

イノベーションには、商品開発や営業活動
の中の新しい売り方といった技術的イノベー
ションと、組織の管理、評価の仕方、権限の
委譲といった管理的イノベーションがありま
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す。この論文は、組織の業績向上には両方が
不可欠で関連していることを実証したもので
す。

Ｑ：この研究をはじめられたきっかけは何で
すか？

商大を卒業してから２年間ほど、製薬会社
で営業を担当しました。その後、大学院で社
会心理学を学び、シンクタンクでマーケティ
ングの研究をしましたが、研究を進めていく
と、営業活動と組織内部の研究が、とても面
白い分野であることに気づきました。

Ｑ：現在の研究について教えてください。

大きく２つの研究テーマがあります。一つ
は、組織内部の競争についてです。組織の中
で、メンバー同士が競争、協力しあって、新
しい営業の仕方、アイデアが生まれてきた
り、その結果組織の業績が向上するには、ど
のようにしたらよいのかといったことを中心
に研究しています。

もう一つは、プロフェッショナルといわれ
る人材が、経験からどのように学んでいるか
というテーマです。

Ｑ：Barrel に掲載された文献をどのような
人に読んでもらいたいですか。

まずは研究者に読んでもらいたいです。経
営コンサルタントなど、吸収能力がある人が
エッセンスをつかんで、現場の人に紹介して
くれる橋渡し的なことをされている方がい
らっしゃいますが、そのような方にも読んで
もらえたら嬉しいですね。現場に生かしてほ
しくて研究するのですから。

Ｑ：Barrel についてご意見、感想をお願い
します。

学会誌などは狭い世界で流通しているもの
ですので、そういったものの間口が広くなる
ということについて有意義だと思います。

Google Scholar を使っていますが、大学が
提供している PDF ファイルが見つかると図
書館で文献複写を依頼して待たなくてすむの
で嬉しい。そういう意味でも Barrel は本当
に手軽で便利だと思います。

また、アントレプレナーシップ専攻会議で
された Barrel の説明を聞いて、感心しまし
た。小樽商大にこんなチカラがあったのか、
ということと、それから、ナレッジ・オフィ
サー（組織レベルで組織的知識創造を全体的
にマネージする役割を持つ）という言葉があ
りますが、まさに Barrel チームが果たして
いる役割だと思います。学会、出版社への連
絡、登録作業全般を行ってくれるのがとても
助かります。

今後は、より Barrel が活用されるよう、
機能面が強化され、登録文献がもっと増える
ことを期待します。

５．九州大学 大学評価情報室 助教
森 雅生 先生

九州大学で研究者データベースの開発・運
用を担当され、研究者データの活用について
もご研究なさっている森先生に、九州大学機
関リポジトリ（QIR）との連携や今後の見通
しについてお話を伺いました。インタビュー
には、九州大学附属図書館の吉松係長と工藤
さんにもご同席いただきました。

（インタビュー実施：２０１１年３月３０日）

先生のご専門は IRは IR でも機関リポジト
リでない IRと伺いましたが教えて頂けます
か。
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IRには３つあり、①Institutional Reposi
tory ②Information Retrieval ③Institu-
tional Research の３つなのですが、このうち
後者２つを専門としています。情報検索と大
学の機関調査です。機関調査というのは、学
内の組織情報を収集して理事に報告するとい
う仕事です。一般的には機関調査の仕事では
ないのですが、九州大学では先進的に教員の
情報を集めることを大学評価情報室というと
ころでやっていますので、そこで教員データ
ベースの開発と運用・管理をやっています。
元々の専門は情報科学ですが、大学評価情報
室に来た４年半前からは大学評価についても
専門としています。

九州大学の教員データベースについて特徴な
どを教えて頂けますか。

まずこのデータベースで扱う対象ですが、
教員情報について、教育および研究活動、国
際連携、社会貢献、大学運営、外部資金など
包括的に取り扱っている点です。附属病院も
対象としています。

また、データ項目を作るのに２年も掛けて
いることも特徴のひとつです。全学の委員会
で検討をしましたので、ほとんどの活動の情
報が収集できるのではないかと考えていま
す。データ項目については、来年度に見直す
ことになっており、大学評価のための活動情
報の強化を予定しています。

データの収集に関しては、教員の方々が教
員データベースの重要性を認識し、また半ば
義務化している（定期的にチェックして組織
的に収集している）こともあり、かなり充実
しています。他の大学の話を聞くと、苦労し
ているところも多いようですが、九州大学で
は収集するという観点では比較的うまくいっ
ています。

教員データベースに関して、どんな点が課題
となっていますか。

収集したデータの活用です。具体的には大
学評価、これには国立大学法人評価や認証評
価などがありますが、こういったことにつな
げていく必要がありますが、今のところ、
データが十分に活用されているとは言えませ
ん。論文数だとか外部資金だとかを出すため
には役立っていますが、掛けているコストに
見合うだけ使われているかというと不十分な
点があります。

また、今後は教員にとってもメリットのあ
るものにすることも考えながら進めていきた
いです。そういう面では QIR との連携は重
要と考えています。

ちょうどお話に出てきましたが、九州大学機
関リポジトリ（QIR）との連携について教え
てください。

この話は元々、附属図書館のほうから持ち
かけられました。我々の教員データベースは
入力するところと出力するところを別にし
て、教員業績を公開しているのですが、非常
に多くアクセスがありました。これは、検索
エンジンでその研究者を検索するとヒットし
やすいように設計しているからです。これに
当時図書館担当の理事であった有川先生が着
眼して、研究者情報の研究論文のところにリ
ンクを張って研究成果につながるようなシス
テムができないか提案があり、どういう形で
効率的にできるかを検討してやったのが始ま
りです。連携に取り組んだ当初、研究業績
データが４万件あり、それをリポジトリの基
礎データとしました。

その連携の仕組みはどういったものか教えて
頂けますか？

研究者情報に出ている業績の情報、つまり
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タイトルと著者名と構造化して持っている
データを、QIR の詳細検索に詳細情報とし
て貼り付けることから始めました。この方法
のメリットは、お互いにシステムを作りこま
なくてよいことです。

QIR にはコンテンツが集まりますし、教
員データベースではどんどん業績データが入
力されるので、相互のデータの同期を取るこ
とが難しかったためです。今では定期的に教
員データベースのデータを機関リポジトリ側
に渡して、リンクの質を高めるようにしてい
ます。

機関リポジトリと教員データベース（業績
データベース）の連携を進めることに多くの
大学で取り組まれていますが、うまく進める
にはどういうことがポイントになるとお考え
ですか？

まず大事なのは、目的を明確にすることで
しょうか。民間の企業であれば、トップダウ
ンで進むことが多いですが、大学の場合、な
かなかそういうわけにはいかない。教員は大
義名分がないと動かないですし、さらに具体
的なメリットがあるとなおよいです。

現在、国立大学法人では、中期計画を立て
て実行するということになっています。その
中で教員業績評価をやると言っているところ
がほとんどです。それは達成度評価で、その
目標にどれだけ近付けたか、あるいは上回っ
たかを証明するのですが、大学が法人として
やらなければならないと言っているだけで、
個々の教員のミッションまでにはなっていま
せん。教員にインセンティブがないと情報は
集まってこないのです。リポジトリのように
業績を公開して保存もしてくれるところと一
緒にやると結構持ってきてくれます。

評価は絶対にやらなければいけないことで
すし、教員は義務として研究業績を入力しな
ければなりません。その業績の中には論文も
あります。その論文を出すときに一緒に

PDF も付けてくださいよ、この情報は公開
されますよとやるのです。二つの目的、一つ
は業績の公開というメリット、もうひとつは
業績評価の義務としてやらなければならない
ことをセットにする、セットにしないと逆に
教員は二重にやらなければなりません。

教員データベースを管理する立場として
は、とにかくデータが集まりさえすればいい
のでどんどん活用して欲しいのです。とくに
教員にメリットを示しやすいところで連携し
たいですね。

機関リポジトリの活動やそれを取り巻く状況
についてはどう思われますか？

これまでは大学自体が社会に対して受け身
な面もありましが、今は社会に対して何がで
きるかが問われています。例えば、九州大学
だと水素電池「カーボンニュートラル」の技
術で CO２を出さない研究をしていますが、そ
ういう研究者は２千数百人いてそれぞれの独
自の分野で活躍しています。そういったこと
を世の中に示していくべきで、自分たちから
提示していくものとしてリポジトリは重要だ
と思います。

一方で、気になることもあります。大学評
価では教員がかかわっていて、教員は教育学
系が多く、その場合、データを触ることはあ
りますがデータベースには触ることはありま
せん。ではその仕事を誰がやるかというと、
１～２人の事務職員がやっています。どこの大
学も人を付けられない状況にあり、リポジト
リでも同じ状況であるように思います。

各大学でリポジトリにお金を出して作ると
言っても、作るのは簡単ですが、運用して中
身を充実させていくことが重要です。人がい
ないことをどう解決するか、これを解決する
には共有することではないかと思います。シ
ステムについてもクラウドで、先進的な大学
が使っているシステムを使う、また、ノウハ
ウの共有も必要です。あるいは学内でも評価
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の取り組みと一体にして運用するといったこ
とも考えられます。

同席して頂いている附属図書館の吉松係長
は、この連携についてどう感じていらっしゃ
いますか。

吉松：
毎年、教員データベースを更新していただ

いて、ひとつずつ連携を深めてきたところで
す。今度はリポジトリ側でのシステム更新を
考えているので、こちらから近づいて行って
より深い連携ができればいいと考えていま
す。システムが変わるタイミングでないと出
来ないこともあるので、両方から近付くよう

にできればと。
また、QIR と教員データベースを論文リ

ンクシステムという別サーバのシステムで紐
付け情報を管理しているのですが、それを
もっと活用するようにできるとよいですね。

教員データベースでは昨年度に SSO を導
入されたらしいので、ゆくゆくは ID に関し
ても連携できれば、情報のやりとりについて
も信頼性が上がると思います。

先生、吉松係長、工藤さん、お忙しいところ
本当にありがとうございました。

（インタビュー・まとめ：小林廉直（国立情
報学研究所係長））
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Ⅴ．第３期以降の展望
CSI 学術機関リポジトリ構築連携支援事業

の第１期報告書『学術コミュニケーションの
新たな地平』では、第２期以降の展望が次の
ように述べられた。「将来、日本の機関リポ
ジトリの歴史を振り返ったとき、この第１期
はいわば種蒔の時期であったと言われるに違
いない。そうなると必然的に今後、第２期は
育成期、第３期は収穫期ととらえることがで
きる」。

さて、第２期は果たして育成期であったの
か、また第３期は収穫期となるのであろうか。
本章では、CSI 事業で行われた様々な議論を
踏まえ、第３期以降の展望について検討する。
具体的には、海外の動向から見た国内の今後
の動向、財政的展望、リポジトリ間のシステ
ム連携、国際連携、人材育成、SPARC Ja-
pan との関連について整理する。

１．CSI 事業による委託の効果と意義

CSI 事業によるリポジトリプロジェクト
は、わが国の大学図書館界に直接・間接に多
大の影響を与えてきた。言うまでもなく、
CSI 事業の直接の目的である発信事業の支援
による学術情報流通の改善という面では、
１７０以上のリポジトリ数と８０万件以上の全文
コンテンツが達成されたことが強調されなけ
ればならない。１国でこれだけの IR 数とコ
ンテンツ数を実現しているのはアメリカを除
いてわが国のみである。JAIRO からの総閲
覧数は平成２３年１月末段階で累積４６６万件を超
えており、各個別リポジトリからの直接のダ
ウンロード総数は JAIRO へのアクセスを遙
かに凌駕している。この事実はこれらのコン
テンツが単に発信されているだけでなく、実
際に利用され、研究者コミュニティを含む社
会への学術情報の公開という文脈で大きな貢
献をなしつつあることを意味している。

これらのコンテンツについては、ROAT

（Repository Output Assessment Tool）プ
ロジェクトによるログの標準化手法を踏まえ
て、複数大学のダウンロード統計の分析が行
われており、言語種別やコンテンツ種別に
よってアクセス傾向に大きな差異があること
も個別に実証されつつある。

分析によれば、英文コンテンツは海外から
のアクセスが多い傾向があり、和文コンテン
ツや、多くは日本語による論文を掲載する紀
要は国内からのアクセスが多いという分析が
行われている。紀要掲載であっても英語論文
の場合には海外からのアクセス傾向が明白で
ある。また、アクセス元の URL 分析による
と、学術機関のドメインだけでなく、プロバ
イダーや政府機関のドメインも多数記録さ
れ、いわゆる査読済論文のオープンアクセス
化によるアクセス改善だけでなく、大学が教
育・研究活動の成果として生み出す論文・研
究発表・研究記録などの大規模な社会的有効
活用に直結していることが看取される。

英文コンテンツ（多くは査読済論文）への
海外からのアクセスは、オープンアクセス化
によって国際的貢献の実績を積みつつあるこ
とを実証している。これは日本の論文算出量
（平成２２年のトムソンの発表によると世界第
４位）１）を想定した場合、わが国の機関リポジ
トリの国際的存在を意義づけるものである。

わが国の学術情報流通政策２）を翻って見る
と、平成６（１９９４）年の学術審議会による建
議「大学図書館における電子図書館的機能の
充実・強化について」が示され、これに従い、
まず平成７（１９９５）年に奈良先端大学院大学、
次に平成９（１９９７）年から筑波大学、東京工
業大学、京都大学、図書館情報大学（現筑波
大学）、神戸大学に「電子図書館推進経費」
が措置された。ただし、奈良先端大学院大学
は学内対象の電子図書館プロジェクトであっ
たため、公開は行われていない。この後、平
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成１２（２００２）年からは、東北大学、千葉大学、
東京大学、東京学芸大学、一橋大学、大阪大
学、広島大学、九州大学、佐賀大学、鹿児島
大学に補正予算による「電子図書館機能を整
備する経費」が措置された。

これらの大学ではそれぞれの大学の特色あ
るコンテンツを電子化し、インターネット上
で公開した。また、学内向けの情報サービス
を強化した大学もある。これらは、震災関連
コレクションや学位論文の要旨や全文、貴重
書の高精細画像、シラバスなどそれぞれ特色
あるコンテンツを踏まえた情報発信を行って
きた。しかし、個別の大学図書館が所蔵し、
これらのプロジェクトにより公開されたコン
テンツは研究者の日常的な研究・教育ニーズ
に密着したものは少なく、有効利用に結びつ
いているかどうかという最も重要な点につい
て疑問符がつく。

一般的に言って、学術情報流通の改善のた
めにはレアーな所蔵資料の散発的な発信では
なく、教育・研究に必要な同質のコンテンツ
のクリティカルマスを前提として、一定規模
の同質のアクセスを実現することが必須であ
る。しかし、国の概算要求の仕組みは、複数
機関による連携が強調されるようにはなった
ものの、学術環境のある部門を一括して底上
げするには予算措置が個別的で散発的であ
る。特に学術情報流通という部門は科学技術
振興の直接の対象と言うより、その周辺の基
盤整備の領域であり、財政支援による直接の
振興の対象となりにくい性質を持つ。法人化
以後、学術情報流通の改善や振興は各大学の
個別的な努力に依存するようになり、国単位
の政策としては存在が難しい。

CSI 事業は特に法人化以後のこのような政
策上の隘路を機関リポジトリによる多様なコ
ンテンツの発信基盤の整備という限定された
文脈で打開する方法を示した。大学図書館に
よる電子図書館事業の推進は、電子化の技術
についてはいくつかの前進を示したものの、
利用という点からは大きな効果は示すことが
できていない。これに対して、CSI 事業によ

るオープンアクセスコンテンツの７０万件以上
の公開と４６６万件以上の閲覧実績、さらにそ
れを超えるダウンロード総数は、個別機関の
リポジトリ事業支援という意義を超えてナ
ショナルな学術情報流通改善の財政支援の在
り方を暗示している。

ここで比較のために、機関リポジトリに限
定してヨーロッパでの財政支援を見てみよ
う３）。

イギリスでは合同情報システム委員会
（JISC）による財政支援が複数の助成プロ
グラムによって２００２年以降継続されてい
る４）。Focus on Access to Institutional Re-
positories（FAIR，２００２－０５）、Digital Re-
positories Programme（２００５－０７，２００７－０９）、
JISC Repositories and Preservation Pro-
gramme（２００６－０９）などがそれである。
FAIR は機関リポジトリの助成スキーマとし
て世界初のものであり、SHERPA/RoMEO
など世界のリポジトリ活動を支えるプロジェ
クト群を生み出し、今日に継続されている。
FAIR の成功後も、オープンアクセスの実現
を目的とする意識的な政策の下、多様な助成
プログラムを実施している。JISC とイギリ
ス国内の大学図書館界との連携も顕著で、明
確でナショナルな目的を持つ助成システムと
専門職の集団である大学図書館員との協調関
係が、学術情報流通政策が有効に実施される
ための良い循環を生み出しているように思わ
れる５）。

オ ラ ン ダ で は、著 名 な DARE（Digital
Academic Repositories）ネットワークが ICT
整備機関である SURF と大学図書館との連
携により実現された６）。SURF は国内の全大
学が機関リポジトリを導入するための助成プ
ログラムを実施し、各大学はこれに対する
マッチングファンドを用意して、きわめて短
期間のうちに、ベルリン宣言の実現を明確な
政策目的とする機関リポジトリのネットワー
ク網を確立した。

ヨーロッパ全域を対象としては、この
DARE ネット ワ ー ク を モ デ ル と し て、
DRIVER（Digital Repository Infrastructure
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Vision for European Research）プロジェク
トが EU の助成の下で実施された。DRIVER
は２期にわたり実施され、DRIVER ガイドラ
イン（メタデータ標準）、DRIVER ポータル
（ハーベスタ）などを成果として残した。

DRIVER は、EU による第６次「科学技術
開発枠組み計画」（６th Framework Pro-
gram）の機関リポジトリ助成プロジェクト
であったが、第７次の枠組み計画によって
オープンアクセスパイロットプロジェクト７）

が実施されることになり、これを支援する後継
プロジェクトとしてOpenAIRE（Open Access
Infrastructure for Research in Europe）８）が
２０１０年から開始されている。オープンアクセ
スパイロットプロジェクトは、第７次枠組み
計画に基づいて助成される７領域の研究分野
の研究成果（ポストプリント）をオープンア
クセス化する EU の科学技術のインフラ整備
計 画 の 一 つ で あ る。こ れ に 伴 い、先 の
DRIVER ガイドラインは OpenAIRE ガイド
ラインとして引き継がれている。DRIVER
も OpenAIRE も、ヨーロッパ全域の学術情
報流通の整備を科学技術振興政策の一環とし
て推し進める助成プロジェクトであり、イギ
リスと同様に大学図書館界や図書館専門職と
助成担当者との密接な連携が背景にある。

このようにヨーロッパでは、学術情報流通
政策が行政担当者および専門職層との連携に
より合目的的に実施されており、科学技術振
興の不可欠の一環となっている感がある。

翻ってわが国を見ると、文部科学省（旧文
部省）の施策（審議会の答申や建議に基づく）
により、先に見たように概算要求の枠組みを
利用しつつ先進的な試みが行われてきたが、
散発的な事業として実施され、その効果も限
定的であった。また、事業を実施する大学図
書館や図書館職員と行政との間で目的意識の
共有や連携が必ずしも有効に行われていな
かった。

CSI 事業はこのような弱点を機関リポジト
リによる発信基盤の整備という課題に焦点を
絞ってある程度克服したのである。そのため
には、１９９０年代のような「電子図書館」とい

うキーワードのみが共有事項の個別プロジェ
クトへの助成ではなく、機関リポジトリとい
う共通主題への助成とそれを通して実現され
た同質のコンテンツのクリティカルマスが大
きな力を発揮した。学術情報流通という環境
整備に限って見れば、こうした手法は極めて
有効であり、いわゆる概算要求のような方式
に対する一定の優位性を実証したと言ってよ
い。

CSI 事業は大学図書館の連携活動や NII と
大学図書館界の連携においても、副次的なし
かし多様で本質的な諸効果を生み出してい
る。た と え ば、DRF（Digital Repository
Federation）のような国公私立の設置種別を
超えた図書館員の自発的な連携活動、ポス
ターセッションや公募方式の国際会議に見ら
れる図書館活動の刷新と進化、海外の英文雑
誌や国際会議での英語による発表など多様な
成果が見られた。欧米では当たり前のこうし
た専門職的活動が CSI 事業のアウトプット
の一つとして実現されたことは大変重要なこ
とで、欧米と本質的に同質な専門職群による
自主的なイニシャチブが具体化されつつある
ことを指摘したい。

CSI 事業が委託事業として達成した成果
は、このように財政的支援の在り方を刷新し
たことにより実現されたものであり、大学共
同利用機関としての NII と大学図書館界の連
携の在り方にも積極的な影響をもたらしてい
る。もとより、学術情報流通の改善のために
は両者の連携は必須であり、委託という形式
による連携関係は極めて有効な「仕組み」９）

であることが実証されたのである。それが第
１期、第２期を通して明らかになった CSI 事
業の成功が示唆する財政的な含意である。

２．デジタルリポジトリシステム間の
連携

２．１ はじめに
デジタルリポジトリを利用する意義とし

て、比較的容易にシステム間連携を図ること
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ができる点を挙げられる。本稿ではリポジト
リソフトウエアにほぼ標準で備わる機能に
よって可能なシステム間連携について紹介
し、機関リポジトリにとどまらずサブジェク
トリポジトリとの連携を考えてみる。

２．１．１ OAI-PMH
デジタルリポジトリを担う DSpace，
EPrints等のリポジトリソフトウエアは成立
当初からシステム間連携機能を取り入れてい
る。Open Archives Initiative Protocol for
Metadata Harvesting（以 下 OAI-PMH）に
よるメタデータ交換機能である。OAI-PMH
に 対 す る 一 般 的 な 活 用 手 段 は OAIster
［www.oaister.org］をはじめとするメタデー
タの一括収集（ListRecords）を利用した横
断検索サイトに留まっていた。一方、OAI-
PMHは個別エントリのメタデータを指定し
たメタデータフォーマットに従って出力する
機能 GetRecordを備えている。この機能を
活用するとすればどのように使えるだろうか。

例えば、リポジトリ内のコンテンツ（han-
dle付けされていれば URIが変わることはな
い）に対して GetRecordを発行することで
個別コンテンツのメタデータを取得し、それ
を加工してホームページに埋め込むことがで
きる。

ホームページ側はリポジトリのメタデータ
を利用するだけであるから、ホームページの
内容をリポジトリのメタデータと完全に同期
できる。研究者が業績リストをホームページ
に作る場合、その内容をリポジトリと同期で
きるなら（しかも identifierを指定するだけ
で）非常に効果的である。ブログツールなど
にも応用は可能である。

別の例を挙げよう。フリーの文献管理ソフ
トウエア JabRefではサブジェクトリポジト
リ arXiv.orgに登録された文献の書誌情報を
arXiv.orgの 文 書 ID（こ れ は OAI-PMHの
identifierとほぼ同じ）によって指定すれば
内部で GetRecordを発行して自動的に取り

込んでしまう。これもユーザには非常に便利
な機能である。

見過ごされがちではあるが、OAI-PMHを
メタデータ連携機能として利用する応用は更
に広く考えられるはずである。リポジトリの
運営主体とは無関係な第三者がサービスプロ
バイダとして提供しうる点も見逃せない。

２．１．２ SWORD
OAI-PMHによる連携はメタデータのみ、

クライアントプル型の連携と考えられる。リ
ポジトリ側はメタデータの仕様について何ら
関与しない。一方、Simple Web Service Of-
fering Repository Deposit（以下 SWORD）
はサーバプッシュ型の連携プロトコルとし
て、ここ数年の間に普及しつつあり、既に
EPrints，DSpaceには実装されている。
SWORD対応クライアントからサーバへ

の転送には Atom Publishing Protocolを採
用し、METS形式で XMLエンコードしたメ
タデータとコンテンツを ZIPアーカイブ、
サーバへ送信する。ユーザ認証は DSpace，
EPrintsの持つユーザ情報で行い、コレク
ション等はユーザ情報に従って処理される。
受信したサーバ側はメタデータおよびコンテ
ンツを内部形式へ変換し、格納する。結果と
して、理想的な状況ではコンテンツの登録が
コマンド一回（あるいは内部的に調整された
プログラム）の実行で完了することになる。

理想的な状況とは相互にメタデータ構成等
の調整が取れていることである。（OAI-PMH
で oai_dcが必須であったように）メタデー
タ構成が調整されてさえいれば、たとえば紀
要の全論文を別のリポジトリへ一括登録する
ことも機械的にできる。もちろん CSV でメ
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タデータをエクスポートするなどして同様の
ことは可能だろうが、デジタルリポジトリを
展開する上で可能性を広げるにはプロトコル
としてインフラを整備するほうが望ましい。

CSI 第二期の下で名古屋大学は SWORD
による紀要と機関リポジトリの連携を実装し
た。

２．２ サブジェクトリポジトリと機関リポジ
トリの将来

２．２．１ RePEc
経済学におけるディスカッションペーパー

は、ある種の紀要に近い役割を果たしてお
り、その世界的なポータルとして RePEc
［repec.org］をあげら れ る。RePEcへ の
アップロードは ftp あるいは http が推奨さ
れており、指定のディレクトリツリーへ
ReDIF フォーマットに従ったメタデータと
コンテンツを保持しておけば自動的に
RePEc が巡回する。RePEc と連携している
国内の機関リポジトリも複数である。
arXiv.org
RePEcにおけるシステム間連携は枯れた

技術によるものであった。arXiv.org では
SWORD を利用して投稿できる［http://
arxiv.org/help/submit_sword］。この機能を
使うことで、次のような機関リポジトリとの
連携を想定できる。ディスカッションペー
パーを DSpace のコレクションとして展開し
ているとしよう。（数物系のプレプリントで
も、工学系のテクニカルレポートでもよい）
新着を登録したら同時に本文とメタデータを
SWORD 形式で出力、クライアントへ自動的
に投入する。機関リポジトリへ投入したデー
タが arXiv.org へ自動的に共有されることに

なる。投入するメタデータの生成には様々な
手段を取ることができる。例えば、OAI-
PMH の GetRecord を使ってもよい。

２．３ 展望
研究者 ID が実際に機能するのであれば、

研究者が arXiv.org へ投降したコンテンツを
自動的かつ網羅的に機関リポジトリへ収集す
ることなどは将来的に十分可能なものとなろ
う。機関リポジトリ側で適切なコレクション
を組んであればサブジェクトリポジトリの
ゲートウエイとして機関リポジトリを位置づ
けることも十分に有効である。機関リポジト
リ間であっても、例えば教員の異動に対応し
たコンテンツ共有など同じ仕組みで可能なは
ずである。

詳細は触れなかったが、arXiv.org では
Facebook との連携アプリや研究者 ID の試
行を通じてシステム間連携へプラットフォー
ムを開放する形の方向性を打ち出している。
機関リポジトリを有効に活用する策として、
arXiv.org 等のサブジェクトリポジトリとの
連携は極めて有効であろう。

デジタルリポジトリ本来の目的は、何らか
の形でコンテンツの共有を促進し、それをも
とにコンテンツの付加価値を与え、引いては
リポジトリの運営主体が学術コミュニケー
ションの主導権を握ることにあるのではない
だろうか。機関リポジトリの運営主体は明ら
かに大学図書館である。取り組むテーマは無
数にあり、未来は可能性に満ちている、と筆
者は考えている。
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３．国際連携

機関リポジトリの主要な目的は、査読済み
論文（ポストプリント）の公開によるオープ
ンアクセスの実現である。本来、学術情報流
通には国境はなく、学術的知見の頒布を低コ
ストで有効に行い、より多くのステークフォ
ルダーが共有できるようにすることが必要で
ある。オープンアクセスは機関リポジトリを
通して、このような学術情報流通の本質を改
善・向上させるための理念である。

オープンアクセスの理念から当然、機関リ
ポジトリの運動は国際的たらざるを得ない本
質を有する。各国の機関リポジトリのイニ
シャチブは従って、国際的連携を強化し、リ
ポジトリ運営の基盤とも言える多様な技術要
素やメタデータの標準化、運営に関するノウ
ハウの共有を図っている。国際的に情報を共
有して意見を交換し、技術標準を整えたり、
共同の枠組みを構築したりしていかねばなら
ない未開拓の分野も数多くある。CSI の財政
支援により、DRF が海外での発表や国際会
議の開催、英文のリポートを通して、我が国
のリポジトリやオープンアクセスの状況を発
信するとともに、COAR（Confederation of
Open Access Repositories）の創立メンバー
となったことは、そのような国際的な取組へ
のコミットを意味している。

以下は、CSI の第２期期間中に、DRF の活
動を中心として国際連携に関して得られた成
果群である。これらは旧来型の大学図書館活
動では見られなかったものであり、CSI がリ
ポジトリの拡大にとどまらない図書館活動の
国際化と連携に大きな積極的な影響を与えた
ことを指摘したい。

（１）海外情報の受容
（ⅰ）DRF による翻訳

ロチェスター大学の調査報告書や技
術文書等６編が翻訳され日本語で共有

され１０）、技術開発や国内の IR 運営確
立に多大の効果があった。

（ⅱ）我が国が主催する情報共有機会の創
出

DRF と NII/SPARC Japan 主催に
よりデジタルリポジトリ連合国際会議
２００９（DRFIC２００９）が 開 催 さ れ た
（２００９．１２）。８ヵ国１７４人の参加を得、
国際連携、アジア太平洋地域のオープ
ンアクセス、諸国の先進事例をテーマ
に議論と情報共有がなされた１１）。

（２）国内情報の発信
（ⅰ）国際会議等での発表

３件の国際会議において、日本から
ポスター、ショート、口頭で発表が８
件行われ、国内動向や DRF のコミュ
ニティ活動を始め、リポジトリのメタ
データスキーマ（junii２）や学協会著
作権ポリシーデータベース（SCPJ）
等の具体的な取組が世界に報告された。

（ⅱ）各機関との意見交換、協議
各国各機関にも、国内と同様の課題

を解決するためのプロジェクトが多く
ある。それらと国際的な連携をとるた
め、国内プロジェクトの情報発信との
意見交換、課題の共有がなされた。

（３）国際動向との同期
（ⅰ）DRIVER と DRF との協力覚書

（２００８．１１．２５）１２）

２００８．１０．１、DRIVER プロジェクト
のノルベルト・ロッソウ博士の来日を
機に、覚書（Memorandum of Under-
standing）が締結された。欧州の機関
リポジトリ及びオープンアクセス活動
プロジェクトが世界的に発展する過程
で、日本が参画する場を持つ緒となった。

（ⅱ）COAR 設立協力、参加（COAR 設
立：２００９．１０．２１）１３）

ヨーロッパ、アジア、北米の１７ヵ
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Berlin６ポスター会場
（２００８．１１．１１－１３）

DRIVER/DRF 協力覚書書類交換
（２００８．１１SPARC DR Meeting にて）

DRFIC２００９（２００９．１２．３）発表者および座長 COAR 発足式（２００９．１０．２１）

国、２８機関との協力により COAR が
設立された。日本からは DRF と NII
が 参 加 し、Deputy Chairperson に
DRF から北海道大学（当時）の杉田
茂樹氏が就任した。これにより、日本
の機関リポジトリ及びオープンアクセ
ス活動の国際的視認性をより高めてい
くためのチャネルが確保された。

また２００９．７には DRF 内に国際連携
ワーキンググループが設置され、
COAR 設立までの動きをフォローし、
時には日本からの提言、情報発信を
行った。

（ⅲ）Open Access Week（OAW）への
参加（２００９．１０．１９－２３）１４）

米 SPARC が主催する国際的なイベ
ント週間 OAW の活動をうけて、IR-
curesILL プロジェクトが中心となり、
各大学図書館で ILL 業務と連動して
研究者にオープンアクセスの周知、広
報活動が展開された。

第１期の CSI 事業で委託を受けた DRF 第１

期活動報告書は英訳されてホームページに掲
載され、そのことが JISC のメーリングリス
トに報告されると、各国から多くの反応が寄
せられた。我が国が開発したコンテンツ収集
メソッドは、他国にひけをとるものではな
い。潜在的関心も高い。しかしながら、この
ような国際的発信を行わない限り、日本の状
況は他国からは見えていない部分が多い。

この大きな問題を解決するために、今後、
（１）論文発表、関連諸会議への出展などを
通じ、CSI 事業成果のますますの発信につと
める必要がある。そのために、委託事業内に
おいて国際的成果発表を強力に支援すべきで
ある。

また、（２）前出の通り、動きの早い分野で
あり、国際動向、技術標準を常にフォローし
ていく必要がある。そのために、定期的な要
人招聘、国内コミュニティとの接点の増強
（国際会議の開催・招聘や、国際組織への参
画に対する財政的支援を含む）、海外技術文
献等の日本語化等に、タイムリーに機動的に
取り組むことが重要である。委託事業はそう
した大学の動きを支えていくべきである。
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４．人材育成
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前ページのとおり、機関リポジトリ構築に
関わる人材育成については体制が整いつつあ
る。この先、さらに機関リポジトリを基盤と
したオープンアクセスを進展させるためには
研究者、学協会とコミュニケーションをきち
んととることのできる人材の確保育成が望ま
れる。

大学全般に押し寄せる財政緊縮と人的資源
の減少は、非定型業務である CSI 構築事業
に厳しい状況をもたらす。従来からの大学図
書館業務とバランスをとった業務の展望を開
き、高い意欲を持つ動機づけが必要となろう。

現在、関連機関で行われている学術ポータ
ル担当者研修、大学図書館職員短期研修、大
学図書館職員長期研修、また委託事業として
行われている DRF の機関リポジトリ新任担
当者研修、機関リポジトリ中堅担当者研修講
習会、また SPARC Japan ワークショップ等
との連携をうまくとり、次の世代の発展を期
するものとしたい。

５．SPARC Japan との関連

５．１ SPARC Japan 事業開始の経緯
国際学術情報流通基盤整備事業（以下、

SPARC Japan）１５）は、日本の学協会等が刊行
する学術雑誌の電子ジャーナルを支援・強化
することによって、海外に流出する我が国の
優れた研究成果を我が国の研究者自身の手に
取り戻し、海外への研究成果発信の一層の普
及を推進することを目的として、平成１５
（２００３）年に国立情報学研究所が開始した事
業である。

学術論文を掲載する学術雑誌の流通につい
ては、北米においては１９８０年代から、我が国
においても１９９０年代には価格の高騰、大学図
書館での購読タイトル数の減少などが問題に
なった（シリアルズクライシス）。これに対
抗するため北米、ヨーロッパなどにおいては
大学図書館団体が呼びかけて、研究者による
学術雑誌刊行の支援を通して、価格高騰の問

題を解決する競争的市場を創出する取り組
み、科学技術・学術情報の一層効果的な流通
を図る試みが展開された。その顕著な例が、
米国における SPARC、ヨーロッパにおける
SPARC Europe である。近年、特に米国
SPARC では学術コミュニケーションの在り
方を変えていくため、オープンアクセスを実
現する一手段として、機関リポジトリやキャ
ンパス内出版に対する図書館の取組みを強力
に支援している。

我が国においては、価格高騰問題に加え、
日本の学協会等が刊行する英文論文誌の国際
競争力が不十分で、１９９０年代から世界的に進
展した学術雑誌の電子ジャーナル化について
も立ち遅れた状況であり、我が国における科
学技術・学術活動についての研究成果の正当
な評価が阻害されることが危惧された。
SPARC Japan は、これらの状況をふまえ、
大学図書館等の協力を得つつ、日本の学協会
等が刊行する電子化された英文論文誌の流通
の促進を図ることによって、学術情報流通の
国際的基盤の改善に積極的に寄与するととも
に、我が国における科学技術・学術研究成果
の一層の普及を推進することを目的として事
業展開を行うこととなった。

５．２ SPARC Japan の事業内容と成果
SPARC Japan は第１期として平成１５（２００３）

年度～平成１７（２００５）年度の３年間実施した
のち、第２期として平成１８（２００６）年度～平
成２０（２００８）年度の３年間実施した。第１期で
は、電子ジャーナル化や電子投稿査読システ
ムの導入支援、電子ジャーナル・パッケージ
UniBio Press の誕生、ProjectEuclid 等海外
関連プロジェクトへの参画などの成果をあげ
た。第２期では、電子ジャーナル刊行につい
ては引き続き本事業による後押しが必要とし
て、３年間を目安として本事業を継続し、第１
期で果たせなかった課題の解決を図りなが
ら、学会を超えた横断的な支援活動を行い、
自立した学会誌出版活動が醸成される環境の
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図Ⅴ－１ SPARC Japan との協働による学術コミュニケーション高度化総合推進プロジェクト

図Ⅴ－２ 平成２１年度 事業の実施体制

整備を目指した。第２期終了にあたって事業
継続に向けた検討を行った結果、①平成２１
（２００９）年度を評価の年としてインターバル
を置くこと、②第２期終了時には、パート
ナー誌を発行する学会は持続可能な学術雑誌
出版モデルを確立したとの評価に基づき、個
別学会誌に対する財政的支援は、第２期を
もって終了することとした。

５．３ SPARC Japan 第３期の基本方針
平成２２（２０１０）年度～平成２４（２０１２）年度

の３年間を第３期と位置づけることとした。第
３期に向けては、平成２０年度第２回SPARC
Japan 運営委員会において、「これまでの成
果を生かし、学術コミュニティの構成員、大

学図書館、研究者、学協会といったステイク
ホルダー全体を対象として、学術情報流通の
改善を推進する活動に移行していく」という
方向性が認められた（平成２１年３月１０日）。

第３期は、学術機関リポジトリ構築連携支
援事業（Institutional Repositories Program）
との緊密な連携を図り、総体として学術コ
ミュニケーションの高度化を図る総合的な推
進プロジェクトと位置付けることとなった
（図Ⅴ－１）。両事業の平成２１年度の実施体制
は図Ⅴ－２のとおりである。実務的には、
SPARC Japan の下の WG と、図書館連携作
業部会の下 IR と学術情報発信高度化に向け
た検討 WG が協働することとなった。
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５．４ SPARC Japan との協働内容と今後の
展開

平成２１年度は、学術コミュニケーションの
両端を担う学協会と図書館の相互理解を進め
ることを目標として、SPARC Japan 関係者
と WG３との懇談会、及び SPARC Japan セ
ミナー２０１０合同企画委員会（平成２２年２月１９
日）を開催した。

学協会と図書館は学会誌を発行し販売する
側とそれを購読する側という、ある種の対立
関係があるが、それだけではなく研究者によ
りよいサービスを提供するという同じ使命を
持ったパートナーであるという側面もある。
そこで、懇談会においては、学協会と図書館
の実質的連携を開始する第一歩として、両者
から以下の発表を行った。
・学協会からの発表「図書館と学会－連携の

未来を目指して」（日本動物学会事務局長
永井裕子）

・図書館からの発表「SCPJ プロジェクトの
目指すもの」（筑波大学附属図書館 斎藤
未夏）
また、平成２２年度の活動として、以下の２

点を行うことを確認した。
・SPARC Japan セミナーにおいて「お互い

を知るシリーズ」と銘打ったセミナーを行
う

・SCPJ を図書館と学協会の共同構築で更に
充実させる
これらの活動は、学会と図書館が日本型の

ビジネスモデルに裏打ちされた「オープンア
クセスを推進する車の両輪」として活動する
第一歩として、意義があった。また、今後の
更なる展開のためには、学会と図書館だけで
はなく、学術コミュニケーションの中心であ
る研究者を巻き込む工夫をする必要があるこ
とを確認した。
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附録：資料編
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３．関連する審議会報告書等

４．作業部会活動記録
４．１ 平成２０年度図書館連携作業部会
４．２ 平成２１年度図書館連携作業部会

５．委託事業に係る各種様式類

６．イベントカレンダー
６．１ 平成２０年度
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 機関リポジトリ上の情報資源の発見及びアクセス性の向上のための調
査研究開発

⑵プロジェクト名（英語） Access path to Institutional Resources（AIRway）

⑶英文略称 AIRway

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http：／／airway．lib．hokudai．ac．jp／index_ja．html

（英）http：／／airway．lib．hokudai．ac．jp／

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 北海道大学 国内産出文献のアクセス性向上のための調査・研
究補助

分担機関 九州大学 国内産出文献のアクセス性向上のための調査・研
究補助

連携機関 筑波大学 意見提供、技術協力

連携機関 千葉大学 意見提供、技術協力

連携機関 名古屋大学 意見提供、技術協力

連携機関 金沢大学 意見提供、技術協力

連携機関 京都大学 意見提供、技術協力

連携機関 大阪大学 意見提供、技術協力

連携機関 広島大学 意見提供、技術協力

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

機関リポジトリ上の文献の探索には、OAIster 等の検索エンジンを用いる方式や、MetaLib など
の統合検索サービスでターゲット設定する方法などがある。しかし、学術コンテンツの主たる利用
者である研究者にとっては、通常利用する文献データベースからは直接アクセスできないという難
点があった。

AIRway は、リンクリゾルバとの相互運用により、世界ではじめて、学術コンテンツ利用者を自
身の常用する一般的な文献データベースから、機関リポジトリに搭載されたオープンアクセス文献
へ導くことを可能とした。「文献 DB の検索結果文献にアクセスしようとしたが、電子ジャーナル
ライセンスを持っていない」というケースにおいて特に効力を発揮する。

AIRway の利便性向上と、対応リンクリゾルバ・対応機関リポジトリの拡充とは、表裏一体の関
係にある。本提案は、広報普及活動と次世代システム開発により、ここに正の相乗効果を作用さ
せ、その飛躍的普及と電子的学術文献流通の改善・発展を目指すものである。

２．領域２：各プロジェクトの概要
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 機関リポジトリコミュニティの活性化

⑵プロジェクト名（英語） Digital Repository Federation

⑶英文略称 DRF

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://drf.lib.hokudai.ac.jp/

（英）http://drf.lib.hokudai.ac.jp/drf/index.php?
Digital Repository Federation（in English）

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 北海道大学

・ウェブサイト運営、メーリングリスト運営、デ
ジタルリポジトリ連合参加組織対応

・機関リポジトリ上の情報資源の発見及びアクセ
ス性の向上のための調査研究開発

・機関リポジトリへの登録が学術文献流通に対し
て及ぼす効果についての定量的解析のための文
献蓄積及びデータ整理

連携機関 小樽商科大学
・学術情報資源共有のための図書館間文献デリバ

リーサービスを機関リポジトリ構築によって代
替するための教員・図書館連携方式の開発

連携機関 筑波大学 ・オープン・アクセスとセルフ・アーカイビング
に関する著作権マネジメント・プロジェクト

分担機関 千葉大学

・国際連携
・eScience 基盤構築のためのデータ・キュレー

ション機能拡充の実証実験
・機関リポジトリ評価のための基盤構築
・ユーザ・コミュニティ構築による持続可能なシ

ステム改善の枠組の形成

連携機関 早稲田大学 ・リポジトリと電子出版の連携モデルを確立する
ための実験開発

分担機関 金沢大学 ・将来像の検討
・研究者情報システム連携プログラム

分担機関 大阪大学 ・ワークショップ開催、課題間情報共有
連携機関 広島大学 ・共同リポジトリ：モデルの構築と普及

平成２１年度は、東京工業大学、東京外国語大学、一橋大学、首都大学東京、慶應義塾大学が連携機関（担当：国際会議実施補助）として参加、広島大学を分担機関に変更。

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

各機関における機関リポジトリ運営に資することを目的とし、以下の活動を通じて国内の機関リ
ポジトリコミュニティの活性化を推進する。
（１）機関リポジトリ構築及びオープンアクセス思潮に係る情報共有・意見交換

・メーリングリストの運営、ウェブサイト（Wiki）の運営
・集合イベント（全国ワークショップ、地域ワークショップ、国際会議等）の実施

（２）機関リポジトリ構築及びオープンアクセス思潮に係る課題解決のための調査・研究
・「１．基礎情報」の担当機関の主な担当内容に沿った各調査・研究の実施

（３）機関リポジトリ構築及びオープンアクセス思潮に係る国際連携の推進
・国際会議等における、我が国の機関リポジトリ関連活動にかかる情報発信
・海外文献の日本語化、海外基盤組織との関係強化を通じた、国際的動向の国内普及

（４）将来のコミュニティの持続性確保のための検討及び連絡調整、立案
・NII 学術ポータル担当者研修への協力等を通じた人材育成補助
・各地の関連会議への後援等を通じた、機関リポジトリコミュニティの強化促進
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 機関リポジトリへの登録が学術文献流通に対して及ぼす効果について
の定量的解析のための文献蓄積及びデータ整理

⑵プロジェクト名（英語） Zoological Science meets Institutional Repositories

⑶英文略称 Zoological Science meets Institutional Repositories

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://drf.lib.hokudai.ac.jp/drf/index.php?Zoological
％２０Science％２０meets％２０Institutional％２０Repositories

（英）同上

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 北海道大学 文献登録・ログデータ等の整理

分担機関 京都大学 文献登録・ログデータ等の整理

連携機関
（平成２１年～） 筑波大学 文献登録・ログデータ等の整理

連携機関 千葉大学 意見提供・技術協力

連携機関 金沢大学 意見提供・技術協力

連携機関 大阪大学 意見提供・技術協力

連携機関 広島大学 意見提供・技術協力

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

土屋ら（２００６）は、「オープンアクセスは被引用回数を増加させるという通説に対してより精緻
化された調査」などの具体的な調査研究の必要性を指摘している。本提案は、北海道大学・京都大
学が連携して行う、機関リポジトリに限定的に着目した文献引用向上効果に関する調査・研究のた
めの、文献蓄積及びデータ整理を行うものである。

機関リポジトリが研究活動とその成果の視認性向上において十分な効果を持つことを実証できれ
ば、各研究者にとっての文献公開への重要な誘因となり、国内各大学・研究機関による機関リポジ
トリ設置の意義を保証しうるものと考えられる。また、「オープンアクセスは被引用回数を増加さ
せるという通説」に対し、本研究は、以下の諸点により、より細緻な分析を試みるものである。
（１）機関リポジトリに限定的に着目
（２）利用記録の加味
（３）電子ジャーナル利用記録の加味

これにより、オープンアクセスにおける機関リポジトリのパフォーマンス評価につながるものと
考えている。

土屋俊（２００６）．平成１６年度～平成１８年度科学研究費補助金「電子情報環境下における大学図書館機能の再検討」
研究成果報告書
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 学術情報資源共有のための図書館間文献デリバリーサービスを機関リ
ポジトリ構築によって代替するための教員・図書館連携方式の開発

⑵プロジェクト名（英語）
Development of Faculty-Library Cooperation Method to Replace the
Interlibrary Document Delivery for Sharing Academic Information
Resource by Institutional Repositories

⑶英文略称 IR cures ILL

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://drf.lib.hokudai.ac.jp/drf/index.php?IRcuresILL

（英）http://drf.lib.hokudai.ac.jp/drf/index.php?IRcuresILL％２０（in％２０English）

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 小樽商科大学 IR と ILL の連携に係る調査研究

連携機関 北海道大学 IR と ILL の連携に係る調査研究補助

連携機関 千葉大学 意見提供及び技術協力

連携機関 大阪大学 意見提供及び技術協力

連携機関 金沢大学 意見提供及び技術協力

連携機関 広島大学 意見提供及び技術協力（平成２１年度～）

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

IR（Institutional Repository（機関リポジトリ））と ILDD（Interlibrary Document Delivery
（大学図書館間の文献コピーサービス））は、ともに、研究者の研究活動推進をサポートする図書
館活動である。研究者を IR は著者の立場から、ILDD は読者の立場から支える違いはあるとして
も、遠隔利用者への文献供給サービスとして本来的に等価の活動であると考える。

そこで、本研究は、現在、乖離して進められている両活動について、コスト削減が求められる昨
今の学術機関において両事業の運営を効率的に持続しつつ融合し、長期的視点から見た総合的な文
献供給パフォーマンスを向上していくことを目標とするものである。

具体的には、NACSIS-ILL データの分析等から ILDD の現状の傾向を把握するとともに、IR 担
当者および ILL 担当者への意識喚起と意見聴取、海外の文献供給サービスの事例研究を行う。こ
れらを IR 活動にどう組み入れるかを検討し、IR と ILL 活動の相互補完的／相互運用的業務モデル
を提案したい。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） オープン・アクセスとセルフ・アーカイビングに関する著作権マネジ
メント・プロジェクト（SCPJ プロジェクト２）

⑵プロジェクト名（英語） Copyright policy management on open access and self-archiving

⑶英文略称 SCPJ project２

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://www.tulips.tsukuba.ac.jp/scpj/

（英）http://www.tulips.tsukuba.ac.jp/scpj/welcome-e.html

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 筑波大学 ポータルサイト構築、国際連携活動

連携機関 北海道大学 意見提供、技術協力、国際連携活動

連携機関 千葉大学 学協会へのプロモーション活動、国際連携活動

連携機関 東京工業大学 学協会への調査活動、国際連携活動

連携機関 金沢大学 意見提供、技術協力、国際連携活動

連携機関 神戸大学 学協会への調査活動、国際連携活動

連携機関 大阪大学 意見提供、技術協力、国際連携活動

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

機関リポジトリへの学術論文の登録を促進することを目的として、国内学協会等の出版物で発表
された学術論文を機関リポジトリに掲載する際に必要な著作権処理に関して、学協会の機関リポジ
トリに対する論文掲載許諾状況について調査を行い、「学協会著作権ポリシーデータベース」を作
成・維持して公開するとともに、機関リポジトリへのコンテンツ収載許諾を得るため、学協会等に
対し啓蒙・プロモーション活動を行う。

平成２０年度は、平成１９年度の活動を継続・拡張し、学協会に対する著作権ポリシー調査を継続し
て実施し、新たに得られたポリシー情報によるデータベースの更新により、より正確でタイムリー
な情報の発信を行った。また、学協会関係者に対し本プロジェクトに関するチラシを作成・配付す
る等、学協会及び出版社関係者に対して働きかけを行った。さらに、本プロジェクトと同じ目的を
持つ海外組織との国際的な連携の足掛かりとして、Berlin ６ Open Access Conference においてポ
スター発表を、また SPARC Digital Repositories Meeting ２００８ においてスライド発表を行うなど
して本プロジェクトの活動状況の国外発信に努めるととともに、当該組織関係者等と情報共有・意
見交換を行った。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） つくばサイエンスリポジトリ（TSR：Tsukuba Science Repository）
におけるコンテンツの構造化と利用価値の向上

⑵プロジェクト名（英語） Structuralization of Tsukuba Science Repository（TSR：Tsukuba Sci-
ence Repository）for value improvement

⑶英文略称 TSR project

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://www.tulips.tsukuba.ac.jp/TSR/

（英）http://www.tulips.tsukuba.ac.jp/TSR/index.php?
Tsukuba％２０Science％２０Repository％２０Pilot％２０Project

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 筑波大学 サーバ構築・システム開発・連絡調整

連携機関 筑波技術大学 意見提供・データ提供

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

コンテンツの集積効果と構造化（コンテンツ間の関連付け、ネットワーク化、再構成等）によっ
て、これまでの検索エンジンや機関リポジトリ本体での発見以外の検索・発見パスを構築し、従来
の学術情報流通サイクル以外での利用の可能性（産業での活用、学校教育、一般への PR 等）を視
野に入れた機関リポジトリの利用価値向上のための実証的な研究を、筑波研究学園都市リポジト
リ、「つくばサイエンスリポジトリ」（TSR：Tsukuba Science Repository）の構築を通じて行う。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 機関リポジトリ評価のための基盤構築

⑵プロジェクト名（英語） Standardization of usage statistics for IR evaluation

⑶英文略称 なし

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://www.ll.chiba-u.ac.jp/̃joho/CSI/standardization.html

（英）http://www.ll.chiba-u.ac.jp/̃joho/CSI/standardization（e）.html

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 千葉大学
総括、アプリケーション開発、インタフェース設
計、実証実験の実施・調整、ワーキンググルー
プ・研究グループの設置・連絡調整

連携機関 東北大学 COUNTER についての動向調査

連携機関 金沢大学 実証実験の実施・調整

連携機関 北海道大学 意見提供、技術協力

連携機関 大阪大学 意見提供、技術協力

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

機関リポジトリの評価をリポジトリ構築機関が自主的に行えるようにすると同時に、相互に比較
可能とするための基盤を構築する。特にアウトプット評価に関して、連携機関と協力し、千葉大学
に設置するサーバ上にアクセスログの処理系を構築し、コンテンツのダウンロード回数などの数値
を、一定の基準に従って処理された評価指標として各機関が簡便に得ることができるような環境を
創出し、実証実験を行う。また機関リポジトリ評価の国際的な動向をふまえ、複数の機関リポジト
リにまたがるアウトプット評価を実現するために求められる機関リポジトリシステムの要件につい
て検討し、それに基づいてわが国における機関リポジトリ構築のためのガイドラインを策定する。

この目的に沿って、COUNTER に準拠したアクセスログのフィルタリング、メタデータの取り
込み、分析結果の出力を一体化した、機関リポジトリアウトプット評価システム ROAT（Reposi-
tory Output Assessment Tool）の β版を開発し、複数の大学の協力を得て実証実験を行った。今
後実証実験を踏まえて ROAT の問題点の解決、機能強化を図るとともに、評価の観点から機関リ
ポジトリ構築のためのガイドライン策定に向けた検討を行う予定である。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） e-Science 基盤構築のためのデータ・キュレーション機能拡充の実証
実験

⑵プロジェクト名（英語） In vivo experiment of data curation for repository-based e-Science

⑶英文略称 なし

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://www.ll.chiba-u.ac.jp/̃joho/CSI/e-Science.html

（英）http://www.ll.chiba-u.ac.jp/̃joho/CSI/e-Science（e）.html

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 千葉大学
e-Science の基盤構築として異種・大規模データ
のハンドリングならびにコミュニティ創発による
リポジトリ運用の活性化

連携機関 金沢大学 画像データの研究・教育への活用

連携機関 九州大学 研究コミュニティ創発支援手法としての SNS の
評価

連携機関 北海道大学 意見提供、技術協力

連携機関 大阪大学 意見提供、技術協力

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

ネットワーク技術の発達によって、従来、紙に印刷されて流通していた学術情報が電子的に流通
するようになったのに伴い、学術情報は短時間かつ広範囲に流通するようになっただけではなく、
今では音声や動画も容易に流通させることができ、学術情報の全世界的共有が進んでいる。

しかし、音声や画像・動画の検索は、今でも主として文字情報に頼っており、どのような検索
キーを付与するかは重要な問題である。

本プロジェクトでは、実証実験としてコンテンツの作成者側と利用者側のそれぞれの立場から、
e-Science データ（主として千葉大学リモートセンシング研究センターの衛星画像）へ試行的にメ
タデータを付与できる環境を用意し、そのメタデータの評価をとおして、異種データの格納が可能
なユーザコミュニティの需要に応えるメタデータ形式の検討を行い、人類の知的生産物の管理ツー
ルとして機関リポジトリが位置づけられることをめざす。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） ユーザ・コミュニティ構築による持続可能なシステム改善の枠組の形
成

⑵プロジェクト名（英語） Framework for sustainable upgrading of repositories by way of crea-
tion of a user community

⑶英文略称 なし

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://www.ll.chiba-u.ac.jp/̃joho/CSI/improvement.html

（英）http://www.ll.chiba-u.ac.jp/̃joho/CSI/improvement（e）.html

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 千葉大学 プロジェクト管理全般（事務局）

連携機関 大阪大学 プロジェクト企画検討

連携機関 広島大学 プロジェクト企画検討

連携機関 島根大学 プロジェクト企画検討

連携機関 香川大学 プロジェクト企画検討

※平成２０年度、大阪大学、広島大学、島根大学は分担機関としていたが、経費を有効に活用するため千葉大学に集中させ、平成２１年度は各機関とも分担機関とする。

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

「機関リポジトリ・デモサイト」を構築し、未設置機関が試験的かつ手軽に機関リポジトリを体
験できる場を設けると同時に、デモサイトで提供する機関リポジトリのソフトウェア等について、
メーリングリストや SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）などの情報交換の場を設
け、そこで構築されたユーザ・コミュニティにより、持続的に今後の機関リポジトリに必要と思わ
れるシステムの要件などについての検討を行う。

また、北海道大学が主担当機関である「機関リポジトリコミュニティの活性化」プロジェクトの
参加機関を中心に構成される、デジタルリポジトリ連合（Digital Repository Federation）と連携
し、ややもすると内容が高度化し、リポジトリ未設置機関や新規設置機関への対応が困難になりつ
つある DRF の補佐的な活動を併せて行う。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 教育系サブジェクトリポジトリとしての展開

⑵プロジェクト名（英語） Development of Education Subject Repository

⑶英文略称 なし

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）https://library.u-gakugei.ac.jp/edu-rp/

（英）なし

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 東京学芸大学 教育系サブジェクトリポジトリシステム開発、メ
タデータ記述指針取りまとめ

連携機関

連携機関

連携機関

連携機関

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

国立教育系大学等の機関リポジトリに蓄積された教育研究成果等のうち、教育に関する成果等の
メタデータを選択的に収集し、それらの成果等を教育分野独自の項目から検索可能とするサイトを
構築する。国立教育系大学等の協力を得て、教育分野独自の主題情報メタデータ記述指針の作成、
それに基づいた各機関でのメタデータ記述、本学サイトでの自動収集の実現と検索インターフェイ
スの検討、統計機能を実装しての利用状況評価等を行う。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 研究者情報システム連携プログラム

⑵プロジェクト名（英語） MaiIdentity Program

⑶英文略称 Maiidentity

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://www.lib.kanazawa-u.ac.jp/kura/maiidentity/

（英）http://www.lib.kanazawa-u.ac.jp/kura/maiidentity/

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 金沢大学 研究・開発、ワークショップ企画

連携機関 早稲田大学 研究・開発補助

連携機関 九州大学 研究・開発補助

連携機関 信州大学 ワークショップ開催補助

連携機関
千葉大学・長崎大
学・帯 広 畜 産 大
学・静岡大学

ワークショップ開催補助

連携機関 北海道大学 情報提供、研修会協力

連携機関 大阪大学 情報提供、研修会協力

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

CSI 事業第１期に実施した「業績データベース・機関リポジトリ（IR）連携プロジェクト」の後
継事業として、以下の３点を目的として行うプロジェクト。
①国立情報学研究所の関連部署と情報共有をしながら、教員同定キーによる IR と各種研究者情報

システムとの連携機能を実装すること
②第１期開発ツールを用いた IR 登録関連業務の検証を行い、その不十分な点を補填する簡易連携

ツールの開発を行うこと。
③以上の情報について他館と情報を共有すること。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 機関リポジトリ推進のための視認度評価分析システムの開発

⑵プロジェクト名（英語） Research Visibility Analysis System Project

⑶英文略称 なし

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://rvas.shinshu-u.ac.jp/

（英）http://rvas.shinshu-u.ac.jp/

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 信州大学 システム開発全般

連携機関 埼玉大学 仕様策定・テスト運用への協力

連携機関 慶應義塾大学 仕様策定・テスト運用への協力

連携機関

連携機関

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

研究者や機関の視認度について、機関リポジトリを活用した新たな指標も含めて、複数の指標を
一度に閲覧できるシステムを構築します。研究者が自分の業績の視認度を確認して研究戦略を検討
したり、研究機関が自機関の状況を把握し評価したりするために、大いに役立つシステムとなりま
す。開発するシステムは、多様な機関リポジトリ・研究者総覧のシステムと組み合わせて使用でき
るものとし、オープンソースによる提供を目指します。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 学術機関リポジトリをプラットフォームとする電子出版システムの開
発

⑵プロジェクト名（英語） Developing an Electronic Publishing System based on the platform
of Institutional Repositories

⑶英文略称 EPSIR

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://info.nul.nagoya-u.ac.jp/pubwiki/index.php?EPSIR

（英）http://info.nul.nagoya-u.ac.jp/pubwiki/index.php?EPSIR_en

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 名古屋大学 プロジェクト統括、システム開発、実証実験

連携機関 九州大学 システム検証、評価

連携機関

連携機関

連携機関

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

電子ジャーナルを刊行するための投稿・査読・編集機能を備えた電子出版システムを、学術機関
リポジトリ群をプラットフォームとして構築する。そのことにより、国内で発表される学術コンテ
ンツが自ずと学術機関リポジトリに蓄積・公開される仕組みをつくる。

具体的には、学術機関リポジトリとして DSpace、電子出版システムとして Open Journal Sys-
tems（OJS）を使用してプロトタイプ版を開発している。また、名古屋大学附属図書館に編集事務
局がある『名古屋大学附属図書館研究年報』により適用可能性を検討している。

導入が容易な電子出版システムをめざしており、完成し利用が広がれば次の効果も期待できる。
・電子出版が普及し、審査期間の短縮や雑誌の視認性向上などのメリットにより学術情報流通が活

性化する。
・ネットワークを前提とする研究ワークフローが完成され、研究の効率が高まる。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 学術機関リポジトリのためのシステム連携用ツールの開発

⑵プロジェクト名（英語） Developing Intersystem Tools for Institutional Repositories

⑶英文略称 ITIR

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://info.nul.nagoya-u.ac.jp/pubwiki/index.php?ITIR

（英）http://info.nul.nagoya-u.ac.jp/pubwiki/index.php?ITIR_en

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 名古屋大学 プロジェクト統括、システム開発

連携機関 岐阜大学 テスト利用、システム評価

連携機関

連携機関

連携機関

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

学術機関リポジトリの構築・運営、特に異なるシステムとの連携にあたって必要となる、データ
変換ツールと著者名解決ツールを提供する。

データ変換ツールは、これまでに開発したメタデータ変換等の機能をもつツールを、誰もが容易
に Web 上で利用できるようにすることを目指している。

著者名解決ツールは、すでに本学においてリポジトリと他のシステムとを著者名を介して連携さ
せるサービスとして利用しているが、その運用状況に基づき、検索の精緻化やリンク方法の簡素化
等の改善を行う。データ変換ツールを活用したデータ更新用 API も開発する。

さらに両者は統一的な枠組みをもったデータ処理タスクであるため、今後は両者を統合した汎用
ツール化をめざしている。

また、これらのツールを他機関でも容易に導入できるよう、ドキュメントとソースを公開する。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 遺跡資料リポジトリの構築：中国５県域から広域連携へ

⑵プロジェクト名（英語） Repository of Archaeological Reports

⑶英文略称 RAR

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）遺跡資料リポジトリ

（英）http://rarcom.lib.shimane-u.ac.jp/xoops/html/

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 島根大学 総括及び島根県域遺跡資料リポジトリ対応

分担機関 鳥取大学 鳥取県域の遺跡資料リポジトリの構築

分担機関 岡山大学 岡山県域の遺跡資料リポジトリの構築

分担機関 広島大学 広島県域の遺跡資料リポジトリの構築

分担機関 山口大学 山口県域の遺跡資料リポジトリの構築

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

日本国内で調査、発行される遺跡調査報告書は夥しい数に上るが、印刷形態が中心であり少部数
発行の非売品のため流通範囲も限られる。各図書館や資料館等でも整理作業の負荷や増加し続ける
収納スペースに苦慮している。本プロジェクトでは、機関リポジトリで研究成果公開に実績のある
各大学が、各県域の自治体担当部署と連携・協力しながら、リポジトリ仕様（OAI-PMH）により
統合検索システムで電子版調査報告書の相互利用体制を構築し、研究・調査資料としての利活用や
貴重な文化遺産記録の公開を推進する。

本プロジェクトの事業内容は、各県域の国立大学に遺跡資料リポジトリサーバを設置し、それぞ
れの県域をカバー範囲として、遺跡資料のメタデータと電子ファイルを網羅的に収集・保存し、公
開支援を行う。本プロジェクトでは、特に、新規に発行される調査報告書について、冊子／電子版
の同時作成とリポジトリへの登録及び公開をサポートするシステムを提供することで、アーカイブ
を効果的に推進する。また、既刊の遺跡資料については、対象数が多く予算上の制約もあるため、
各自治体と協力しつつ可能な範囲で遡及入力を行いシステムに蓄積する。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 共同リポジトリ：モデルの構築と普及

⑵プロジェクト名（英語） Shared Repositories Project

⑶英文略称 ShaRe

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://www.lib.hiroshima-u.ac.jp/share/share.html

（英）

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 広島大学 総括・研修会主催・システム開発

分担機関
（H２１から連携機関に変更） 岡山大学 システム開発・情報提供・研修会協力

連携機関 広島工業大学 システム開発・情報提供・研修会協力

連携機関 山形大学 情報提供・研修会協力

連携機関 埼玉大学 情報提供・研修会協力

連携機関 長崎国際大学 情報提供・研修会協力

連携機関 北海道大学 情報提供・研修会協力

連携機関 千葉大学 情報提供・研修会協力

連携機関 金沢大学 情報提供・研修会協力

連携機関 大阪大学 情報提供・研修会協力

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

現在、日本で運用されている機関リポジトリは、予算や人的資源の豊富な比較的大・中規模機関
が数多くを占めているが、今後、日本で生産される学術情報を網羅的に発信するためには、中小規
模の学術機関でも機関リポジトリを構築し、運用することでオープンアクセスの裾野を広げること
が最も大きな課題である。中小規模の機関では、費用や労力をシェアできる共同リポジトリが機関
リポジトリの構築・運用にとって有効な手段の１つであることは、先行例からも明らかである。本
プロジェクトは、共同リポジトリのシステムと運用モデルの改善・構築、および担当者育成を行う
ことで、複合的な視点から共同リポジトリの構築・運用を支援し、共同リポジトリを全国規模で普
及させることで、日本国内でのオープンアクセスの推進に寄与することを目的とする。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 研究者コミュニティが機関リポジトリに深く関わるための入出力活性
化

⑵プロジェクト名（英語） Input/Output Activation for Research Communities to be Involved
with Institutional Repositories

⑶英文略称 なし

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://rd.lib.kyushu-u.ac.jp/projects/show/csicommu

（英）

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 九州大学 調査研究、システム開発及び運用管理統括

連携機関 佐賀大学 調査研究、運用管理及び意見提供

連携機関 千葉大学 調査研究、技術協力及び意見提供

連携機関

連携機関

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

本事業では、研究者が日常生活において機関リポジトリに深く関わるための環境を構築する。機
関リポジトリへの登録と閲覧という入出力の両方を飛躍的に活性化するために、以下の３点の事業
を実施する。
１．コンテンツ生産支援システム連携

学術会議支援システムや共同編集システムなど、研究者コミュニティがコンテンツを生産する
ためのシステムを機関リポジトリと統合し、研究者がコンテンツを機関リポジトリに自然に登録
できるようにする。

２．ブラウズ型統合検索技術の開発
任意の Web ページに対して機関リポジトリの関連コンテンツを提示し、研究者が無意識に機

関リポジトリを検索できる技術を開発する。
３．学術会議支援システムの運用試験

前記１と目的を共有する。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 持続可能な機関リポジトリのための人材進化構造

⑵プロジェクト名（英語） Human Resource Development for Sustainable Institutional Reposito-
ries

⑶英文略称 なし

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://rd.lib.kyushu-u.ac.jp/projects/show/csipeople

（英）

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 九州大学 調査研究、システム開発、広報

連携機関 佐賀大学 調査研究、システム開発補助、広報

連携機関 長崎大学 調査研究、システム開発補助、広報

連携機関 熊本大学 調査研究、システム開発補助、広報

連携機関 宮崎大学 調査研究、システム開発補助、広報

連携機関 別府大学 調査研究、システム開発補助、広報

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

本事業は、各機関のリポジトリ実務担当者が講習を通して Web システムの開発に関する基礎知
識を習得するとともに、機関相互の連携体制を強化することを主目的とする。講習会開催にあた
り、連携機関あるいは図書館職員に限らず広く参加者を募ることにより、機関リポジトリの継続的
な運用と開発の礎となる人材の発掘となり、新たな人的ネットワークの形成にもつながる。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 双方向型医学系サブジェクトリポジトリ技術基盤の形成

⑵プロジェクト名（英語） The development of an open access and bi-directional repository for
medical science.

⑶英文略称 なし

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）https://infonavi.sapmed.ac.jp/ir/

（英）

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 札幌医科大学

連携機関

連携機関

連携機関

連携機関

連携機関

連携機関

連携機関

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

本プロジェクトは、国内で産出された医学・保健医療学分野の研究成果論文を効果的に発信する
ための医学系サブジェクトリポジトリの構築を目的とし、国内医科系機関リポジトリのハーベス
ティングによる検索環境の整備と外部文献検索データベースとのシームレスな連動の２つの技術基
盤の形成を行う。具体的な整備、開発項目は次のとおりである。

・医学系サブジェクトリポジトリは、Ex Libris 社メタサーチ・システム「MetaLib（メタリブ）」
をプラットフォームとする。

・医学系サブジェクトリポジトリ収録データは、国内医科系機関リポジトリを対象とし、OAI-
PMH を使用したハーベスティングにより整備する。

・「AIRway プロジェクト」など先行するリンクリゾルバシステムとの相互補完関係の形成を目
的とし、Ex Libris 社リンキングリゾルバ「SFX」を活用したオリジナル・データ（原論文な
ど）への誘導技術を確立する。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） 「XooNIps を基盤とした新しいリポジトリシステムへの取組」

⑵プロジェクト名（英語） 「Initiative for XooNIps-based new repository system」

⑶英文略称 なし

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://xoonips-library.sourceforge.jp/project/

（英）http://xoonips-library.sourceforge.jp/project_e/

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 慶應義塾大学 Library モジュール開発、連携機関サポート、実
証実験など

分担機関 別府大学 アーカイブ教育、XooNIps Windows 版活用事例

分担機関 活水女子大学 XooNIps 版活用事例、九州地区リポジトリ推進

連携機関 近畿大学 普及：インストールと活用の事例とりまとめ

連携機関 札幌医科大学 電子リソースとの連携の可能性

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

機関リポジトリの構築・運用が恒例化するにつれ大学図書館だけではなく、研究機関や公立図書
館、教育の場からも新しい機関リポジトリシステム展開の要求が強まってきている。
１．すぐにオープンアクセスにできないコンテンツでも、多様な認証によってアクセスを制限する
ことで、可能な範囲で公開を進めながら、オープンアクセスへ移行していく要求

２．電子だけの出版物（ボーンデジタル）となった場合の正本を保証していく、デジタルオブジェ
クトを認証する要求

３．多様なデジタルリソースと連携していくことのできる機能とリッチなメタデータを搭載する要望
４．大量データが蓄積された場合のユーザインターフェースと性能
５．大学全体のデジタルコンテンツを特定可能な URI（Handle、permanent link）でコントロール
する重要性、複数の DB を統合できる柔軟な URI の要求

６．簡単にリポジトリシステムを立ち上げ運用を開始できる要求（Windows 版）
これらの要求に XooNIps を基盤とした新しいシステムで応えることを目指し、分担・連携活動、

XooNIps 研究会等コミュニティ形成を行いながら、新しいリポジトリシステムへの挑戦を進める。
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項 目

⑴プロジェクト名（日本語） リポジトリと電子出版の連携モデルを確立するための実験開発

⑵プロジェクト名（英語） Editing and Publishing System

⑶英文略称 ePubs

⑷プロジェクトホームページ
URL（日本語・英語）

（日）http://www.wul.waseda.ac.jp/ir/epubs/２００８.html

（英）

⑸担当機関※ 機関名 主な担当内容

主担当機関 早稲田大学 モジュール開発計画立案、プログラムの作成、実
装準備、『蔦』の発行

連携機関 京都大学 OJS の翻訳作業、マニュアルの翻訳作業、応用哲
学会の新雑誌準備

連携機関 広島大学 OJS の評価・検証（平成２０年度のみ）

連携機関 長崎大学 OJS とリポジトリ連携の実証実験

連携機関 佐賀大学 OJS とリポジトリ連携の実証実験

連携機関

連携機関

連携機関

⑹プロジェクト全体の概要（４００字程度）

前年度までの委託事業では、学内出版物等のリポジトリへの登録をより円滑に進めるため、電子
出版（編集査読）システム Open Journal Systems（以下、OJS）の日本語化と、OJS コンテンツと
リポジトリとの連携システムの開発を行った。今年度のプロジェクトは、OJS に冊子体への印刷機
能を付加するものである。具体的なメリットは以下のとおり。
・普及活動の中で、OJS 普及の阻害要因は印刷機能がないことだとわかった（雑誌記事索引等に収

録されない懸念があるため）。印刷機能を付加することで、OJS ユーザーを拡大し、リポジトリ
収録の推進をはかることができる。

・雑誌によっては、全収録論文をリポジトリに登録し公開することができない場合がある。今回の
システムでは、OJS で電子出版上の公開・非公開、リポジトリへの登録・非登録を制御しながら
も、冊子体としては完全版を印刷することができ、従来のリポジトリを使った出版物で多く見ら
れた、公開が許可された論文だけの「抜き刷り」状態を防ぐことができる。
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３．関連する審議会報告書等

・大学図書館における電子図書館的機能の充実・強化について（建議）
平成８年７月２９日 学術審議会
http://wwwsoc.nii.ac.jp/anul/j/documents/mext/kengi.html

・学術情報の流通基盤の充実について（審議のまとめ）
平成１４年３月１２日 科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 情報科学技術委員会・デ
ジタル研究情報基盤ワーキング・グループ
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu２/toushin/０２０４０１．htm

・学術情報発信に向けた大学図書館機能の改善について（報告書）
平成１５年３月１７日 文部科学省研究振興局情報課
http://wwwsoc.nii.ac.jp/anul/j/documents/mext/kaizen.pdf

・電子図書館の新たな潮流
２００３年５月２９日 国立大学図書館協議会 図書館高度情報化特別委員会ワーキンググループ
http://wwwsoc.nii.ac.jp/anul/j/publications/reports／７４．pdf

・電子図書館の高次化に向けて―学術情報デジタル化時代の大学図書館の新たな役割―（デジタ
ルコンテンツ・プロジェクト中間報告書）
２００５年６月 国立大学図書館協会 学術情報委員会 デジタルコンテンツ・プロジェクト
http://wwwsoc.nii.ac.jp/anul/j/projects/si/dc_chukan_hokoku.pdf

・学術情報基盤の今後のあり方について（報告）
平成１８年３月２３日 科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会・学術情報基盤作
業部会
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu４/toushin/０６０４１０１５．htm

・電子図書館機能の高次化に向けて：２―学術情報デジタル化時代の大学図書館の取り組み―（デ
ジタルコンテンツ・プロジェクト第２次中間報告書）
２００６年６月 国立大学図書館協会 学術情報委員会 デジタルコンテンツ・プロジェクト
http://wwwsoc.nii.ac.jp/anul/j/projects/si/dc_chukan_hokoku_２．pdf

・大学図書館機能の高次化に向けて：３―学術情報デジタル化時代の大学図書館―（デジタルコ
ンテンツ・プロジェクト最終報告書）
２００７年１０月 国立大学図書館協会 学術情報委員会 デジタルコンテンツ・プロジェクト
http://wwwsoc.nii.ac.jp/anul/j/projects/si/dc_lastreport.pdf
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・大学図書館の整備及び学術情報流通の在り方について（審議のまとめ）
２００９年７月３１日 科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術情報基盤作業
部会
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu４/toushin/１２８２９８７．htm

・大学学図書館の整備について（審議のまとめ）―変革する大学にあって求められる大学図書館
像―
２０１０年１２月１日 科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術情報基盤作業
部会
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu４/toushin/１３０１６０２．htm
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名前

行木 孝夫

加藤 信哉

逸村 裕

宇陀 則彦

荒井 幸代

竹内 比呂也

山本 和雄

青木 利根男

横田 治夫

内島 秀樹

三根 慎二

木下 聡

池田 大輔

佐藤 義則

中元 誠

寺井 仁

村上 泰子

渡邊 隆弘

根岸 正光

安達 淳

大山 敬三

山地 一禎

早瀬 均

所属・役職

北海道大学大学院理学研究院数学部門助教

東北大学附属図書館総務課長

筑波大学大学院図書館情報メディア研究科教授

筑波大学大学院図書館情報メディア研究科准教授

千葉大学大学院工学研究科准教授

千葉大学文学部教授

東京大学附属図書館総務課専門員

東京学芸大学学術情報部長

東京工業大学学術国際情報センター教授

金沢大学情報部情報企画課長

名古屋大学附属図書館研究開発室専任助教

京都大学附属図書館情報管理課長

九州大学大学院システム情報科学研究院准教授

東北学院大学文学部教授

早稲田大学図書館事務副部長兼総務課長

東京電機大学情報環境学部助教

関西大学文学部准教授

帝塚山学院大学人間文化学部准教授

国立情報学研究所教授

国立情報学研究所学術基盤推進部長

国立情報学研究所教授

国立情報学研究所准教授

国立情報学研究所学術基盤推進部次長

備考

主査

４．作業部会活動記録

４．１ 平成２０年度図書館連携作業部会
（１）委員名簿
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（２）開催状況
平成２０年度第１回：平成２０年６月１３日（金）

１．平成２０年度の図書館連携作業部会の活動方針について
２．学術機関リポジトリ構築連携支援事業 平成２０－２１年度委託事業選考について
３．学術機関リポジトリ構築連携支援事業（第１期）の評価について
４．「次世代目録所在情報サービスの在り方について（最終報告）」の作成について

平成２０年度第２回：平成２０年１０月３日（金）
１．総合目録データベース遡及入力事業平成２１年度公募要項について
２．学術機関リポジトリ構築連携支援事業第１期報告書について
３．今後の学術コンテンツ基盤の方向性について

平成２０年度第３回：平成２１年２月１７日（火）
１．学術機関リポジトリ構築連携支援事業第１期報告書について
２．学術機関リポジトリ構築連携支援事業平成２０－２１年度事業について
３．総合目録データベース遡及入力事業平成２１年度採択について
４．「次世代目録所在情報サービスの在り方について（最終報告）」について
５．今後の学術コンテンツ基盤の方向性について
６．NACSIS-CAT 登録１億件突破記念講演会の開催結果について
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名前

行木 孝夫

加藤 信哉

逸村 裕

宇陀 則彦

荒井 幸代

竹内 比呂也

尾城 孝一

横田 治夫

内島 秀樹

三根 慎二

木下 聡

池田 大輔

佐藤 義則

中元 誠

寺井 仁

村上 泰子

渡邊 隆弘

根岸 正光

安達 淳

大山 敬三

山地 一禎

青木 利根男

所属・役職

北海道大学大学院理学研究院数学部門助教

東北大学附属図書館総務課長

筑波大学大学院図書館情報メディア研究科教授

筑波大学大学院図書館情報メディア研究科准教授

千葉大学大学院工学研究科准教授

千葉大学文学部教授

東京大学附属図書館情報管理課長

東京工業大学学術国際情報センター教授

金沢大学情報部情報企画課長

名古屋大学附属図書館研究開発室専任助教

京都大学附属図書館情報総務課長

九州大学大学院システム情報科学研究院准教授

東北学院大学文学部教授

早稲田大学図書館事務部長

東京電機大学情報環境学部助教

関西大学文学部教授

帝塚山学院大学人間科学部准教授

国立情報学研究所教授

国立情報学研究所学術基盤推進部長

国立情報学研究所教授

国立情報学研究所准教授

国立情報学研究所学術基盤推進部次長

備考

副主査

副主査

主査

４．２ 平成２１年度図書館連携作業部会
（１）委員名簿
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（２）開催状況
平成２１年度第１回：平成２１年５月２５日（月）

１．平成２１年度の図書館連携作業部会の活動方針について
２．第３期次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業

総合目録データベース遡及入力事業について
３．学術機関リポジトリ構築連携支援事業

平成２０－２１年度委託事業の評価と選考について
４．機関リポジトリコスト分析について

平成２１年度第２回：平成２１年７月１０日（金）
１．第１回学術コンテンツ運営・連携本部について
２．第３期次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業

総合目録データベース遡及入力事業について
３．各 WG の活動について

平成２１年度第３回：平成２１年１０月２７日（火）
１．各 WG の進捗状況について
２．平成２２年度総合目録データベース遡及入力事業について
３．第３期 CSI の方針について

平成２１年度第４回：平成２２年３月３日（水）
１．平成２２年度事業計画について
２．各 WG の進捗状況について
３．平成２２年度総合目録データベース遡及入力事業について
４．学術機関リポジトリ構築連携支援事業（第３期）について

－３１－



次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業

学術機関リポジトリ構築連携支援事業

平成２０－２１年度委託事業（領域１）提案書

平成２０年１月

国立情報学研究所

５．委託事業に係る各種様式類

－３２－



様式１

次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業

学術機関リポジトリ構築連携支援事業

平成２０－２１年度委託事業（領域１）提案書

平成２０年 月 日

学術コンテンツ運営・連携本部 御中

（名称）

（申請者） 印

別紙のとおり、次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業 学術機関リポジトリ構築連携
支援事業 平成２０－２１年度委託事業（領域１）を提案いたします。

領域１ 様式１

－３３－



機 関 名

所 在 地

代 表 者 職名： 氏名：

○業務責任者

職名： 氏名：

TEL： FAX：

E-mail：

責 任 者

○事務責任者

職名： 氏名：

TEL： FAX：

E-mail：

○記入者

職名： 氏名：

TEL： FAX：

E-mail：

様式２．申請機関・事業概要・リポジトリ概要 機関名

１．申請機関

領域１ 様式２

－３４－



事業の目的

・本事業で達成する目標、成果を箇条書きで記述してください。

年次計画：平成２０年度

・実施する事業内容を分かり易く説明してください。事業内容と「様式３．必要経費」

との関係性を、本委託事業申請額と自己調達資金を区別し、分かり易く説明してくだ

さい。

・特にレコード作成単価の妥当性について分かり易く説明してください。

・コンテンツ構築の力点があれば、明記してください。

２．事業概要 機関名

領域１ 様式２

－３５－



年次計画：平成２０年度（続き）

自己調達資金（予定）：平成２０年度

・自己資金調達予定があれば記述してください。金額を裏付ける資料があれば添付して

ください。

・学内予算：

・外部資金：

機関名

領域１ 様式２

－３６－



年次計画：平成２１年度

自己調達資金（予定）：平成２１年度

・自己資金調達予定があれば記述してください。金額を裏付ける資料があれば添付して

ください。

・学内予算：

・外部資金：

機関名

領域１ 様式２

－３７－



３．事業終了後の運用計画（平成２２年度以降）． 機関名

・本事業終了後の持続的かつ自立的な機関リポジトリ運用計画を具体的に記述して
ください。

・特に経費や人員をどのように維持するかについての展望と、継続的なコンテンツ
収集策の見通しについて記述してください。

・教員 DB との関係や方針などについて記述してください。

領域１ 様式２

－３８－



業務内容 係名等 FTE※

コンテンツ

システム

広報

その他（ ）

※FTE：full time equivalent の略。専従換算（FTE 換算）値。

有 ・ 無

・有の場合、連携活動の内容をできるだけ詳細に記述してください。

４．実施体制 機関名

（１）実務体制（事業開始時）

（２）教員との連携

（３）機関全体の実施体制を、図を用いて説明してください。（システム運用体制含
む）

・システム運用体制は機関内教職員、外部委託等の分担を明確に記述してくださ
い。

領域１ 様式２

－３９－



名 称

公開 URL （予定）

BaseURL （予定）

試験公開日 年 月 日（予定）

一般公開日 年 月 日（予定）

NII からのハー
ベスト開始

年 月 日（予定）

※既に公開・ハーベスト開始済みの場合は公開日・ハーベスト開始日を記入してください。

５．機関リポジトリ 機関名

（１）システム概要

・システムの構成および機関内外のシステムとの連携について図示してください。

領域１ 様式２

－４０－



平成１７年度 平成１８年度
（領域１）

平成１８年度
（領域２）

平成１９年度
（領域１）

平成１９年度
（領域２）

導入済 ・ 未導入

（２）運用準備状況 機関名

・次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業委託事業受託経験（該当するものに○印
をつけてください。）

・機関リポジトリの運営に必要な設備・ソフトウェアの導入状況

・これまでの機関リポジトリ構築、運用に関する準備状況を記述してください。

・機関内での機関リポジトリに関するワーキンググループの設置や会議の開催状
況、機関内外での広報活動等について記述してください。

・DRF 参加状況（ex. 参加機関である、メーリングリストのみ参加）や学術ポー
タル担当者研修応募・受講状況（ex. H１９年度応募、H１９年度受講）も記述して
ください。

領域１ 様式２

－４１－



運営費（千円） 設備費（千円） 人件費（千円） 合 計（千円）

平成２０年度 ０

平成２１年度 ０

（平成２０年度自己調達資金） ０

（平成２１年度自己調達資金） ０

合 計（自己調達資金込） ０ ０ ０ ０

年度 品 名・仕 様
（数量×単価）（設置機関） 金 額 学内予算等

自己調達資金

２０

合 計 ０ ０

２１

合 計 ０ ０

様式３．必要経費 機関名
（１）総経費

（２）運営費
運営費の明細（金額単位：千円）

領域１ 様式３

－４２－



年度 品 名・仕 様
（数量×単価）（設置機関） 金 額 学内予算等

自己調達資金

２０

合 計 ０ ０

２１

合 計 ０ ０

年度 品 名・仕 様
（数量×単価）（設置機関） 金 額 学内予算等

自己調達資金

２０

研究職員

事務職員

人件費付帯経費

合 計 ０

２１

研究職員

事務職員

人件費付帯経費

合 計 ０

（３）設備費 機関名
設備費の明細（金額単位：千円）

（４）人件費
人件費の明細（金額単位：千円）

領域１ 様式３

－４３－



ボーンデジタル 出版段階から電子化されている学術資料を機関リポジトリに搭載することを言います。
印刷物の電子化（遡及入力） 紙媒体で出版されてきた学術資料をスキャン等の手段によって電子化して機関リポジト

リコンテンツとすることを言います。
既存システムからの移行 電子図書館等既存システムに登録されていた学術資料を機関リポジトリに搭載すること

を言います。（CiNii からダウンロードし、機関リポジトリに登録したコンテンツも既存
システムからの移行分となります。）

H２０機関内生産数 平成２０年度に機関内で生産される知的生産物（論文等）の数（見込み）を言います。
H２０捕捉率（％） 平成２０年度の機関リポジトリ収録予定数（見込み）／平成２０年度の機関内生産数（見込

み） ＊ １００
１レコードあたりの作成単価 平成２０年度のコンテンツ作成費用（見込み）／平成２０年度の機関リポジトリ収録予定数

（見込み）

分 類
ボーンデジタル 印刷物の電子化

（遡及入力）
既存システム
からの移行 計 H２０

機関内
生産数

H２０
捕捉率
（％）

１レコード
あたりの
作成単価本文 メタ 本文 メタ 本文 メタ 本文 メタ

学術雑誌論文（海外） ０ ０
学術雑誌論文（国内） ０ ０
学位論文 ０ ０
研究成果報告書 ０ ０
紀要論文 ０ ０
会議発表論文 ０ ０
会議発表用資料 ０ ０
図書・図書の章 ０ ０
テクニカルレポート、
ワーキングペーパー ０ ０

一般雑誌記事 ０ ０
プレプリント ０ ０
教材 ０ ０
データ・データベース ０ ０
ソフトウェア ０ ０
その他（ ） ０ ０

合 計 ０ ０

広報資料 ０ ０
貴重資料 ０ ０
学位論文要旨 ０ ０
その他メタデータのみのデータ
（ ） ０ ０

合 計 ０ ０

備考欄：
・コンテンツ作成上、力点を置いていること
・コンテンツ作成単価の考え方
・コンテンツ種別に関する特記事項 などを簡潔に記入してください（様式２の事業概要の「年次計画」にも記入欄があ

ります）

様式４．コンテンツ構築数 機関名

１．コンテンツ構築対象
機関リポジトリに収録されるメタデータ（書誌データ等の２次情報）の数とメタデータからリンクされるコンテンツ本体

の数を記入してください。
コンテンツ本体は、機関リポジトリに収録されたもの、もしくは自機関内の組織が責任を持って運用する他のサーバに収

録されたものに限ります。
また時間的及び地域的制約を加えずに無条件に公開するメタデータ及びコンテンツ本体の数のみ記入してください。
科学研究費等、外部資金による報告書は、研究報告書の欄に記入してください。
分類にないコンテンツについては、その他の欄に記入してください。

（１）平成２０年度

は必須記入項目です。

委託事業対象収録数

委託事業対象外収録数

領域１ 様式４

－４４－



ボーンデジタル 出版段階から電子化されている学術資料を機関リポジトリに搭載することを言います。
印刷物の電子化（遡及入力） 紙媒体で出版されてきた学術資料をスキャン等の手段によって電子化して機関リポジト

リコンテンツとすることを言います。
既存システムからの移行 電子図書館等既存システムに登録されていた学術資料を機関リポジトリに搭載すること

を言います。（CiNii からダウンロードし、機関リポジトリに登録したコンテンツも既存
システムからの移行分となります。）

H２１機関内生産数 平成２１年度に機関内で生産される知的生産物（論文等）の数（見込み）を言います。
H２１捕捉率（％） 平成２１年度の機関リポジトリ収録予定数（見込み）／平成２１年度の機関内生産数（見込

み） ＊ １００
１レコードあたりの作成単価 平成２１年度のコンテンツ作成費用（見込み）／平成２１年度の機関リポジトリ収録予定数

（見込み）

分 類
ボーンデジタル 印刷物の電子化

（遡及入力）
既存システム
からの移行 計 H２１

機関内
生産数

H２１
捕捉率
（％）

１レコード
あたりの
作成単価本文 メタ 本文 メタ 本文 メタ 本文 メタ

学術雑誌論文（海外） ０ ０
学術雑誌論文（国内） ０ ０
学位論文 ０ ０
研究成果報告書 ０ ０
紀要論文 ０ ０
会議発表論文 ０ ０
会議発表用資料 ０ ０
図書・図書の章 ０ ０
テクニカルレポート、
ワーキングペーパー ０ ０

一般雑誌記事 ０ ０
プレプリント ０ ０
教材 ０ ０
データ・データベース ０ ０
ソフトウェア ０ ０
その他（ ） ０ ０

合 計 ０ ０

広報資料 ０ ０
貴重資料 ０ ０
学位論文要旨 ０ ０
その他メタデータのみのデータ
（ ） ０ ０

合 計 ０ ０

備考欄：
・コンテンツ作成上、力点を置いていること
・コンテンツ作成単価の考え方
・コンテンツ種別に関する特記事項 などを簡潔に記入してください（様式２の事業概要の「年次計画」にも記入欄があ

ります）

（２）平成２１年度

は必須記入項目です。

委託事業対象収録数

委託事業対象外収録数

領域１ 様式４

－４５－



分 類
計

本文 メタ
学術雑誌論文（海外） ０ ０
学術雑誌論文（国内） ０ ０
学位論文 ０ ０
研究成果報告書 ０ ０
紀要論文 ０ ０
会議発表論文 ０ ０
会議発表用資料 ０ ０
図書・図書の章 ０ ０
テクニカルレポート、
ワーキングペーパー ０ ０

一般雑誌記事 ０ ０
プレプリント ０ ０
教材 ０ ０
データ・データベース ０ ０
ソフトウェア ０ ０
その他（ ） ０ ０

合 計 ０ ０
広報資料 ０ ０
貴重資料 ０ ０
学位論文要旨 ０ ０
その他メタデータのみのデータ
（ ） ０ ０

合 計 ０ ０

備考欄：
・コンテンツ作成上、力点を置いていること
・コンテンツ種別に関する特記事項 などがあれば簡潔に記入してください。

（３）既存のコンテンツ
※既に機関リポジトリを運営している機関のみ記入してください。

は必須記入項目です。

収録数

領域１ 様式４

－４６－



次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業

学術機関リポジトリ構築連携支援事業

平成２０－２１年度委託事業（領域２）提案書

平成２０年１月

国立情報学研究所

－４７－



様式１

次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業

学術機関リポジトリ構築連携支援事業

平成２０－２１年度委託事業（領域２）提案書

平成２０年 月 日

学術コンテンツ運営・連携本部 御中

（名 称）

（申請者） 印

別紙のとおり、次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業 学術機関リポジトリ構築連携
支援事業 平成２０－２１年度委託事業（領域２）を提案いたします。

領域２ 様式１

－４８－



事 業 名

機 関 名

所 在 地

代 表 者 職名： 氏名：

○業務責任者

職名： 氏名：

TEL： FAX：

E-mail：

責 任 者

○事務責任者

職名： 氏名：

TEL： FAX：

E-mail：

○記入者

職名： 氏名：

TEL： FAX：

E-mail：

様式２．申請機関・実施体制・事業概要・提案の特徴と効果
事業名

代表機関名

１．申請機関

領域２ 様式２

－４９－



他機関との共同提案 共同提案 ・ 単独提案

担当機関 機関名 主な担当内容

代表機関

分担・連携

分担・連携

分担・連携

分担・連携

※代表機関、分担機関、連携機関については、公募要項「２．２．３．応募方法」を参照してください。

有 ・ 無

・有の場合、連携活動の内容をできるだけ詳細に記述してください。

２．実務体制
事業名

代表機関名

（１）実務体制

（２）教員との連携

領域２ 様式２

－５０－



事業の目的

・本事業で達成する目標、成果を箇条書きで記述してください。

年次計画：平成２０年度

・実施する事業内容を分かり易く説明してください。事業内容と「様式３．必要経費」と

の関連性を、本委託事業申請額と自己調達資金を区別し、分かり易く説明してくださ

い。

３．事業概要
事業名

代表機関名

領域２ 様式２

－５１－



自己調達資金（予定）：平成２０年度

・自己資金調達予定があれば記述してください。金額を裏付ける資料があれば添付して

ください。

・学内予算：

・外部資金：

年次計画：平成２１年度

自己調達資金（予定）：平成２１年度

・自己資金調達予定があれば記述してください。金額を裏付ける資料があれば添付して

ください。

・学内予算：

・外部資金：

事業名
代表機関名

領域２ 様式２

－５２－



提案の特徴・優位性

・提案の特徴、優位性について具体的に記述してください。

期待される波及効果

・期待される効果、特に事業実施機関以外への波及効果について、具体的に記述してく

ださい。

４．提案の特徴と効果
事業名

代表機関名

領域２ 様式２

－５３－



運営費（千円） 設備費（千円） 人件費（千円） 合 計（千円）

平成２０年度 ０

平成２１年度 ０

（平成２０年度自己調達資金）

（平成２１年度自己調達資金） ０

合 計（自己調達資金込） ０ ０ ０ ０

年度 品 名・仕 様
（数量×単価）（設置機関） 金 額 学内予算等

自己調達資金

２０

合 計 ０ ０

２１

合 計 ０ ０

様式３．必要経費

事業名
代表機関名
記入機関名

（１）総経費

（２）運営費
運営費の明細（金額単位：千円）

領域２ 様式３
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年度 品 名・仕 様
（数量×単価）（設置機関） 金 額 学内予算等

自己調達資金

２０

合 計 ０ ０

２１

合 計 ０ ０

年度 品 名・仕 様
（数量×単価）（設置機関） 金 額 学内予算等

自己調達資金

２０

研究職員

事務職員

人件費付帯経費

合 計 ０ ０

２１

研究職員

事務職員

人件費付帯経費

合 計 ０ ０

（３）設備費

事業名
代表機関名
記入機関名

設備費の明細（金額単位：千円）

（４）人件費
人件費の明細（金額単位：千円）

領域２ 様式３
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平成２０年２月２６日
図書館連携作業部会

次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業 学術機関リポジトリ構築連携支援事業
平成２０－２１年度委託事業 選考要項

国立情報学研究所では、コンテンツ関連事業の成果を継承、拡充させ、次世代学術コン
テンツ基盤の整備に資するために、各機関における機関リポジトリの構築とその連携を支
援するための委託事業を行う。

提案書の選考は、この選考要項により行うものとする。

Ⅰ．選考方針
次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業 学術機関リポジトリ構築連携支援事業 平成

２０－２１年度委託事業提案書（以下、提案書という）は、公募要項に記述されている以下の
点に留意して審査する。

１．領域１
以下のいずれかの点を満たす提案であること。

① 学術機関からの情報発信力を強化し、各機関における教育研究活動の可視性を高
めることによって、社会的説明責任を果たすことを目的とし、学術機関の独自性を
生かした機関リポジトリの構築・運用を推進する提案。

② 機関リポジトリを構築済の場合は、コンテンツの拡充を目指す提案。

留意点
・単独機関の機関リポジトリだけでなく、複数機関の共同リポジトリも含まれる。
・委託事業の対象となるコンテンツのうち、重点コンテンツ（学位論文、科学研究費

補助金・COE・特色 GP などの助成金による研究成果報告書（付随する発表論文や
研究データ等を含む）、テクニカルレポート、紀要論文など）を蓄積することに重
点を置く提案を優先して採択する。

・図書館等が所蔵する貴重書や特殊コレクションなどの資料や広報資料、及び論文書
誌、学位論文の題目や要旨、シラバスのように研究教育活動の成果物本体を伴わな
いメタデータのみのコンテンツに関しては、本委託事業の対象外とする。ただし、
対象外コンテンツの機関リポジトリ搭載を妨げるものではない。

・機関リポジトリの運営に必要な設備やソフトウェアを現有していない機関につい
て、コンテンツ構築を伴わない、設備やソフトウェアの導入のみの提案は採択対象
としない。

・平成１９年度までの委託対象外の機関からの提案には特に配慮する。
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２．領域２
以下のいずれかの点を満たす提案であること。

① 複数の機関リポジトリの連携などにより、新たな付加価値を創出するサービスを
構築するための提案。

② 機関リポジトリの利便性向上に貢献する波及効果の高い調査・研究・開発プロ
ジェクトの提案。

今回の公募では、以下のようなテーマの提案が想定されている。それ以外の提案があっ
た場合には審議する。

・発信力強化のための技術（付加価値ポータルサービスの開発、機関リポジトリの利便
性や可視性の向上に資するシステム開発、電子出版、メタデータの調査・研究等）

・複数のリポジトリの連携（分野別リポジトリとの連携、他の機関リポジトリとの連携）
・機関リポジトリの持続性の確保や価値の向上に関する研究（経済モデル、運用モデル、

学内他システムとの連携モデル、長期保存等）
・e サイエンスと機関リポジトリの連携の可能性についての調査・研究

なお、以下のいずれかの点に該当する提案は原則として採択しない。採択する場合は、
特に委託事業全体の目的と整合性に留意する。

① 公募対象外である（１）機関リポジトリコミュニティの活性化、（２）国内学協会等
の著作権ポリシー共有・公開プロジェクトに類似するプロジェクトの提案。

② コンテンツ作成そのものが主目的の提案。ただし、調査・研究・開発と一体不可分
なコンテンツ作成は認められる。

③ 事業実施機関以外への波及効果が期待できない提案。

複数の類似する提案の応募があり、かつ共同事業として委託する方が大きな効果が見込
める場合には、審査委員の審議結果を踏まえて共同提案となるように国立情報学研究所が
調整する。

Ⅱ．選考方法
１．担当委員による書面審査

図書館連携作業部会委員の中から提案機関との利害関係を有する委員を可能な限り除外
しつつ、事務局から担当委員に依頼する。１つの提案書を３名の担当委員で審査する。

各担当委員は、別途定めるところの「評価基準」に基づいて選考審査を実施し、「評価
記入票」に評点を付与する。審査の過程で必要に応じ、事務局を通じて提案内容について
各機関に照会できるものとする。

「評価記入票」は事務局が準備する評価結果一覧表と合わせて図書館連携作業部会に選
考資料として提示する。
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２．図書館連携作業部会における合議審査及び採否の決定
担当委員の書面審査結果と事務局による評価結果一覧表をもとに、評点及び総合評点の

正当性、公平性を合議により吟味する。また、必要に応じて機関に対してヒアリングを実
施し、提案内容について各機関に照会できるものとする。

選定後、応募大学へ採否の結果を通知する。採択の場合には委託額を通知する。また、
必要に応じてコメントを付加する。不採択の場合は理由を付加する。

３．学術コンテンツ運営・連携本部における承認
学術コンテンツ運営・連携本部では、図書館連携作業部会の採択提案リストを合議によ

り承認する。審議過程において適時、図書館連携作業部会主査に説明を求めることができ
る。

Ⅲ．その他
１．開示・公開等

①担当委員での書面審査、図書館連携作業部会の選定、合議の経過は、非公開とする。
②採択提案の決議後、ホームページへの掲載等により、結果を公開する。

２．経費の査定
経費の査定は計画の内容に配慮し、採択提案決定後に国立情報学研究所が行う。
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平成２０年２月２６日
図書館連携作業部会

次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業 学術機関リポジトリ構築連携支援事業
平成２０－２１年度委託事業 評価基準

次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業 学術機関リポジトリ構築連携支援事業 平成
２０－２１年度委託事業の選考における担当委員による書面審査に際しては、各担当委員はこ
の評価基準に基づいて行うものとする。

１．各担当委員は、「２．領域１：評価項目」、「３．領域１：選考に当たっての着目点」、「４．
領域２：評価項目」、「５．領域２：選考に当たっての着目点」に留意して評点を付与する。

評点は５段階評価とし評価の高い順に５、４、３、２、１をつけるものとする。
また総合評価として、評価の高い順に５、４、３、２、１をつけるものとする。
必要に応じて、各評価項目と総合評価にコメントをつける。

２．領域１：評価項目
（１）提案書様式２：提案や事業計画の企画性、合理性

①事業の目的・成果
②年次計画・自己調達資金（平成２０年度、平成２１年度）
③事業終了後の運用計画（平成２２年度以降）
④実施体制
⑤機関リポジトリシステム概要・運用準備状況

（２）提案書様式３：経費の合理性

（３）提案書様式４：構築されるコンテンツ

３．領域１：選考に当たっての着目点
（１）提案書様式２：提案や事業計画の企画性、合理性

①事業の目的・成果
・事業の目的・成果は委託事業全体の目的に適っているか。
・事業計画の目標は明確に設定されているか。
・事業計画の成果は明確に設定されているか。
・事業計画は機関リポジトリ導入段階の現状に照らして妥当なものか。

②年次計画・自己調達資金（平成２０年度、平成２１年度）
・実施計画は明確に設定されているか。
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・実施する事業内容と経費（自己調達資金含む）の関連性は妥当なものであるか。
・共同リポジトリの場合、担当内容は明確なものであるか。
・自己調達資金が適切に措置されているか。【適切であれば加点対象】

③事業終了後の運用計画（平成２２年度以降）
・委託事業終了後の計画は安定的かつ継続的な内容となっているか。
・特に自己調達資金などによる経費や人員の維持について具体的な展望はあるか。

④実施体制
・全学的な実施体制となっているか。
・他機関と連携する場合の各機関の役割分担は明確であるか。
・教員との具体的連携があるか。【具体的であれば加点対象】
・システム運用体制について学内、外部委託等との役割分担は明確かつ合理的であ

るか。
⑤機関リポジトリシステム概要・運用準備状況

・システム構成及び学内外システムとの連携は具体的なものであるか。
・運用準備状況は導入段階の現状に照らして妥当なものか。

（2）提案書様式3：経費の合理性
・申請された経費は妥当であり、有効に使用されることが見込まれるか。
・国内旅費が支出予定である場合、自己調達資金で支出予定であるか。
・設備費が支出予定である場合、自己調達資金で支出予定であるか。

（3）提案書様式4：構築されるコンテンツ
・備考欄の記述内容も参照する。
・重点コンテンツの蓄積が意図されたものであるか。

・学位論文
・研究成果報告書（付随する発表論文や研究データ等関連コンテンツを含む）
・テクニカルレポート・ワーキングペーパー
・紀要論文

・重点コンテンツのうち、捕捉率が高いものがあるか。
・重点コンテンツ以外の委託対象コンテンツでも、備考欄に研究成果報告書関連コン

テンツである旨が記載されている場合には、重点コンテンツとみなす。
・コンテンツ作成経費は作成方法に照らして妥当か。
・メタデータのみのコンテンツ数の割合は低いか。
・将来にわたってボーンデジタルコンテンツの搭載が見込まれるか。【見込まれれば

加点】
・委託事業対象外コンテンツの収録数は参考情報とする。なお、本委託事業はこのよ

うなコンテンツについて、各機関による搭載を妨げるものではない。
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4．領域2：評価項目
（１）提案書様式２：申請機関・実施体制・事業概要・提案の特徴と効果

①実施体制
②事業の目的・成果
③年次計画・自己調達資金（平成２０年度、平成２１年度）
④提案の特徴と効果

（２）提案書様式３：経費の合理性

５．領域２：選考に当たっての着目点
（１）提案書様式２：申請機関・実施体制・事業概要・提案の特徴と効果

①実施体制
・他機関との共同提案の場合、各機関の役割分担は明確であるか。
・教員との具体的連携があるか。【具体的であれば加点対象】

②事業の目的・成果
・事業の目的・成果は委託事業全体の目的に適っているか。
・事業計画の目標は明確に設定されているか。
・事業計画の成果は明確に設定されているか。
・付加価値サービス関連の提案の場合、「機関リポジトリを利用」した「新たな」

付加価値を創出するサービスを構築するものであるか。
・機関リポジトリの利便性向上を狙う提案の場合、今後の学術情報流通システム全

体における機関リポジトリの価値を向上させるものであるか。
③年次計画・自己調達資金（平成２０年度、平成２１年度）

・実施計画は年次ごとに具体的であり、明確に設定されているか。
・実施する事業内容と経費（自己調達資金含む）の関連性は妥当なものであるか。
・事業の有効性の観点から委託事業終了後の継続性への配慮が必要な提案の場合、

持続性確保の展望は明確か。
・自己調達資金が適切に措置されているか。【適切であれば加点対象】

④提案の特徴と効果
・提案の特徴・優位性は具体的であり、機関リポジトリの価値向上の観点に照らし

て優れているか。
・波及効果は高いか。

（２）提案書様式３：経費の合理性
・申請された経費は妥当であり、有効に使用されることが見込まれるか。
・代表機関と分担機関がある場合、経費の切り分けは妥当か。
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日程 イベント名称 会場
１． 平成２０年６月１２日（木）

～平成２０年６月１３日（金）
平成１９年度 CSI 委託事業報告交流会（コン
テンツ系）

学術総合センター

２． 平成２０年６月１３日（金） 平成２０年度第１回図書館連携作業部会 国立情報学研究所
３． 平成２０年７月２３日（水）

～平成２０年７月２５日（金）
平成２０年度学術ポータル担当者研修 名古屋大学

４． 平成２０年７月３１日（木） 平成２０年度図書館連携作業部会第１回 IRWG 国立情報学研究所
５． 平成２０年８月２７日（水）

～平成２０年８月２９日（金）
平成２０年度学術ポータル担当者研修 国立情報学研究所

６． 平成２０年９月１０日（水）
～平成２０年９月１１日（木）

平成２０年度図書館連携作業部会 IRGW 軽井
沢合宿

国立情報学研究所
軽井沢セミナーハ
ウス

７． 平成２０年９月１２日（金） 平成２０年度図書館連携作業部会第２回 IRWG 国立情報学研究所
８． 平成２０年１０月３日（金） 平成２０年度第２回図書館連携作業部会 国立情報学研究所
９． 平成２１年２月２日（月） 平成２０年度図書館連携作業部会第３回 IRWG 国立情報学研究所
１０． 平成２１年２月１７日（火） 平成２０年度第３回図書館連携作業部会 国立情報学研究所

日程 イベント名称 会場
１． 平成２１年５月２５日（月） 平成２１年度第１回図書館連携作業部会 国立情報学研究所
２． 平成２１年７月９日（木）

～平成２１年７月１０日（金）
平成２０年度 CSI 委託事業報告交流会（コン
テンツ系）

学術総合センター

３． 平成２１年７月１０日（金） 平成２１年度第２回図書館連携作業部会 国立情報学研究所
４． 平成２０年８月５日（水）

～平成２０年８月７日（金）
平成２１年度学術ポータル担当者研修 名古屋大学

５． 平成２１年９月９日（水）
～平成２１年９月１１日（金）

平成２１年度学術ポータル担当者研修 国立情報学研究所

６． 平成２１年１０月２７日（火） 平成２１年度第３回図書館連携作業部会 国立情報学研究所
７． 平成２２年３月３日（水） 平成２１年度第４回図書館連携作業部会 国立情報学研究所

６．イベントカレンダー

６．１ 平成２０年度

６．２ 平成２１年度
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語

英
語

説
明

１
エ

ン
バ

ー
ゴ

Em
ba

rg
o

本
文

コ
ン

テ
ン

ツ
の

公
開

を
あ

る
一

定
期

間
禁

止
す

る
、

出
版

社
と

の
取

り
決

め
。

学
術

論
文

な
ど

を
リ

ポ
ジ

ト
リ

に
登

録
す

る
際

に
、

出
版

社
側

の
条

件
と

し
て

付
け

ら
れ

る
。

２
オ

ー
バ

ー
レ

イ
ジ

ャ
ー

ナ
ル

O
ve

rla
y
Jo

ur
na

l
リ

ポ
ジ

ト
リ

（
ア

ー
カ

イ
ブ

）
に

格
納

し
た

論
文

コ
ン

テ
ン

ツ
へ

の
リ

ン
ク

を
提

供
す

る
形

態
の

雑
誌

。
３

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

O
pe

n
A
cc

es
s

学
術

情
報

等
が

、
誰

も
が

無
料

で
閲

覧
可

能
な

状
態

で
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

上
に

流
通

し
て

い
る

こ
と

。
４

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

誌
O
pe

n
A
cc

es
s
Jo

ur
na

l
誰

も
が

無
料

で
閲

覧
可

能
な

状
態

で
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

上
に

流
通

し
て

い
る

雑
誌

。
５

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
In

st
itu

tio
na

lr
ep

os
ito

ry
大

学
と

そ
の

構
成

員
が

創
造

し
た

デ
ジ

タ
ル

資
料

の
管

理
や

発
信

を
行

う
た

め
に

、
大

学
が

そ
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
構

成
員

に
提

供
す

る
一

連
の

サ
ー

ビ
ス

。
６

業
績

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

大
学

等
が

所
属

研
究

者
等

の
教

育
・

研
究

業
績

情
報

を
集

積
し

公
開

し
て

い
る

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

。
７

共
同

リ
ポ

ジ
ト

リ
Sh

ar
ed

re
po

sit
or

y
複

数
機

関
で

生
産

さ
れ

た
教

育
研

究
成

果
等

を
一

つ
の

サ
ー

バ
に

蓄
積

・
保

存
す

る
リ

ポ
ジ

ト
リ

。
各

機
関

で
単

独
の

リ
ポ

ジ
ト

リ
を

構
築

す
る

よ
り

も
費

用
が

抑
え

ら
れ

、
構

築
・

運
用

に
関

す
る

技
術

・
ノ

ウ
ハ

ウ
を

共
有

で
き

る
と

い
う

メ
リ

ッ
ト

が
あ

る
。

８
グ

リ
ー

ン
ジ

ャ
ー

ナ
ル

Gr
ee

n
jo
ur

na
l

査
読

前
／

査
読

後
の

い
ず

れ
で

も
（

あ
る

い
は

両
方

と
も

）
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

に
登

録
可

と
す

る
方

針
の

ジ
ャ

ー
ナ

ル
。

呼
称

は
、

SH
ER

PA
/R

oM
EO

又
は

SC
PJ

で
の

色
分

類
に

基
づ

い
て

い
る

。
９

ク
リ

エ
イ

テ
ィ

ブ
コ

モ
ン

ズ
Cr

ea
tiv

e
Co

m
m
on

s
著

作
権

の
ラ

イ
セ

ン
ス

方
法

の
一

つ
。

著
者

自
ら

が
、

第
三

者
が

自
由

に
利

用
で

き
る

範
囲

等
を

明
示

す
る

こ
と

で
、

著
作

物
の

円
滑

な
流

通
・

利
活

用
を

促
す

試
み

。
１０

ク
ロ

ー
ル

Cr
aw

l
Go

og
le

等
の

検
索

サ
イ

ト
が

、
W

eb
ペ

ー
ジ

を
収

集
す

る
方

法
。

自
動

収
集

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

ロ
ボ

ッ
ト

と
い

う
）

が
、

リ
ン

ク
を

た
ど

り
な

が
ら

W
eb

ペ
ー

ジ
収

集
し

て
い

く
。

ク
ロ

ー
ル

さ
れ

た
く

な
い

場
合

は
、

ウ
ェ

ブ
サ

ー
バ

に
ro

-
bo

t.t
xt

を
設

定
す

れ
ば

よ
い

。
１１

ク
ロ

ス
ウ

ォ
ー

ク
Cr

os
sw

al
k

デ
ー

タ
プ

ロ
バ

イ
ダ

側
の

メ
タ

デ
ー

タ
を

、
サ

ー
ビ

ス
プ

ロ
バ

イ
ダ

の
定

め
た

記
述

規
則

に
変

換
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

。
１２

国
際

学
術

情
報

流
通

基
盤

整
備

事
業

SP
A
RC

JA
PA

N
国

立
情

報
学

研
究

所
が

事
務

局
と

な
り

、
日

本
の

学
協

会
等

が
刊

行
す

る
学

術
雑

誌
の

電
子

ジ
ャ

ー
ナ

ル
を

支
援

・
強

化
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

海
外

に
流

出
す

る
我

が
国

の
優

れ
た

研
究

成
果

を
我

が
国

の
研

究
者

自
身

の
手

に
取

り
戻

し
、

海
外

へ
の

研
究

成
果

発
信

の
一

層
の

普
及

を
推

進
す

る
事

業
。

北
米

、
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

な
ど

に
お

い
て

は
、

大
学

図
書

館
団

体
が

呼
び

か
け

て
、

研
究

者
に

よ
る

学
術

雑
誌

刊
行

の
電

子
化

支
援

を
通

し
て

、
価

格
高

騰
の

問
題

を
解

決
す

る
競

争
的

市
場

を
創

出
す

る
取

り
組

み
が

展
開

さ
れ

て
き

た
。

そ
の

成
果

と
し

て
、

米
国

に
お

け
る

SP
A
RC

（
Sc

ho
la
rly

Pu
bl
ish

-
in
g

an
d

A
ca

de
m
ic

Re
so

ur
ce

s
Co

al
iti
on

）
活

動
や

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
に

お
け

る
SP

A
RC

Eu
ro

pe
活

動
が

展
開

さ
れ

て
い

る
。

１３
コ

ピ
ー

レ
フ

ト
Co

py
-le

ft
著

作
権

（
co

py
rig

ht
）

と
対

比
し

て
使

用
さ

れ
る

。
著

作
権

を
保

持
し

た
ま

ま
、

二
次

的
著

作
物

も
含

め
て

、
誰

も
が

著
作

物
を

利
用

・
再

配
布

・
改

変
で

き
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

い
う

考
え

方
。

１４
サ

ー
チ

エ
ン

ジ
ン

Se
ar

ch
en

gi
ne

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
で

公
開

さ
れ

て
い

る
情

報
に

つ
い

て
イ

ン
デ

ッ
ク

ス
を

作
成

し
、

キ
ー

ワ
ー

ド
等

で
検

索
で

き
る

よ
う

に
し

た
W

eb
サ

イ
ト

（
例

：
Sc

iru
s、

Go
og

le
、

Go
og

le
Sc

ho
la
r）

。
１５

サ
ー

ビ
ス

プ
ロ

バ
イ

ダ
ー

Se
rv

ic
e
pr

ov
id
er

デ
ー

タ
プ

ロ
バ

イ
ダ

か
ら

メ
タ

デ
ー

タ
を

収
集

し
、

高
度

な
検

索
等

の
付

加
価

値
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

側
（

例
：

JA
IR

O
や

O
A
IS

te
r）

。
１６

出
版

社
版

Pu
bl
ish

er
ve

rs
io
n

出
版

社
が

発
行

し
た

誌
面

自
体

。

用
語
集

＊
D
R
F
用
語
集
〈
ht
tp
:/
/d
rf
.li
b.
ho
ku
da
i.a
c.
jp
/d
rf
/i
nd
ex
.p
hp
?K

ey
w
or
ds
〉
を
基
に
作
成

■
和
文
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１７
セ

ル
フ

ア
ー

カ
イ

ブ
Se

lf-
ar

ch
iv
e

研
究

者
等

の
著

者
が

、
論

文
等

の
成

果
物

を
所

属
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

等
に

ア
ー

カ
イ

ブ
し

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

上
に

公
開

す
る

行
為

。

１８
ダ

ブ
リ

ン
コ

ア
D
C

D
ub

lin
Co

re
M

et
ad

at
a

In
iti
at
iv
e
に

よ
っ

て
提

唱
さ

れ
、

国
際

標
準

と
し

て
広

く
使

わ
れ

て
い

る
メ

タ
デ

ー
タ

記
述

用
の

語
彙

。

１９
著

者
ID

A
ut

ho
r
ID

字
面

で
な

く
一

意
の

記
号

で
著

者
を

管
理

す
る

た
め

の
識

別
番

号
。

著
者

ID
に

基
づ

い
た

検
索

の
結

果
、

同
姓

同
名

の
判

別
等

が
可

能
に

な
る

。

２０
著

者
最

終
稿

A
ut

ho
r
fin

al
ve

rs
io
n

論
文

が
ア

ク
セ

プ
ト

さ
れ

た
時

点
の

著
者

原
稿

。
フ

ァ
イ

ル
形

式
と

し
て

は
、

本
文

は
M

S-
W

or
d
や

T
eX

、
画

像
は

T
iff

や
JP

G
が

多
い

。
海

外
の

出
版

社
は

、
出

版
社

版
の

リ
ポ

ジ
ト

リ
登

録
を

認
め

ず
、

著
者

最
終

稿
な

ら
認

め
る

と
い

う
場

合
が

多
い

。
こ

の
場

合
は

、
著

者
か

ら
著

者
最

終
稿

を
も

ら
い

、
PD

F
に

変
換

す
る

な
ど

し
て

登
録

す
る

こ
と

に
な

る
。

著
者

最
終

稿
か

ら
出

版
ま

で
の

間
に

、
文

言
の

修
正

・
語

句
の

統
一

・
英

文
校

正
な

ど
、

論
文

内
容

に
直

接
関

わ
ら

な
い

変
更

が
行

わ
れ

る
場

合
が

多
々

あ
る

。

２１
著

者
支

払
い

モ
デ

ル
A
ut

ho
r
pa

y
m
od

el
雑

誌
を

無
料

で
提

供
し

な
が

ら
採

算
事

業
と

し
て

成
り

立
た

せ
る

た
め

に
、

従
来

の
機

関
購

読
な

ど
に

代
わ

っ
て

著
者

に
よ

る
支

払
い

形
式

の
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

。

２２
著

者
版

A
ut

ho
r
ve

rs
io
n

著
者

本
人

が
ワ

ー
プ

ロ
ソ

フ
ト

や
T
eX

で
書

い
た

論
文

原
稿

（
＋

図
表

）。
査

読
を

経
た

最
終

形
態

の
も

の
は

著
者

最
終

稿
と

呼
ば

れ
る

こ
と

も
あ

る
。

２３
デ

ー
タ

グ
リ

ッ
ド

D
at
a
gr

id
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
上

に
分

散
し

た
デ

ー
タ

や
計

算
処

理
を

結
び

付
け

て
、

ひ
と

つ
の

複
合

シ
ス

テ
ム

と
し

て
提

供
す

る
仕

組
み

。
個

別
の

計
算

資
源

の
仕

様
の

違
い

を
吸

収
す

る
ミ

ド
ル

ウ
ェ

ア
が

実
現

す
る

。
複

数
の

グ
リ

ッ
ド

シ
ス

テ
ム

を
連

携
さ

せ
る

た
め

に
は

、
そ

れ
ぞ

れ
の

ミ
ド

ル
ウ

ェ
ア

の
仕

様
共

有
が

必
要

で
あ

る
。

２４
デ

ー
タ

プ
ロ

バ
イ

ダ
D
at
a
Pr

ov
id
er

各
種

電
子

情
報

を
蓄

積
し

、
O
A
I-P

M
H

等
に

よ
り

メ
タ

デ
ー

タ
を

開
示

す
る

サ
ー

バ
側

を
指

す
。

２５
デ

ジ
タ

ル
リ

ポ
ジ

ト
リ

連
合

D
ig
ita

lR
ep

os
ito

ry
Fe

de
ra

tio
n（

D
RF

）
国

内
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

担
当

者
及

び
関

係
者

に
よ

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
。

略
称

は
D
RF

（
ダ

ー
フ

）。
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

運
営

に
関

す
る

情
報

共
有

、
研

修
会

や
集

合
イ

ベ
ン

ト
の

開
催

、
国

際
連

携
な

ど
の

活
動

を
通

じ
て

、
国

内
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

の
発

展
と

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

思
潮

の
興

隆
に

努
め

て
い

る
。

２６
透

明
テ

キ
ス

ト
T
ra

ns
pa

re
nt

te
xt

PD
F

フ
ァ

イ
ル

と
し

て
管

理
す

る
際

、
透

明
な

デ
ー

タ
と

し
て

画
像

に
重

な
る

よ
う

に
埋

め
込

ま
れ

た
テ

キ
ス

ト
デ

ー
タ

。

２７
ハ

ー
ベ

ス
タ

H
ar

ve
st
er

ハ
ー

ベ
ス

テ
ィ

ン
グ

を
行

う
サ

ー
ビ

ス
プ

ロ
バ

イ
ダ

。

２８
ハ

ー
ベ

ス
テ

ィ
ン

グ
H
ar

ve
st
in
g

サ
ー

ビ
ス

プ
ロ

バ
イ

ダ
が

デ
ー

タ
プ

ロ
バ

イ
ダ

の
デ

ー
タ

を
収

集
す

る
こ

と
。

サ
ー

ビ
ス

プ
ロ

バ
イ

ダ
は

、
デ

ー
タ

プ
ロ

バ
イ

ダ
に

対
し

て
、

定
期

的
に

メ
タ

デ
ー

タ
の

取
得

要
求

を
行

っ
て

い
る

。
要

求
を

受
け

た
デ

ー
タ

プ
ロ

バ
イ

ダ
は

、
該

当
す

る
メ

タ
デ

ー
タ

一
覧

を
サ

ー
ビ

ス
プ

ロ
バ

イ
ダ

に
提

供
す

る
こ

と
に

な
る

。

２９
灰

色
文

献
Gr

ay
lit
er

at
ur

e
非

売
品

の
図

書
、

企
業

の
出

版
物

、
紀

要
、

科
研

費
報

告
書

な
ど

、
一

般
に

流
通

し
て

お
ら

ず
所

在
も

判
明

し
に

く
い

た
め

、
入

手
す

る
こ

と
が

困
難

な
文

献
。

３０
ハ

イ
ブ

リ
ッ

ド
ジ

ャ
ー

ナ
ル

H
yb

rid
Jo

ur
na

l
著

者
が

投
稿

料
を

支
払

え
ば

当
該

論
文

は
無

料
で

読
者

に
提

供
さ

れ
る

一
方

、
そ

れ
以

外
の

場
合

は
購

読
者

の
み

が
ア

ク
セ

ス
可

能
な

形
態

の
ジ

ャ
ー

ナ
ル

（
例

：
O
xf
or

d
O
pe

n）
。

３１
ハ

ン
ド

ル
シ

ス
テ

ム
H
an

dl
e
Sy

st
em

リ
ポ

ジ
ト

リ
の

登
録

コ
ン

テ
ン

ツ
に

付
与

さ
れ

る
一

意
の

U
RI

、
ま

た
は

そ
の

仕
組

み
。

こ
の

仕
組

み
に

よ
り

、
一

度
リ

ポ
ジ

ト
リ

に
登

録
し

た
コ

ン
テ

ン
ツ

の
U
RI

を
永

続
的

に
一

意
の

も
の

に
で

き
る

た
め

、
リ

ン
ク

切
れ

が
起

こ
ら

な
く

な
る

。
こ

の
シ

ス
テ

ム
を

採
用

す
る

に
は

ア
メ

リ
カ

の
団

体
CN

RI
へ

の
有

料
登

録
が

必
要

で
、

登
録

す
る

と
機

関
別

に
固

有
番

号
が

与
え

ら
れ

る
。

以
後

は
、

こ
の

番
号

を
利

用
し

た
固

有
の

U
RI

を
使

用
す

る
こ

と
に

な
る

。

－７９－



№
英
語

説
明

３９
A
PI

A
pp

lic
at
io
n

Pr
og

ra
m
m
in
g

In
te
rf
ac

e
の

略
で

あ
り

、
あ

る
O
S
や

ミ
ド

ル
ウ

ェ
ア

向
け

の
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
を

開
発

又
は

利
用

す
る

際
に

使
用

で
き

る
命

令
や

関
数

の
集

合
。

４０
A
RR

O
W

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
の

ベ
ス

ト
・

プ
ラ

ク
テ

ィ
ス

を
支

援
す

る
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
や

ソ
リ

ュ
ー

シ
ョ

ン
の

実
証

実
験

を
目

的
と

す
る

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

。
２０

０８
年

末
で

終
了

。
現

在
は

、
検

索
ポ

ー
タ

ル
サ

イ
ト

T
RO

V
E

に
統

合
さ

れ
て

い
る

。
ht

tp
://

ar
ro

w
.ed

u.
au

/
ht

tp
://

tr
ov

e.n
la
.g
ov

.au
/

４１
ar

X
iv

物
理

学
、

数
学

、
計

算
機

科
学

、
非

線
形

科
学

、
定

量
的

生
物

学
、

統
計

学
分

野
の

、
プ

レ
プ

リ
ン

ト（
未

査
読

の
論

文
）

を
共

有
す

る
た

め
の

無
料

電
子

ア
ー

カ
イ

ブ
。

１９
９１

年
に

ロ
ス

ア
ラ

モ
ス

米
国

ロ
ス

ア
ラ

モ
ス

研
究

所
で

誕
生

し
た

LA
N
L

pr
ep

rin
t
ar

ch
iv
e
が

起
源

で
あ

り
、

現
在

は
コ

ー
ネ

ル
大

学
が

運
営

し
て

い
る

。
同

大
学

に
設

置
さ

れ
て

い
る

メ
イ

ン
の

サ
ー

バ
の

ほ
か

、
日

本
を

含
む

世
界

各
国

に
ミ

ラ
ー

サ
ー

バ
が

設
置

さ
れ

て
い

る
。

№
日
本
語

英
語

説
明

３２
ブ

ダ
ペ

ス
ト

宣
言

Bu
da

pe
st

O
pe

n
A
cc

es
s
In

iti
at
iv
e（

BO
A
I）

BO
A
Iは

２０
０１

年
に

O
pe

n
So

ci
et
y

In
st
itu

te
（

O
SI

）
に

よ
っ

て
ブ

ダ
ペ

ス
ト

で
開

催
さ

れ
た

国
際

会
議

に
よ

っ
て

採
択

さ
れ

た
宣

言
で

あ
り

、
新

た
な

学
術

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

理
念

と
し

て
史

上
初

め
て

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

を
定

義
し

た
。

BO
A
Iは

、
オ

ー
プ

ン
ア

ク
セ

ス
は

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
上

で
障

壁
な

し
に

、
査

読
論

文
と

プ
レ

プ
リ

ン
ト

が
利

用
可

能
で

あ
る

こ
と

と
定

義
し

た
。

こ
れ

を
実

現
す

る
方

法
と

し
て

、（
１）

O
pe

n
A
rc

hi
ve

In
iti
ta
tiv

e
基

準
に

従
う

オ
ー

プ
ン

な
電

子
ア

ー
カ

イ
ブ

へ
の

セ
ル

フ
ア

ー
カ

イ
ブ

、（
２）

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

ジ
ャ

ー
ナ

ル
へ

の
搭

載
、

の
２つ

を
推

奨
し

た
。

こ
れ

を
BO

A
IⅠ

、
BO

A
IⅡ

と
呼

ん
で

い
る

。
３３

プ
レ

プ
リ

ン
ト

Pr
ep

rin
t

学
術

雑
誌

等
に

掲
載

予
定

の
論

文
。

プ
レ

プ
リ

ン
ト

の
形

で
流

通
・

交
換

さ
れ

れ
ば

、
査

読
か

ら
刊

行
に

か
か

る
タ

イ
ム

ロ
ス

を
解

消
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

３４
ベ

セ
ス

ダ
宣

言
Be

th
es

da
St

at
em

en
t

on
O
pe

n
A
cc

es
s

Pu
b-

lis
hi
ng

ベ
セ

ス
ダ

宣
言

は
２０

０３
年

に
ア

メ
リ

カ
の

ハ
ワ

ー
ド

ヒ
ュ

ー
ズ

医
学

研
究

所
で

開
催

さ
れ

た
会

議
で

採
択

さ
れ

た
宣

言
で

あ
る

。
ベ

セ
ス

ダ
宣

言
は

BO
A
Iの

延
長

上
に

位
置

す
る

宣
言

で
あ

る
が

、
以

下
の

相
違

点
が

あ
る

。
す

な
わ

ち
、（

１）
著

者
が

利
用

者
に

与
え

る
オ

ー
プ

ン
ア

ク
セ

ス
文

献
の

許
諾

内
容

、（
２）

安
定

し
た

機
関

に
よ

っ
て

運
営

さ
れ

て
い

る
オ

ン
ラ

イ
ン

リ
ポ

ジ
ト

リ
へ

の
デ

ポ
ジ

ッ
ト

、
の

２点
を

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

の
要

件
と

し
て

定
義

し
た

。
前

者
に

は
、

BO
A
Iに

は
な

か
っ

た
派

生
的

著
作

物
に

つ
い

て
も

言
及

し
、

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

の
詳

細
化

を
試

み
て

い
る

。
ま

た
、

全
体

と
し

て
オ

ー
プ

ン
ア

ク
セ

ス
を

実
現

す
る

た
め

の
手

段
と

し
て

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

ジ
ャ

ー
ナ

ル
（

BO
A
IⅡ

）
へ

の
傾

斜
が

見
て

取
れ

る
。

３５
ベ

ル
リ

ン
宣

言
Be

rli
n

D
ec

la
ra

tio
n

on
O
pe

n
A
cc

es
s

to
K
no

w
le
dg

e
in

th
e
Sc

ie
nc

es
an

d
H
um

an
iti
tie

s
ベ

ル
リ

ン
宣

言
は

、
２０

０３
年

に
ベ

ル
リ

ン
で

開
催

さ
れ

た
会

議
で

採
択

さ
れ

た
。

BO
A
Iを

フ
ォ

ロ
ー

す
る

も
の

で
あ

る
が

、
オ

ー
プ

ン
ア

ク
セ

ス
の

定
義

に
関

し
て

は
ベ

セ
ス

ダ
宣

言
を

引
用

し
て

い
る

。
ベ

ル
リ

ン
宣

言
を

実
現

す
る

た
め

に
各

機
関

は
所

属
す

る
研

究
者

に
、（

１）
論

文
を

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

リ
ポ

ジ
ト

リ
に

デ
ポ

ジ
ッ

ト
す

る
こ

と
を

「
要

求
」

し
、（

２）
適

当
な

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

ジ
ャ

ー
ナ

ル
が

存
在

す
る

場
合

に
は

論
文

を
投

稿
す

る
こ

と
を

「
推

奨
」

す
る

機
関

ポ
リ

シ
ー

の
採

用
を

推
奨

し
て

い
る

。
３６

包
括

許
諾

Co
m
pr

eh
en

siv
e
Li
ce

ns
e

紀
要

等
の

出
版

元
か

ら
、

掲
載

記
事

す
べ

て
に

つ
い

て
、

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
へ

の
収

録
の

許
諾

を
包

括
的

に
と

る
こ

と
。

出
版

元
に

出
版

・
頒

布
に

関
す

る
著

作
権

が
移

譲
さ

れ
て

い
る

場
合

、
す

べ
て

の
掲

載
記

事
の

複
製

権
、

公
衆

送
信

権
に

つ
い

て
許

諾
を

と
れ

ば
、

個
別

の
対

応
が

不
要

と
な

る
。

３７
ボ

ー
ン

デ
ジ

タ
ル

Bo
rn

-d
ig
ita

l
作

成
時

点
か

ら
デ

ジ
タ

ル
形

式
で

あ
る

デ
ー

タ
。

紙
媒

体
か

ら
電

子
化

し
た

場
合

と
対

比
し

て
使

用
さ

れ
る

。
３８

メ
タ

デ
ー

タ
M

et
ad

at
a

資
料

の
内

容
表

示
や

検
索

を
容

易
に

す
る

た
め

に
コ

ン
テ

ン
ツ

自
体

に
付

加
さ

れ
た

デ
ー

タ
（

例
：

書
誌

デ
ー

タ
）。

■
英
文

－８０－



４２
A
T
A

T
he

A
lli
an

ce
Fo

r
T
ax

pa
ye

r
A
cc

es
sの

略
で

あ
り

、
公

的
助

成
金

に
よ

る
研

究
成

果
へ

の
オ

ー
プ

ン
ア

ク
セ

ス
を

実
現

す
る

た
め

運
動

し
て

い
る

ア
メ

リ
カ

の
非

営
利

団
体

。
SP

A
RC

に
よ

っ
て

設
立

さ
れ

、
N
IH

Pu
bl
ic

A
cc

es
s

Po
lic

y
や

Fe
de

ra
l
Re

se
ar

ch
Pu

bl
ic

A
cc

es
s

A
ct
（

FR
PA

A
）

等
の

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

ポ
リ

シ
ー

実
現

の
た

め
に

ロ
ビ

ー
活

動
を

行
っ

て
き

た
。

４３
Be

rli
n
O
pe

n
A
cc

es
s
Co

nf
er

en
ce

２０
０３

年
１０

月
に

ベ
ル

リ
ン

で
開

か
れ

た
オ

ー
プ

ン
ア

ク
セ

ス
の

国
際

会
議

で
あ

り
、

以
降

は
各

地
で

毎
年

開
催

さ
れ

て
い

る
。

４４
BS

D
Li
ce

ns
e

「
無

保
証

」
で

あ
る

こ
と

の
明

記
と

著
作

権
お

よ
び

ラ
イ

セ
ン

ス
条

文
自

身
の

表
示

を
再

頒
布

の
条

件
と

す
る

ラ
イ

セ
ン

ス
規

定
で

あ
る

。
こ

の
条

件
さ

え
満

た
せ

ば
、

BS
D

ラ
イ

セ
ン

ス
の

ソ
ー

ス
コ

ー
ド

を
複

製
・

改
変

し
て

作
成

し
た

オ
ブ

ジ
ェ

ク
ト

コ
ー

ド
を

ソ
ー

ス
コ

ー
ド

を
公

開
せ

ず
に

頒
布

で
き

る
。（

例
：

D
Sp

ac
e）

４５
CE

RN
欧

州
原

子
核

研
究

機
構

の
こ

と
で

、
世

界
最

大
規

模
の

素
粒

子
物

理
学

の
研

究
所

。
当

時
、

研
究

員
だ

っ
た

テ
ィ

ム
・

バ
ー

ナ
ー

ズ
・

リ
ー

が
、

H
T
T
P、

W
W

W
を

考
案

し
た

こ
と

で
も

知
ら

れ
て

い
る

。
４６

Ci
N
ii

Ci
N
ii（

N
II

論
文

情
報

ナ
ビ

ゲ
ー

タ
［

サ
イ

ニ
ィ

］）
は

、
学

協
会

刊
行

物
・

大
学

研
究

紀
要

・
国

立
国

会
図

書
館

の
雑

誌
記

事
索

引
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
な

ど
、

学
術

論
文

情
報

を
検

索
の

対
象

と
す

る
論

文
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
・

サ
ー

ビ
ス

。
JA

IR
O

の
デ

ー
タ

と
も

連
携

し
て

お
り

、
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

の
一

部
コ

ン
テ

ン
ツ

を
検

索
で

き
る

。
４７

CL
O
CK

SS
Co

nt
ro

lle
d

LO
CK

SS
の

略
で

あ
り

、
米

ス
タ

ン
フ

ォ
ー

ド
大

学
が

中
心

と
な

っ
て

世
界

の
大

学
図

書
館

と
学

術
出

版
社

が
共

同
運

営
す

る
非

営
利

の
電

子
ジ

ャ
ー

ナ
ル

保
存

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

。
４８

CN
RI

Co
rp

or
at
io
n
fo
r
N
at
io
na

lR
es

ea
rc

h
In

iti
at
iv
es

の
略

で
あ

り
、

ハ
ン

ド
ル

シ
ス

テ
ム

を
管

理
す

る
団

体
。

ht
tp

://
w
w
w
.cn

ri.
re

st
on

.v
a.u

s/
４９

CO
A
R

Co
nf
ed

er
at
io
n

of
O
pe

n
A
cc

es
s

Re
po

sit
or

ie
sの

略
で

あ
り

、
欧

州
委

員
会

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
D
RI

V
ER

が
設

立
し

た
国

際
的

な
オ

ー
プ

ン
ア

ク
セ

ス
リ

ポ
ジ

ト
リ

の
連

合
。

日
本

か
ら

は
、

N
II

及
び

D
RF

が
参

加
し

て
い

る
。

５０
CS

I
Cy

be
r

Sc
ie
nc

e
In

fr
as

tr
uc

tu
re

（
最

先
端

学
術

情
報

基
盤

整
備

事
業

）
の

略
で

あ
り

、
国

内
の

大
学

等
や

研
究

機
関

が
有

し
て

い
る

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

等
の

設
備

、
基

盤
的

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

、
コ

ン
テ

ン
ツ

及
び

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

、
人

材
、

研
究

グ
ル

ー
プ

そ
の

も
の

を
超

高
速

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
上

で
共

有
す

る
た

め
の

基
盤

。
国

立
情

報
学

研
究

所（
N
II
）で

は
、「

最
先

端
学

術
情

報
基

盤
整

備
（

CS
I）
」

の
一

環
と

し
て

、
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

の
構

築
と

連
携

を
促

進
す

る
た

め
に

、
平

成
１７

年
度

か
ら

次
世

代
学

術
コ

ン
テ

ン
ツ

基
盤

共
同

構
築

に
向

け
た

委
託

事
業

を
実

施
し

て
き

て
い

る
。

５１
D
ig
ita

lO
bj
ec

tI
de

nt
ifi
er

（
D
O
I）

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
上

で
個

別
の

論
文

を
同

定
す

る
た

め
に

付
け

ら
れ

た
番

号
。

１論
文

に
つ

き
、

１D
O
Iが

付
与

さ
れ

る
。

国
際

D
O
I財

団
（

In
te
rn

at
io
na

l
D
O
I

Fo
un

da
tio

n（
ID

F）
）

が
管

理
し

て
い

る
。

ID
F

へ
の

D
O
I登

録
は

登
録

代
行

機
関（

Re
gi
st
ra

tio
n
A
ge

nc
y）

を
通

じ
て

行
う

こ
と

と
な

っ
て

お
り

、
代

表
的

な
RA

に
Cr

os
sR

ef
な

ど
が

あ
る

。
D
O
Iは

、
１０

．n
nn

n/
xx

xx
xx

…
（

nn
nn

部
分

は
付

与
団

体
等

の
固

有
番

号
、

xx
xx

xx
…

部
分

は
当

該
付

与
団

体
等

が
独

自
に

与
え

る
文

字
列

）の
形

を
と

る
。

D
O
Iに

基
づ

く
所

在
解

決
に

は
、

ht
tp

://
dx

.d
oi
.or

g
等

が
利

用
可

能
で

あ
る

。
５２

D
ire

ct
or

y
of

O
pe

n
A
cc

es
s
Jo

ur
na

l（
D
O
A
J）

オ
ー

プ
ン

ア
ク

セ
ス

の
雑

誌
を

カ
テ

ゴ
リ

等
か

ら
検

索
で

き
る

サ
イ

ト
。

ht
tp

://
w
w
w
.d
oa

j.o
rg

/
５３

D
RI

V
ER

D
ig
ita

lR
ep

os
ito

ry
In

fr
as

tr
uc

tu
re

V
isi

on
fo
r
Eu

ro
pe

an
Re

se
ar

ch
の

略
。

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
各

国
の

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
団

体
の

集
合

体
で

、
SH

ER
PA

が
関

連
す

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

一
つ

で
、

EU
が

主
導

し
て

い
る

。
ht

tp
://

w
w
w
.d
riv

er
-c
om

m
un

ity
.eu

/
５４

D
Sp

ac
e

マ
サ

チ
ュ

ー
セ

ッ
ツ

工
科

大
学

（
M

IT
）

と
H
P

La
b
が

共
同

で
開

発
し

た
デ

ジ
タ

ル
リ

ポ
ジ

ト
リ

用
オ

ー
プ

ン
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
。

D
Sp

ac
e
Fe

de
ra

tio
n
と

い
う

組
織

で
維

持
管

理
さ

れ
て

お
り

、
世

界
的

に
も

広
く

利
用

さ
れ

て
い

る
。

５５
D
ur

aS
pa

ce
D
Sp

ac
e

Fo
un

da
tio

n
と

Fe
do

ra
Co

m
m
on

sが
共

同
で

つ
く

っ
た

非
営

利
団

体
。

ク
ラ

ウ
ド

環
境

の
リ

ポ
ジ

ト
リ

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

D
ur

aC
lo
ud

等
を

提
供

し
て

い
る

。

－８１－



№
英
語

説
明

５６
e-
D
ep

ot
オ

ラ
ン

ダ
王

立
図

書
館

（
K
B）

に
よ

っ
て

２０
０３

年
か

ら
運

用
を

開
始

し
て

い
る

デ
ジ

タ
ル

ア
ー

カ
イ

ブ
シ

ス
テ

ム
で

あ
る

。
e-
de

po
tは

国
内

外
の

デ
ジ

タ
ル

コ
ン

テ
ン

ツ
の

恒
久

的
な

保
存

を
目

的
と

し
て

い
る

。
K
B

に
よ

る
ア

ー
カ

イ
ブ

の
対

象
は

、
K
B

の
デ

ジ
タ

ル
コ

レ
ク

シ
ョ

ン
だ

け
で

な
く

、
オ

ラ
ン

ダ
国

内
の

ウ
ェ

ッ
ブ

資
源

や
国

際
的

出
版

社
の

デ
ジ

タ
ル

コ
ン

テ
ン

ツ
（

バ
ッ

ク
イ

シ
ュ

ー
）

に
も

及
ん

で
い

る
。

K
B

と
保

存
の

た
め

の
協

定
に

同
意

し
た

出
版

社
に

は
El

se
vi
er

、
旧

K
lu
w
er

な
ど

も
含

ま
れ

る
。

５７
Ep

rin
ts

英
国

サ
ウ

サ
ン

プ
ト

ン
大

学
が

２０
００

年
に

開
発

し
た

デ
ジ

タ
ル

リ
ポ

ジ
ト

リ
用

の
オ

ー
プ

ン
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
。

ht
tp

://
w
w
w
.ep

rin
ts
.or

g/
５８

ET
D
s

El
ec

tr
on

ic
T
he

se
s
an

d
D
iss

er
ta
tio

ns
の

略
で

あ
り

、
電

子
学

位
論

文
又

は
電

子
化

し
た

学
位

論
文

を
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

で
公

開
し

て
い

こ
う

と
す

る
取

り
組

み
。

米
ヴ

ァ
ー

ジ
ニ

ア
工

科
大

学
（

V
irg

in
ia

T
ec

h）
を

先
駆

け
と

し
て

、
世

界
各

地
の

大
学

で
取

り
組

ま
れ

て
い

る
。

提
出

さ
れ

た
学

位
論

文
を

デ
ジ

タ
ル

化
す

る
と

と
も

に
、

提
出

時
に

公
開

を
前

提
と

し
て

電
子

フ
ァ

イ
ル

で
提

出
す

る
こ

と
を

義
務

づ
け

る
／

推
奨

す
る

動
き

も
広

が
っ

て
い

る
。

国
単

位
、

地
域

単
位

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
、

ポ
ー

タ
ル

構
築

の
例

も
多

い
（

イ
ギ

リ
ス

「
ET

hO
S（

El
ec

tr
on

ic
T
he

se
s
O
nl
in
e

Se
rv

ic
e）

」、
オ

ラ
ン

ダ
D
A
RE

ne
t「

Pr
om

ise
of

Sc
ie
nc

e」
、

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
・

ニ
ュ

ー
ジ

ー
ラ

ン
ド

「
A
us

tr
al
as

ia
n

D
ig
ita

l
T
he

se
s

Pr
og

ra
m
」

等
）。

ま
た

、
そ

れ
ら

全
世

界
の

ET
D
sポ

ー
タ

ル
を

目
指

し
て

、
N
D
LT

D
（

T
he

N
et
w
or

ke
d

D
ig
ita

lL
ib
ra

ry
of

T
he

se
s
an

d
D
iss

er
ta
tio

ns
）

の
構

築
も

進
ん

で
い

る
。

日
本

で
も

、
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

の
コ

ン
テ

ン
ツ

と
し

て
電

子
学

位
論

文
を

収
集

・
公

開
し

て
い

こ
う

と
す

る
動

き
が

進
み

つ
つ

あ
る

。
５９

FA
IR

Fo
cu

s
on

A
cc

es
s
to

In
st
itu

tio
na

lR
es

ou
rc

es
の

略
で

あ
り

、
JI
SC

に
よ

る
IR

支
援

事
業

（
２０

０２
－

２０
０５

年
）。

成
果

と
し

て
、

SH
ER

PA
等

が
挙

げ
ら

れ
る

。
２０

０５
年

以
降

は
、

D
ig
ita

l
Re

po
sit

or
ie
s

Pr
og

ra
m
m
e
が

実
施

さ
れ

た
（

－
２０

０９
年

）。
６０

H
at
hi
T
ru

st
米

国
の

研
究

図
書

館
共

同
デ

ジ
タ

ル
リ

ポ
ジ

ト
リ

で
あ

り
、

参
加

機
関

は
５０

を
超

え
て

い
る

。
ht

tp
://

w
w
w
.h
at
hi
tr
us

t.o
rg

/
６１

IR
D
B

国
内

の
IR

（
学

術
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

）
に

つ
い

て
、

学
術

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
の

詳
細

情
報

、
コ

ン
テ

ン
ツ

内
容

の
統

計
分

析
情

報
（

コ
ン

テ
ン

ツ
種

別
、

機
関

別
等

）
の

情
報

を
提

供
す

る
シ

ス
テ

ム
。

な
お

、
検

索
表

示
に

お
い

て
は

JA
IR

O
か

ら
処

理
を

行
う

が
、

各
機

関
か

ら
の

デ
ー

タ
取

得
（

ハ
ー

ベ
ス

ト
）

は
、

IR
D
B

を
ハ

ー
ベ

ス
タ

と
し

て
処

理
を

実
施

し
て

い
る

。
６２

JA
IR

O
学

術
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

ポ
ー

タ
ル

JA
IR

O
は

日
本

の
学

術
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

に
蓄

積
さ

れ
た

学
術

情
報

（
学

術
雑

誌
論

文
、

学
位

論
文

、
研

究
紀

要
、

研
究

報
告

書
等

）
を

横
断

的
に

検
索

で
き

る
、

Ju
N
ii＋

（
試

験
公

開
版

）
の

後
継

サ
ー

ビ
ス

。
６３

JI
SC

Jo
in
t
In

fo
rm

at
io
n

Sy
st
em

Co
m
m
itt

ee
の

略
で

あ
り

、
英

国
情

報
シ

ス
テ

ム
合

同
委

員
会

。
大

学
等

の
高

等
教

育
機

関
を

中
心

と
し

た
学

術
情

報
基

盤
と

し
て

１９
９３

年
に

設
立

さ
れ

た
非

営
利

組
織

で
あ

る
。

６４
Ju

N
ii２

国
立

情
報

学
研

究
所

が
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

の
相

互
運

用
性

確
保

の
た

め
に

策
定

し
た

メ
タ

デ
ー

タ
・

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

。
６５

Li
br

ar
y
A
pp

lic
at
io
n
Pr

of
ile

（
LA

P）
D
CM

I（
D
ub

lin
Co

re
M

et
ad

at
a

In
iti
at
iv
e）

の
図

書
館

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
（

Li
br

ar
ie
s

W
or

ki
ng

Gr
ou

p）
に

よ
り

作
成

さ
れ

た
図

書
館

界
用

の
ダ

ブ
リ

ン
・

コ
ア

拡
張

の
枠

組
み

。
シ

ン
プ

ル
・

ダ
ブ

リ
ン

・
コ

ア（
Si
m
pl
e
D
ub

-
lin

Co
re

）の
１５

の
基

本
エ

レ
メ

ン
ト

は
、

す
べ

て
が

任
意

項
目

で
必

須
項

目
が

な
く

、
か

つ
繰

り
返

し
が

可
能

で
あ

る
。

し
か

し
実

際
に

さ
ま

ざ
ま

な
分

野
に

ダ
ブ

リ
ン

・
コ

ア
を

適
用

す
る

際
に

は
、

新
た

な
エ

レ
メ

ン
ト

の
追

加
や

記
述

の
た

め
の

規
則

、
表

現
形

式
な

ど
の

拡
張

を
求

め
ら

れ
る

こ
と

が
多

い
。

こ
う

し
た

拡
張

の
枠

組
み

を
ア

プ
リ

ケ
ー

シ
ョ

ン
・

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

（
A
pp

lic
at
io
n
Pr

of
ile

）
と

呼
ぶ

。
６６

LO
CK

SS
Lo

ts
of

Co
pi
es

K
ee

ps
St

uf
f
Sa

fe
の

略
で

あ
り

、
ス

タ
ン

フ
ォ

ー
ド

大
学

に
よ

る
電

子
ジ

ャ
ー

ナ
ル

分
散

型
保

存
シ

ス
テ

ム
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
。

cf
.C

LO
CK

SS

－８２－



６７
M

an
da

te
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

へ
の

論
文

等
の

成
果

物
の

登
録

を
所

属
研

究
者

等
に

義
務

化
す

る
こ

と
（

例
：

N
IH

Pu
bi
c

A
cc

es
s

Po
lic

y）
。

６８
N
A
RC

IS
N
at
io
na

lA
ca

de
m
ic

Re
se

ar
ch

an
d
Co

lla
bo

ra
tio

ns
In

fo
rm

at
io
n

Sy
st
em

の
略

で
あ

り
、

オ
ラ

ン
ダ

国
内

の
研

究
者

及
び

研
究

成
果

物
を

統
合

検
索

で
き

る
ポ

ー
タ

ル
サ

イ
ト

。
ht

tp
://

w
w
w
.n
ar

ci
s.n

l/
６９

O
A
I-O

RE
O
pe

n
A
rc

hi
ve

s
In

iti
at
iv
e

O
bj
ec

t
Re

us
e

an
d

Ex
ch

an
ge

の
略

で
あ

り
、

複
数

の
ウ

ェ
ブ

資
源

を
ま

と
め

て
同

定
す

る
と

と
も

に
資

源
間

の
構

造
を

相
互

運
用

可
能

な
形

で
記

述
す

る
標

準
。

７０
O
A
I-P

M
H

O
A
I-P

M
H

と
は

、
デ

ー
タ

の
自

動
収

集
に

よ
っ

て
メ

タ
デ

ー
タ

を
交

換
す

る
た

め
の

プ
ロ

ト
コ

ル
の

名
称

で
あ

る
。

O
A
I（

O
pe

n
A
rc

hi
ve

s
In

iti
at
iv
e）

に
よ

っ
て

開
発

が
進

め
ら

れ
て

い
る

。
単

に
O
A
Iプ

ロ
ト

コ
ル

な
ど

と
呼

ば
れ

る
こ

と
も

多
い

。
O
A
I-P

M
H

は
X
M

L
の

形
式

を
用

い
、

H
T
T
P
プ

ロ
ト

コ
ル

上
で

ク
ラ

イ
ア

ン
ト

と
サ

ー
バ

間
の

デ
ー

タ
転

送
を

行
っ

て
い

る
。

シ
ス

テ
ム

が
自

動
的

に
デ

ー
タ

を
識

別
し

て
メ

タ
デ

ー
タ

の
収

集
を

行
う

作
業

は
「

ハ
ー

ベ
ス

テ
ィ

ン
グ

」
と

呼
ば

れ
、

ハ
ー

ベ
ス

テ
ィ

ン
グ

を
行

う
ク

ラ
イ

ア
ン

ト
シ

ス
テ

ム
は

「
ハ

ー
ベ

ス
タ

」
と

呼
ば

れ
て

い
る

。
ま

た
、

メ
タ

デ
ー

タ
を

ハ
ー

ベ
ス

タ
に

提
供

す
る

サ
ー

バ
ー

は
「

デ
ー

タ
プ

ロ
バ

イ
ダ

」
と

呼
ば

れ
て

い
る

。
O
A
I-P

M
H

を
利

用
す

る
こ

と
に

よ
り

、
特

定
の

ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
依

存
す

る
こ

と
な

く
、

自
動

的
に

メ
タ

デ
ー

タ
を

交
換

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
O
A
I-P

M
H

を
採

用
し

て
い

る
代

表
的

な
も

の
と

し
て

は
、

国
立

国
会

図
書

館
デ

ジ
タ

ル
ア

ー
カ

イ
ブ

が
シ

ス
テ

ム
間

連
携

手
段

と
し

て
採

用
し

て
い

る
例

や
、

検
索

エ
ン

ジ
ン

大
手

の
Go

og
le

が
サ

イ
ト

マ
ッ

プ
を

記
述

す
る

プ
ロ

ト
コ

ル
と

し
て

採
用

し
て

い
る

例
な

ど
を

挙
げ

る
こ

と
が

で
き

る
。

７１
O
A
IS

O
pe

n
A
rc

hi
va

l
In

fo
rm

at
io
n

Sy
st
em

の
略

で
あ

り
、

宇
宙

デ
ー

タ
シ

ス
テ

ム
諮

問
委

員
会

（
Co

ns
ul
ta
tiv

e
Co

m
-

m
itt

ee
fo
r
Sp

ac
e
D
at
a
Sy

st
em

s）
が

作
成

し
た

保
存

シ
ス

テ
ム

参
照

モ
デ

ル
（

IS
O

標
準

規
格

）。
７２

O
A
IS

te
r

O
CL

C
が

維
持

管
理

す
る

、
世

界
で

最
大

規
模

の
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

サ
ー

ビ
ス

プ
ロ

バ
イ

ダ
。

７３
O
CR

O
pt

ic
al

Ch
ar

ac
te
r

Re
ad

er
の

略
で

あ
り

、
光

学
式

文
字

読
取

り
装

置
。

ス
キ

ャ
ン

し
て

取
り

込
ん

だ
画

像
デ

ー
タ

の
文

字
部

分
を

解
析

し
、

テ
キ

ス
ト

デ
ー

タ
に

変
換

す
る

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

。
７４

O
pe

n
A
rc

hi
ve

In
iti
at
iv
e

メ
タ

デ
ー

タ
収

集
を

通
じ

て
多

様
な

リ
ポ

ジ
ト

リ
間

の
相

互
運

用
の

促
進

を
目

的
と

し
た

国
際

的
な

運
動

。
７５

O
pe

n
Re

po
sit

or
ie
s

リ
ポ

ジ
ト

リ
技

術
に

関
す

る
国

際
会

議
。

７６
O
pe

nD
O
A
R

SH
ER

PA
が

運
営

す
る

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
の

デ
ィ

レ
ク

ト
リ

。
登

録
さ

れ
る

に
は

申
請

が
必

要
。

ht
tp

://
w
w
w
.op

en
do

ar
.or

g/
７７

O
pe

nS
ea

rc
h

A９
．c

om
に

よ
っ

て
提

唱
さ

れ
た

横
断

検
索

の
た

め
の

通
信

規
約

。
７８

O
pe

nU
RL

コ
ン

テ
ン

ツ
の

リ
ン

ク
先

を
指

定
す

る
た

め
、

メ
タ

デ
ー

タ
情

報
を

U
RL

形
式

で
リ

ン
ク

サ
ー

バ
に

送
信

す
る

た
め

の
規

格
。

７９
O
RC

ID
O
pe

n
Re

se
ar

ch
er

an
d

Co
nt

rib
ut

or
ID

の
略

で
あ

り
、

学
術

情
報

流
通

に
お

け
る

著
者

／
貢

献
者

の
名

前
の

曖
昧

性
の

問
題

を
解

決
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

、
名

寄
せ

の
問

題
に

取
り

組
む

国
際

的
な

組
織

。
８０

O
SI

O
pe

n
So

ci
et
y
In

st
itu

te
の

略
で

あ
り

、
オ

ー
プ

ン
ア

ク
セ

ス
（

O
A
）

を
支

援
し

て
い

る
財

団
。

８１
PM

ID
Pu

bM
ed

ID
の

略
で

あ
り

、
N
LM

（
米

国
国

立
医

学
図

書
館

）が
提

供
す

る
無

料
の

医
学

文
献

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

Pu
bM

ed
に

お
い

て
、

個
々

の
論

文
に

付
与

さ
れ

た
識

別
番

号
。

８２
Pu

bl
ic

Li
br

ar
y
of

Sc
ie
nc

e（
PL

oS
）

学
術

情
報

の
オ

ー
プ

ン
ア

ク
セ

ス
を

主
張

す
る

米
国

の
生

物
医

学
分

野
の

研
究

者
を

中
心

と
し

た
非

営
利

団
体

。
ht

tp
://

w
w
w
.p
lo
s.o

rg
/

８３
Pu

bm
ed

Ce
nt

ra
l

米
国

国
立

衛
生

研
究

所
（

N
IH

）
が

提
供

し
て

い
る

生
命

科
学

分
野

の
無

料
電

子
ア

ー
カ

イ
ブ

。

－８３－



№
英
語

説
明

８４
Re

PE
c

Re
se

ar
ch

Pa
pe

rs
in

Ec
on

om
ic
sの

略
で

あ
り

、
経

済
学

分
野

の
プ

レ
プ

リ
ン

ト
／

ポ
ス

ト
プ

リ
ン

ト
ア

ー
カ

イ
ブ

。
ht

tp
://

re
pe

c.o
rg

/
８５

Re
po

sit
or

ie
s
Su

pp
or

tP
ro

je
ct

英
国

情
報

シ
ス

テ
ム

合
同

委
員

会
（

JI
SC

）
の

助
成

を
受

け
て

い
る

英
国

内
の

リ
ポ

ジ
ト

リ
支

援
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
。

研
修

イ
ベ

ン
ト

等
の

開
催

や
情

報
共

有
・

公
開

等
を

実
施

す
る

こ
と

で
、

リ
ポ

ジ
ト

リ
構

築
予

定
機

関
の

支
援

を
行

う
。

８６
RO

A
R

Re
gi
st
ry

of
O
pe

n
A
cc

es
s

Re
po

sit
or

ie
sの

略
で

あ
り

、
サ

ウ
サ

ン
プ

ト
ン

大
学

が
管

理
す

る
デ

ィ
レ

ク
ト

リ
。

世
界

中
の

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
を

概
観

す
る

こ
と

が
で

き
、

国
別

や
シ

ス
テ

ム
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
別

に
表

示
す

る
こ

と
も

可
能

。
RO

A
R

に
自

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
を

登
録

す
る

に
は

申
請

が
必

要
で

あ
る

。
ht

tp
://

ro
ar

.ep
rin

ts
.or

g/
８７

RO
A
T

「
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

評
価

シ
ス

テ
ム

（
Re

po
sit

or
y

O
ut

pu
t
A
ss
es

sm
en

t
T
oo

l）
」

の
略

で
あ

り
、

統
一

的
な

基
準

で
の

ア
ク

セ
ス

・
ロ

グ
の

処
理

に
よ

る
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
の

標
準

化
を

目
指

す
。

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
の

ア
ク

セ
ス

・
ロ

グ
か

ら
検

索
エ

ン
ジ

ン
の

情
報

収
集

の
た

め
の

ア
ク

セ
ス

や
ダ

ブ
ル

ク
リ

ッ
ク

な
ど

に
よ

る
重

複
ア

ク
セ

ス
を

除
去

で
き

る
。

各
機

関
で

イ
ン

ス
ト

ー
ル

を
必

要
と

し
な

い
A
SP

的
な

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

よ
り

、
簡

便
な

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

を
取

得
で

き
る

。
８８

SC
PJ

日
本

国
内

の
学

協
会

の
、

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
へ

の
論

文
掲

載
許

諾
状

況
を

調
べ

る
こ

と
の

で
き

る
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
。

各
学

協
会

の
論

文
掲

載
許

諾
状

況
は

、
SH

ER
PA

/R
oM

EO
の

色
分

類
、

Gr
ee

n（
査

読
前

・
査

読
後

の
ど

ち
ら

で
も

よ
い

）、
Bl

ue
（

査
読

後
の

論
文

の
み

認
め

る
）、

Y
el
lo
w
（

査
読

前
の

論
文

の
み

認
め

る
）、

W
hi
te
（

リ
ポ

ジ
ト

リ
へ

の
保

存
を

認
め

て
い

な
い

）
に

加
え

、
Gr

ay
（

検
討

中
・

非
公

開
・

無
回

答
・

そ
の

他
）

と
い

う
日

本
独

自
の

色
に

分
類

さ
れ

て
表

示
さ

れ
る

。
ht

tp
://

sc
pj
.tu

lip
s.t

su
ku

ba
.ac

.jp
/

８９
SH

ER
PA

JI
SC

の
支

援
の

も
と

設
立

さ
れ

た
イ

ギ
リ

ス
に

お
け

る
機

関
リ

ポ
ジ

ト
リ

の
団

体
。

９０
SH

ER
PA

/J
U
LI

ET
助

成
団

体
別

の
オ

ー
プ

ン
ア

ク
セ

ス
ポ

リ
シ

ー
を

調
べ

ら
れ

る
サ

イ
ト

で
、

SH
ER

PA
が

運
営

す
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
一

つ
。

ht
tp

://
w
w
w
.sh

er
pa

.ac
.u
k/

ju
lie

t/
９１

SH
ER

PA
/R

oM
EO

ジ
ャ

ー
ナ

ル
別

ま
た

は
出

版
社

別
の

著
作

権
ポ

リ
シ

ー
を

調
べ

ら
れ

る
サ

イ
ト

で
、

SH
ER

PA
が

運
営

す
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
一

つ
。

ht
tp

://
w
w
w
.sh

er
pa

.ac
.u
k/

ro
m
eo

/
９２

SS
RN

So
ci
al

Sc
ie
nc

e
Re

se
ar

ch
N
et
w
or

k
の

略
で

あ
り

、
社

会
科

学
分

野
の

プ
レ

プ
リ

ン
ト

／
ポ

ス
ト

プ
リ

ン
ト

ア
ー

カ
イ

ブ
。

ht
tp

://
w
w
w
.ss

rn
.co

m
/

９３
SU

RF
オ

ラ
ン

ダ
に

お
け

る
学

術
情

報
基

盤
と

し
て

１９
８７

年
に

設
置

さ
れ

た
大

学
等

高
等

教
育

・
研

究
機

関
の

協
同

機
関

。
９４

SW
O
RD

Si
m
pl
e

W
eb

se
rv

ic
e

O
ffe

rin
g

Re
po

sit
or

y
D
ep

os
it
の

略
で

あ
り

、
リ

ポ
ジ

ト
リ

に
ア

イ
テ

ム
を

登
録

す
る

た
め

の
プ

ロ
ト

コ
ル

。
ウ

ェ
ブ

ブ
ラ

ウ
ザ

を
介

さ
ず

リ
ポ

ジ
ト

リ
に

ア
イ

テ
ム

を
登

録
で

き
た

り
、

同
時

に
複

数
の

リ
ポ

ジ
ト

リ
へ

の
登

録
や

機
械

的
な

登
録

を
簡

便
に

行
う

こ
と

が
可

能
と

な
る

。
９５

W
EK

O
W

EK
O

と
は

ス
ワ

ヒ
リ

語
で

リ
ポ

ジ
ト

リ
を

意
味

し
、

国
立

情
報

学
研

究
所

が
開

発
し

て
い

る
N
et
Co

m
m
on

s２
上

で
動

作
す

る
リ

ポ
ジ

ト
リ

モ
ジ

ュ
ー

ル
。

O
A
I-P

M
H

も
実

装
さ

れ
て

い
る

こ
と

が
あ

り
、

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
と

し
て

利
用

さ
れ

て
い

る
。

９６
X
oo

N
ip
s

X
oo

N
Ip

sは
、

オ
ー

プ
ン

ソ
ー

ス
の

コ
ン

テ
ン

ツ
マ

ネ
ー

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

X
O
O
PS

を
ベ

ー
ス

に
理

化
学

研
究

所
脳

科
学

総
合

研
究

セ
ン

タ
ー

ニ
ュ

ー
ロ

イ
ン

フ
ォ

マ
テ

ィ
ク

ス
技

術
開

発
チ

ー
ム

に
よ

っ
て

開
発

さ
れ

た
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
基

盤
シ

ス
テ

ム
。

こ
の

シ
ス

テ
ム

は
、

O
A
I-P

M
H

を
実

装
し

て
い

る
た

め
、

機
関

リ
ポ

ジ
ト

リ
と

し
て

も
利

用
さ

れ
て

い
る

。

－８４－
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